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1． 今年度の「がん診療連携協議会」の開催予定

No 施設 開催予定日 主な議題

1 北海道がんセンター 平成27年7月24日 第８回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会の概要について等

2 青森県立中央病院 平成27年9月 各下部部会からの報告、議題についての検討

平成28年3月 各下部部会からの報告、議題についての検討

3 岩手医科大学附属病院 平成27年9月 化学療法部門ワーキンググループ報告、化学療法研修会他

4 宮城県立がんセンター 平成27年7月23日 平成26年度事業報告について
平成27年度事業計画について

5 東北大学病院 平成27年7月23日 平成26年度事業報告、平成27年度事業計画、機能評価、各都道府県
拠点病院協議会報告

未定 拠点病院相互の機能評価について

6 秋田大学医学部附属病院 平成27年7月24日 調整中

平成28年2月頃を予定 未定

7 山形県立中央病院 平成28年1月頃 各部会の平成27年度の活動報告及び平成28年度の活動予定

8 福島県立医科大学附属病院 平成27年8月8日 緩和ｹｱ研修会、各部会からの状況報告

平成28年2月 緩和ｹｱ研修会、各部会からの状況報告

9 茨城県立中央病院 平成27年7月14日 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会の報告，各専門部会の活
動状況

10 栃木県立がんセンター 平成27年8月5日 平成２６年度事業実施報告、平成２７年度事業実施計画

11 群馬大学医学部附属病院 平成27年7月23日 設置要項の改正、研修会実績報告及び計画、連絡協議会等の報告、
各部会（下記組織図参照）の報告、がん診療体制の質に関する調査結
果等

平成27年2月～3月 研修会実績報告及び計画、各部会（下記組織図参照）の報告等

12 埼玉県立がんセンター 平成27年7月9日 各部会の活動報告等

3月頃 未定

13 千葉県がんセンター 平成27年7月 未定

平成28年2月 未定

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

平成27年5月29日 １)東京都のがん医療提供体制について(東京都福祉保健局）
２)東京都がん診療連携協議会設置要綱の改正について
３）がん対策の中間評価と今後の方向性について(講演）
　　－厚生労働省がん対策協議会長　門田守人先生－
４）各部会報告
５）東京都地域がん登録事業について

16 神奈川県立がんセンター 平成27年7月13日 都道府県がん診療連携拠点病院協議会の報告、各部会報告

平成28年3月 各部会報告

17 新潟県立がんセンター 平成27年10月 未定

18 富山県立中央病院 3月 今年度の作業部会の活動実績報告等

19 金沢大学附属病院 平成27年8月6日 未定

20 福井県立病院 平成28年3月 各部会報告、課題把握、次年度活動計画

21 山梨県立中央病院 平成28年3月 各部会活動報告　その他未定

22 信州大学医学部附属病院 平成27年7月29日 ・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会報告
・各部会からの報告及び今後の予定
・長野県その他関連団体からの連絡、協議事項

23 岐阜大学医学部附属病院 平成28年3月 未定

24 静岡県立静岡がんセンター 未定 未定

25 愛知県がんセンター中央病院 平成27年7月29日 国協議会の内容伝達、部会活動報告、協議会組織再編等

26 三重大学医学部附属病院 夏頃 前年度の各部会の報告など

冬頃 来年度に向けた動きなど

27 滋賀県立成人病センター 平成27年8月 東近江医療圏の地域がん診療病院の推薦に係るグループ指定につい
て

平成27年12月 地域がん診療病院の推薦について　滋賀県がん医療フォーラムについ
て

平成28年3月 ＰＤＣＡサイクル確保に関する情報共有及び相互評価について

28 京都大学医学部附属病院 平成27年７～８月 未定

29 京都府立医科大学附属病院 平成27年７～８月 未定

30 大阪府立成人病センター 平成27年7月8日 各部会、各2次医療圏がん医療ネットワークからの活動報告

平成28年3月中旬頃 各部会、各2次医療圏がん医療ネットワークからの活動報告

がん診療連携協議会の現在の体制について
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No 施設 開催予定日 主な議題

31 兵庫県立がんセンター 平成27年4月16日(木) 兵庫県のがん対策、協議会幹事会各部会の平成26年度活動報告・平
成27年度計画、がん患者医科歯科連携、小児がん拠点病院関連、そ
の他

32 奈良県立医科大学附属病院 平成27年7月13日 第8回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会報告
PDCAサイクルの確保と実施調査について
パス担当医の現状について

H28年2月 分科会活動報告
各拠点病院の診療情報等について
PEACE緩和ケア研修会開催スケジュールについて

33 和歌山県立医科大学附属病院 平成27年7月14日 ・国協議会結果報告
・県協議会平成26年度取組結果報告及び平成27年度取組予定
・県協議会所属医療機関平成26年度取組結果報告及び平成27年度取
組予定

34 鳥取大学医学部附属病院 平成27年7月29日 がん診療連携協議会・各部会の情報共有、PDCAサイクルの確認、次
年度の緩和ケア研修会日程調整等

平成28年1月18日 がん診療連携協議会・各部会の情報共有、がん登録データの報告、が
んフォーラム開催報告及び次年度日程調整等

35 島根大学医学部附属病院 平成28年3月 各部会の活動報告及び今後の予定、島根県がん対策予算の概要につ
いて

36 岡山大学病院 平成27年8月3日 県・事務局・作業部会からの報告、その他、協議事項

37 広島大学病院 平成27年7月22日 県内がん診療連携拠点病院におけるＰＤＣＡサイクル

12月 （詳細未定）

38 山口大学医学部附属病院 平成27年5月11日 平成26年度の活動状況と平成27年度の取組について

39 徳島大学病院 平成27年10月頃 がん診療連携状況および地域連携パスの運用について

40 香川大学医学部附属病院 平成27年8月5日 未定（現在各施設に議題を募集中）

41 四国がんセンター 平成27年4月23日 幹事会
・平成27年度幹事会委員の紹介
・今年度役員会、専門部会の会員について
・年間スケジュールについて
・愛媛県がん診療連携拠点病院相互訪問調査について（報告）
・平成28年度地域医療介護総合確保基金事業の要望調査について
・各専門部会より連絡事項について
・その他

平成27年7月25日 役員会
・今年度役員、幹事及び専門部会員について
・年間スケジュールについて
・その他幹事会で協議された事項

平成27年7月25日 専門部会
・各専門部会の年次活動方針及び企画について周知および活動に関
する審議　・その他

平成27年7月25日 報告会（役員会・専門部会報告）
・役員会および各専門部会決定事項、活動に関する事項の報告
・その他連絡事項

平成27年10月15日 幹事会
・各専門部会の活動について
・次年度計画案（各会開催日の決定）　・その他

平成27年12月5日 専門部会
・各専門部会の活動に関する審議
・次年度計画案について　・その他

平成27年12月5日 報告会（専門部会報告）
・各専門部会活動に関する事項の報告
・その他連絡事項

42 高知大学医学部附属病院 平成28年1月～3月 高知がん診療連携協議会の取組について

平成28年1月～3月 高知がん対策基本計画の進捗状況について

43 九州がんセンター 平成27年9月 国協議会報告、各専門部会の現状報告、県からの連絡

平成28年2月 各専門部会の現状報告、県からの連絡

44 九州大学病院 平成27年9月 国協議会報告、各専門部会の現状報告、県からの連絡

平成28年2月 各専門部会の現状報告、県からの連絡

45 佐賀大学医学部附属病院 未定 クリティカルパス活用状況、がん登録分析及び評価、連絡協議会各部
会からの報告、研修実績報告、緩和ケア研修会報告、PDCAサイクル

46 長崎大学病院 平成27年6月6日 PDCAサイクルについて

平成27年10月26日 PDCAサイクルについて

平成27年11月9日 PDCAサイクルについて



No 施設 開催予定日 主な議題

47 熊本大学医学部附属病院 平成27年8月下旬頃 ・平成27年度部会活動計画進捗状況報告
・熊本県がんPDCAサイクルについて
・連絡協議会及び各部会の会議報告
・その他　熊本県からの報告事項　等

平成28年3月下旬頃 ・平成27年度部会活動報告
・平成28年度部会活動計画
・連絡協議会各部会の会議報告
・その他　熊本県からの報告事項　等

48 大分大学医学部附属病院 10月上旬 活動状況と今後の活動について

49 宮崎大学医学部附属病院 平成27年12月
～平成28年1月

各部会報告、その他

50 鹿児島大学病院 平成27年9月4日 がん診療の地域医療連携について

各部門の研修体制の強化について

51 琉球大学医学部附属病院 平成27年8月7日 沖縄県がん対策推進計画の中間評価の基本方針・評価指標の選定に
ついて

平成27年11月13日または20日 沖縄県がん対策推進計画の中間評価の評価指標の結果の解釈につい
て

平成28年2月20日 沖縄県がん対策推進計画の中間評価報告書について
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3． 現在貴都道府県で設置しているがん診療連携協議会の部会
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1 北海道がんセンター ○ ○ ○
相談・情報部会実務者会議 ○ ○ ○ ○
がん登録部会 ○ ○
診療支援部会 ○ ○ 医師派遣調整

地域連携クリティカルパス部会 ○ ○
研修部会 ○ ○

2 青森県立中央病院 ○ ○
院内がん登録部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○

3 岩手医科大学附属病院 ○ ○ ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○ ○
がん相談支援部会 ○ ○ ○ ○
がん化学療法WG ○ ○

4 宮城県立がんセンター ○ ○
がん登録部会 ○ ○
化学療法部会 ○ ○
放射線治療部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○
地域連携パス部会 ○ ○
口腔ケア部会 ○ ○

5 東北大学病院 ○ ○ ○
放射線治療部会 ○ ○
緩和ケア医療部会 ○ ○ ○
がん登録部会 ○ ○
地域連携パス部会 ○ ○
患者相談部会 ○ ○ ○
口腔ケア部会 ○ ○

6 秋田大学医学部附属病院 〇 ○
緩和ケア・教育研修部会 〇 ○ ○
がん地域連携クリティカルパス部会 〇 ○
がん患者相談部会 〇 ○ ○
臨床試験部会 〇 ○ ○
医科歯科連携部会 ○ ○

7 山形県立中央病院 ○ ○
研修教育部会 ○ ○
地域連携パス部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○
がん患者相談室部会 ○ ○

8 福島県立医科大学附属病院 ○ ○ ○
緩和ｹｱ部会 ○ ○
研修教育部会 ○ ○
がん登録部会 ○ ○
相談支援部会 ○ ○

9 茨城県立中央病院 ○ ○
相談支援部会 ○ ○ ○
がん登録部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○
放射線治療部会 ○ ○ 放射線治療の連携

10 栃木県立がんセンター ○ ○ ○
相談支援部会 ○ ○ ○
がん登録部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○

11 群馬大学医学部附属病院 ○ ○

情報提供・相談支援部会 ○ ○ ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○ ○

看護部会（看護連絡会） ○ ○ ○

がん登録部会 ○ ○ ○
12 埼玉県立がんセンター ○ ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

緩和ケア部会

研修教育部会

がん登録部会

看護部会

臨床研究部会

1
5
1
1
0

1
1
1
1

0
2
1
2

1

がん診療連携協議会の現在の体制について

地域連携パス部会
特に決めていない。
進行役は都道府県拠点
病院が担っている。

1

相談支援作業部会 ３

各拠点病院等の看護部
長による組織

2
1

1

1

地域連携・研修部会 1

地域連携部会 1

研修部会 1

1
2
0

がん登録部会 1

患者相談部会 3

化学療法部会 市民公開講座 3

1
2
1
3
2
3

2
6
3
3
7
6

がん登録部会 1

4
1
0
１
0

2
１

1
0
0

1
1（ＷＧ）

2（担当者会）

１（ｷｯｸｵﾌﾐｰﾃｨﾝｸﾞ）

施設No 部会名

部会長*1 分野*2

開催回数
(H26.1〜12)

地域連携パス作成・運用委員会 2

がん登録部会 1

相談・情報部会 1

1
2
0

（未記入）
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13 千葉県がんセンター ○
○

○ ○
○ ○

○
○

14 がん研究会有明病院 ○ ○ ○
15 東京都立駒込病院 ○ ○

○ ○ ○
○ ○
○ ○

16 神奈川県立がんセンター ○ ○ ○
○ ○

○ ○
○ ○

17 新潟県立がんセンター ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○

18 富山県立中央病院 ○ ○ ○
○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○

19 金沢大学附属病院 研修・連携部会 ○ ○ ○ ○ ○ ○
がん登録部会 ○ ○

20 福井県立病院 ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○ ○

21 山梨県立中央病院 ○ ○
教育研修部会 ○ ○ ○
相談支援部会 ○ ○
緩和ケア部会 ○ ○
地域連携パス部会 ○ ○

22 信州大学医学部附属病院 ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○

○ ○

23 岐阜大学医学部附属病院 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○

24 静岡県立静岡がんセンター ○ ○
25 愛知県がんセンター中央病院 ○ ○

○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○
○ ○
○ ○

26 三重大学医学部附属病院 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

27 滋賀県立成人病センター ○ ○ ○
○ ○

○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○
28 京都大学医学部附属病院 ○ ○

○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

No 施設 部会名

部会長*1 分野*2

開催回数
(H26.1〜12)

研修調整部会

クリパス部会

PDCAサイクル部会

医科・歯科連携部会

拠点看護部長会議

0

がん登録推進部会

診療支援部会

0
0
1
3
3

がん情報専門部会

患者相談専門部会

教育研修専門部会

3
1
2
0

3

がん相談支援部会

緩和ケア部会

1
1
1
2
2
1

2
0

医療療の質・安全

教育研修部会

地域連携部会

がん登録部会

研修部会

情報・連携部会

会⻑⾧長が指名（合議）

会⻑⾧長が指名（合議）

1
1

1

0

がん登録部会

緩和ケア部会

研修教育部会
※必要に応じて開催

1

院内がん登録部会

研修部会

がん登録部会

相談支援部会

クリティカルパス部会

緩和ケア部会

1
2
1
1

がん登録部会

クリティカルパス部会

相談・情報部会

評価・改善部会 PDCA

部会 　１
実務担当者会２回連携促進委員会

２回部会 　１
担当者連絡会２回２回

院内がん登録専門部会

相談支援専門部会

緩和医療専門部会

地域連携クリティカルパス・臓器別腫瘍専門部会

PDCAサイクル専門部会

（未定）

（未定）

（未定）

（未定）

（未定）

相談支援部会

緩和ケア部会

研修部会

外来化学療法部会

地域連携部会

相談支援部会

2

院内がん登録部会

０

院内がん登録部会

相談支援部会

地域連携クリニカルパス部会

看護部会

緩和ケア部会

PDCAサイクル推進検討部会

3
3

看護

緩和ケア推進部会

医師の派遣調整

緩和医療専門部会

がん登録部会

1

情報調査連携部会

緩和ケア部会

1
2

６

がん登録部会

1

連携パス専門部会

2

相談支援センター担当者会議

会⻑⾧長が指名（合議） 1

0
3
1

教育研修専門部会 （未定） 2

研修部会 1回

０

情報連携部会

2

相談支援部会 2
院内がん登録部会

緩和ケア部会

地域連携クリティカルパス部会

1
1
1

研修教育部会

０

1

1

１
０

PDCAサイクル

2
2
2
1

1

３
０

3

1

2

2
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29 京都府立医科大学附属病院 ○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

30 大阪府立成人病センター ○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○
○ ○

31 兵庫県立がんセンター ○ ○
○ ○ ○
○ ○

○ ○
○ ○

32 奈良県立医科大学附属病院 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

33 和歌山県立医科大学附属病院 ○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

34 鳥取大学医学部附属病院 ○ ○
35 島根大学医学部附属病院 ○ ○

○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

36 岡山大学病院 ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

37 広島大学病院 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

38 山口大学医学部附属病院

39 徳島大学病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○
40 香川大学医学部附属病院 ○ ○

○ ○
○ ○

研修・教育部会 ○ ○
情報・広報部会 ○ ○
緩和医療部会 ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○

○ ○
41 四国がんセンター ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○

42 高知大学医学部附属病院 ○ ○ ○

○ ○
43 九州がんセンター ○ ○

○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○

44 九州大学病院 ○ ○
○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○

45 佐賀大学医学部附属病院 ○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○

No 施設 部会名

部会長*1 分野*2

開催回数
(H26.1〜12)

特においていないがん登録 1

がん登録専門部会

地域連携・情報専門部会

緩和ケア専門部会

九州⼤大学病院担当
九州がんセンター担当

九州がんセンター担当

2
1

H27.5部会設置 ０

研修 特においていない

情報提供・相談支援 特においていない

クリティカルパス 特においていない

研修・教育専門部会

1

がん地域連携専門部会

臨床研究部会

2
1

高知がん診療連携協議会情報提
供・相談支援部会

2

九州⼤大学病院担当 3

1

4

研修・教育専門部会

2
診療連携部会

情報提供・相談支援部会

緩和ケア部会

１

4
2

徳島県がん診療連携協議会

1

2

情報提供・相談支援部会

がん登録部会

がん相談部会

がん診療部会

2
4
1

がん登録部会

地域連携部会

なし

がん登録部会

情報・連係部会

がん登録部会

緩和ケア部会

がん地域連携パス部会

県指定拠点病院
県健康福祉部参事

相談支援部会

緩和ケア部会

研修部会

外来化学療法部会

６

地域連携部会

３
０
１
０
０

院内がん登録部会

4

地域連携クリティカルパス部会

がん登録・情報提供部会

緩和ケア部会

研修・教育部会

2
2
2
2
2

相談支援センター部会

小児・ＡＹＡ部会 ⼩小児がん拠点病院

０
相談支援分科会

院内がん登録分科会

パス分科会

多地点Webカンファレンス

１
１
２
０

緩和ケア分科会

化学療法分科会

県指定拠点病院 4

6

２
２
１

がん相談支援部会

緩和ケア部会

がん看護部会 がん看護

１
１
３
2
５

化学療法部会

緩和ケア・研修教育部会

地域連携・相談支援部会

化学療療法の均てん化

１
地域連携部会

研修教育部会

放射線治療部会

院内がん登録部会 1

地域連携パス専門部会

院内がん登録部会

在宅緩和ケア専門部会

相談支援部会

がん専門相談員実務者連絡会(仮）

1
1
1
1
1
1
2

1
1
1

緩和ケア専門部会

がん相談支援専門部会

がん登録専門部会

がんの集学的治療専門部会

緩和ケア病棟を有する医療療機
関の院⻑⾧長 2

2
2
2

地域連携・パス部会

高知がん診療連携協議会がん登録部会 3

がん登録専門部会 九州⼤大学病院担当

地域連携・情報専門部会 九州がんセンター担当

緩和ケア専門部会 九州がんセンター担当

2
1
０

九州⼤大学病院担当 3

１
４
3
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46 長崎大学病院 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

47 熊本大学医学部附属病院 ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○

48 大分大学医学部附属病院 ○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

49 宮崎大学医学部附属病院 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○
50 鹿児島大学病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

がん相談部門 ○ ○ ○
51 琉球大学医学部附属病院 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○
○ ○

○ ○

No 施設 部会名

部会長*1 分野*2

開催回数
(H26.1〜12)

４

4

2

相談支援部会

０

1

院内がん登録専門部会

四部門合同研修会

1がん登録WG

化学療法部会

放射線療法部会

２
１

化学療法WG

緩和医療WG

相談支援WG

研修・研究WG

放射線治療WG

地域連携パスWG

がん診断部会

1
1
3
1
2
3

２緩和ケア部会

４
3
０

1
研修専門部会 1

相談支援・情報連携部会

がん登録部会

がん看護臨床実務研修WG

がん登録専門部会

1
1
１

緩和医療専門部会

地域連携クリティカルパス専門部会

情報提供・相談支援専門部会

クリニカルパス専門部会

がん診療評価専門部会

医師派遣専門部会

1

0

0

院内がん登録部門会 2

普及啓発部会

緩和ケア部会

教育庁との連携 ３
４拠点病院外の委員

相談支援専門部会

拠点病院外の委員

緩和ケア部門会

３
6
4

データ分析・政策提⾔言 4

研修部会

がん登録部会

地域ネットワーク部会

がん政策部会

２
２



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

①

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 地域がん診療病院の指定がない。 なし

2 青森県立中央病院 なし なし

3 岩手医科大学附属病院 現在岩手県では、グループ指定が該当していないた
め、特に取り組んでいることはありません。

なし

4 宮城県立がんセンター みやぎ県南中核病院で対応できないがん種につい
て紹介を受けている。手術難易度が高い症例につい
ては、当院より医師を派遣し対応している。緩和ケア
や相談支援、地域連携など多角的に連携を行ってい
る。

なし

5 東北大学病院 ・県内及び東北地方における放射線治療、化学療法
の標準化の整備、専門医を配置している。
・大学病院の教育機能を活かした人材育成・教育を
行っている。
・がん診療に携わる診療科から、常勤・非常勤医師
を派遣している。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・「秋田県がん診療連携協議会」と県が設置する「秋
田県がん診療機能強化検討会」とを合同で開催し、
各拠点病院等の診療機能や診療提供体制について
意見調整を行い、グループ指定の対象となる病院の
立地や交通アクセス、圏域の患者の受療動向、これ
までの連携実績などを総合的に勘案し指定の組み
合わせを決定した。
・県から国への指定推薦に当たって、秋田県がん診
療連携協議会長名でグループ指定の組み合わせに
ついての意見書を提出した。

なし

7 山形県立中央病院 なし なし

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 なし なし

10 栃木県立がんセンター なし なし

11 群馬大学医学部附属病院 当県において、グループ指定を受ける医療機関が無
いため、特に行っていません。

なし

12 埼玉県立がんセンター なし なし

13 千葉県がんセンター 今年度、拠点病院空白の山武長生夷隅医療圏に地
域がん診療病院指定を予定していたが、グループ指
定先の当院が拠点病院指定の更新をされなかった
ため、実現しなかった。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

上記については現在、東京都福祉保健局が調整等
を行い、都道府県がん診療連携拠点病院としては必
要により情報提供及び意見交換を行っている。

なし

16 神奈川県立がんセンター 神奈川県はグループ指定なし なし

17 新潟県立がんセンター 現時点でグループ指定していない。 （未記入）

18 富山県立中央病院 なし なし

19 金沢大学附属病院 なし なし

20 福井県立病院 当県では、地域がん診療病院に指定されている病
院がございません。

なし

21 山梨県立中央病院 山梨県の東山梨地区において、がん診療連携拠点
病院がないこと、また、山梨県がん診療連携拠点病
院である当院には、精神科入院病床がなく、精神疾
患のあるがん患者の治療において連携して対応す
る必要があったことから、精神科入院病床を保有す
る病院とグループ指定を行った。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・地域がん診療病院とがん診療連携拠点病院とのグ
ループ指定については、申請予定など該当のある場
合は、協議会の場で関係者から状況を報告していた
だき、グループ内の役割分担や指定の組合せを確
認している。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 なし なし

24 静岡県立静岡がんセンター 静岡県では、県庁が中心となって地域がん診療病院
の候補となる病院を選定しているところであり、当院
は必要に応じて助言を行っている。候補が決定次
第、グループ指定とすべき拠点病院及び役割分担
について明確にしていきたいと考えている。

なし

地域がん診療病院とがん診療連携拠点病院とのグループ指定における、地域性に応じたグループ内での役割
分担を明確にした上でのグループ指定の組み合わせを決定すること



No 施設 取り組み 課題

25 愛知県がんセンター中央病院 なし なし

26 三重大学医学部附属病院 設定されていない なし

27 滋賀県立成人病センター 空白の２次医療圏解消のため、グループ化による地
域がん診療病院を目指す病院からの相談に応じて、
診療機能等に関する助言等を行っている。

なし

28 京都大学医学部附属病院 グループ指定の組み合わせについては、京都府庁
が各地域がん診療病院の希望を取りまとめ、都道府
県がん診療連携拠点病院である京都府立医科大学
附属病院や当院とのマッチングを実施している。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 京都府庁が、各地域がん診療病院にグループ指定
の希望を取りまとめ、都道府県がん診療連携拠点病
院の２病院とのマッチングを実施。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府には８つの二次医療圏があり、各二次医療
圏毎にがん医療ネットワーク協議会を開催し、地域
の実情に応じた診療体制・役割分担が話し合わせて
いる。すべてのネットワーク協議会に大阪府および
大阪府立成人病センターも参加し、地域の実情に合
わせつつ、大阪府全体として地域格差が生じず、医
療内容が均てん化されるように助言を行っている。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・本県では、すべての２次医療圏に国指定がん診療
連携拠点病院を整備している。一方、地域がん診療
病院の指定を受けている病院はなく、本県独自にが
ん診療連携拠点病院を指定する制度(組織図のB､C
参照)を運用していることから、今後も指定を受ける
予定はない。

地域がん診療病院と、県指定がん診療連携拠点病
院(組織図のB､C参照)の整合性など

32 奈良県立医科大学附属病院 なし なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 なし （未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 該当無し なし

35 島根大学医学部附属病院 島根県の場合はがん診療連携協議会は各病院の
院長が集まり、その他県の行政が参加し、マスコミに
も解放、患者さんもオブザーバーとして参加できる会
です。協議をするというよりは各部会での活動を広
報する場になっています。またがん診療連携協議会
終了後に参加病院長が患者代表の意見を聞き、そ
れにこたえるという会も実施している関係上、時間の
制約が大きく、議論がふかまらない。そのため、平成
26年度からがん診療連携病院で、実務を行っている
医師等で構成するがん診療部会を立ち上げた。

他県のがん診療連携はどのような場で話し合われて
いるのか、うまくいっている県の方の話を伺いたい。

36 岡山大学病院 全がんに対する病理診断体制全般の協力 （未記入）

37 広島大学病院 （広島県内には地域がん診療病院に指定された施
設はありません）

なし

38 山口大学医学部附属病院 拠点病院及びグループ指定病院における部位別の
対応診療科，連携体制及び内容を記載した一覧表
を作成し，役割分担を明確化し連携している。
さらに，拠点病院で開催される多様な癌腫のキャン
サーボード，セミナー，緩和ケア事例検討会等に参
加する体制を構築し，診療連携や各種情報の収集・
提供等を行っている。
これらの取り組みにより,拠点病院のない地域におけ
るがん医療の質的向上を図るため、集学的治療を
提供している。

なし

39 徳島大学病院 徳島県内の医療圏は東部・南部・西部に大別される
が、西部医療圏が拠点病院未設置の「空白医療圏」
となっていたため、グループ指定より高度がん診療
へのアクセスを確保し、「空白医療圏」縮小の目標を
設けていた。
　西部医療圏の徳島県立三好病院は、地域がん診
療拠点病院である徳島県立中央病院をグループ指
定の組み合わせとすると地域がん診療病院の指定
要件を満たすため、徳島県立中央病院との連携を
確保することにより地域がん診療病院への新規指定
についての申請を行い、平成27年4月より地域がん
診療病院に指定された。今後もがん診療拠点病院と
のグループ指定により、地域がん診療病院の指定
要件を継続して充足するとともに、過疎化地域にお
ける地域がん診療病院としての使命を果たせるよ
う、診療の質向上に努めていく方針である。

なし

40 香川大学医学部附属病院 なし なし



No 施設 取り組み 課題

41 四国がんセンター 空白圏域の2圏域（宇摩圏域、八幡浜・大洲圏域）で
がん診療病院の候補となる施設に訪問調査を行っ
た(H26/8/18,H26/9/1,H26/9/29)。
調査訪問者：愛媛県保健福祉部医療対策課（主幹、
係長）、四国がんセンター（院長、副院長、事務部
長、看護部長）、愛媛大学医学部腫瘍内科（教授）、
宇摩圏域の場合は隣接する新居浜圏域の住友別子
病院（副院長、事務部課長）
調査対象病院：HITO病院、四国中央病院、市立八
幡浜病院
方法：拠点病院の指定要件の項目について自己評
価資料を提出、訪問により、質疑応答、各施設の設
備・人員体制について実地確認した。
結果：がん診療病院の指定には訪問3病院とも前向
きであるが、それぞれに課題があった。今後は地域
医療構想の中でがん診療病院の指定についても議
論することとし、それまでは愛媛県のがん診療連携
協議会への参加で情報を共有することが望ましいと
判断した。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 該当なし。 なし

43 九州がんセンター なし なし

44 九州大学病院 なし なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし （未記入）

46 長崎大学病院 なし なし

47 熊本大学医学部附属病院 グループ指定については、地域がん診療病院の指
定に関する希望があった場合は、当協議会と熊本県
が所掌する「熊本県がん診療連携拠点病院等推薦
検討委員会」と協議の上、地域性に応じた組み合わ
せを決定することとしている。（平成27年6月時点で
は熊本県内の地域がん診療病院の指定希望はな
し。）

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 なし なし

49 宮崎大学医学部附属病院 協議会の開催と各部会の定例開催を行い各施設間
での連携強化を図っている。

なし

50 鹿児島大学病院 なし なし

51 琉球大学医学部附属病院 沖縄県がん診療連携協議会にて協議を重ね、グ
ループ指定の組み合わせを決定した。
　具体的には、平成25年度第4回幹事会（2014年1
月）にて問題提起を行い、第4回協議会にて協議を
開始した。その後、平成26年度第1回協議会でも議
論を行い、最終的に第2回協議会（2014年8月）で全
会一致で決定を行った。
　県拠点病院として、琉球大学病院がんセンターが
中心となって、拠点病院と診療病院（候補）の意見聴
取と調整を複数回行い、そのための会議を主催し
て、きめ細かい対応を行った。

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

②

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 相談・情報部会にて、相談支援の内容別実績、地域
連携クリティカルパス活用実績数、患者サロン運営
実績、相談員の研修実績を年度毎に共有している。
相談・情報部会のワーキンググループとして実務者
会議として先駆的実践報告や勉強会を持ち回りで年
４回開催している。また、北海道がん相談支援実務
者研修会を年２回開催している。

なし

2 青森県立中央病院 クリティカルパス、院内がん登録、相談支援の実績
について、県の協議会や下部部会において、各病院
の診療実績を報告、共有している。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○各拠点病院の担当医に対し、運用実績に関する
アンケートを実施した。
○「パスの見直し意見交換会」、「乳がんパス勉強
会」を行った。

なし

4 宮城県立がんセンター 当院相談員3名が国立がん研究センター『認定がん
専門相談員』の認定申請を行うため、定められた教
育・研修を履修する。国立がんセンターが認定がん
専門相談員として示している「科学的根拠とがん専
門相談員の実践に基づく信頼できる情報提供を行う
ことによって、その人らしい生活や治療選択ができる
ように相談者を支援すること」ができる能力を身につ
け、さらにがん患者の療養生活の質の向上につなが
るような支援ができる。

なし

5 東北大学病院 がん診療提供体制検討委員会を設置し、各部会に
おいて診療実績等を共有している。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・2007年から開始された院内がん登録データを都道
府県がん診療連携拠点病院に集積し、県協議会とし
て秋田県全体および施設別に様々な角度からデー
タ解析を行い、これを報告書にまとめ、各拠点病院
および行政に配布し情報を共有した。なお、2014年
度は2007-2013年症例全体をまとめて解析した報告
書を作成し、これを共有した。
・2007年症例を対象に、施設別部位別5年相対生存
率を算出し、秋田県がん診療連携協議会内の資料
として情報を共有した。なお、一般公開は行っていな
い。
・協議会では、各病院における地域連携クリティカル
パスの活用実績や相談支援の内容別実績、がん患
者の療養生活の質の向上に向けた取組状況等を情
報共有し、さらなるがん医療の向上に努めている。

なし

7 山形県立中央病院 地域連携クリティカルパスの使用件数を毎月調査
し、共有している。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 地域医療連携手帳（クリティカルパス）について：症
例数を一覧表にまとめている。年1～2回、福島県が
ん診療連携協議会地域連携部及びワーキンググ
ループを開催して情報交換している。

なし

9 茨城県立中央病院 国に提出した各拠点病院の現況報告書の診療実績
や各拠点病院等に対して地域連携クリティカルパス
の活用実績や地域の医療機関との紹介・逆紹介の
実績、相談支援の内容別実績、がん患者の療養生
活の質の向上に向けた取組状況などのアンケート調
査を行い，その結果をまとめた資料を協議会で配布
し，共有を図っている。

なし

10 栃木県立がんセンター ・がん診療連携協議会だけでなく、地域連携・研修部
会、相談支援部会、がん登録部会、緩和ケア部会の
各部会においても、地域連携パスの活用実績や相
談支援に関する実績、がん患者の療養生活の質の
向上に向けた取組状況等について、協議会参加施
設が自施設の状況を発表したり情報交換を行ったり
することで情報の共有化を図っている。

・国立がん研究センターがん対策情報センターがん
政策科学研究部 患者体験調査事務局より依頼の
あった「がん対策の進捗管理指標の測定のための
患者体験調査」に都道府県がん診療連携拠点病院
として協力した（当センター対応患者分アンケート調
査用紙を2015年1月21日に当センターより発送し
た）。

なし

都道府県内のがん診療連携拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院の診療実績等を共有すること



No 施設 取り組み 課題

11 群馬大学医学部附属病院 がん診療連携協議会及び各部会にて、主に下記の
項目について情報共有し、自施設の改善等に役立
てている。

・がん診療連携協議会：「がん診療体制の質に関す
る調査」（水流班）に協力し、がん診療体制の問題を
把握する（今後PDCAサイクル部会を設置し、独立さ
せる予定）
・地域連携パス部会：地域連携クリティカルパスの活
用実績、運用方法
・情報提供・相談支援部会：他医療施設での取り組
み等について
・がん登録部会：生存率の解析

なし

12 埼玉県立がんセンター 院内では地域連携・相談支援センター運営委員会を
通して共有している。
地域連携クリティカルパスの活用実績と相談支援の
内容別実績については、埼玉県がん診療連携協議
会でも報告・共有している。

なし

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会で共有してい
る。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

協議会及び各専門部会において必要に応じ情報共
有を図っております。たとえば、地域連携クリティカ
ルパスの実績については、クリティカルパス部会連
携促進委員会において、調査を行い集計結果を共
有しています。

なし

16 神奈川県立がんセンター 相談支援部会で相談件数のカウントに関するワーキ
ンググループを組織し、相談件数の分析上の課題を
あげ、解決にむけて検討しているところである。

相談支援部会で検討する事柄が多く、連携上の課
題について十分に話し合う機会がもてない現状があ
る。

17 新潟県立がんセンター 〇専門的治療の紹介と地域医療機関との連携、取
り組みについて年１回「地域医療連携学術講演会」
を開催し共有している。
〇依頼患者のカンファレンスへの参加ばかりではな
く、入院患者の療養生活の把握のために、カンファレ
ンスへ参加している。

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・がん登録の結果を取りまとめ、地域拠点病院に配
布している。
・各部会でそれぞれ関連する実績をとりまとめ、情報
共有している。

なし

19 金沢大学附属病院 ・石川県がん診療連携協議会研修・連携部会におい
て県内のがん拠点病院等の地域連携クリティカルパ
スの運用実績を報告している。
・がん患者の相談支援の実績について　Ｈ25年度は
約2,600件、Ｈ26年度は約3,300件で増加傾向が続い
ている。約6割が退院調整、次に経済的支援策
・受診や入院方法・緩和ケア・治療に関する相談と続
く。件数が多い相談内容の傾向は毎年変わらない。

なし

20 福井県立病院 ・がん相談員ワーキンググループを設け、がん相談
実績等の情報を共有している。
・がん地域連携クリニカルパスワーキンググループ
を設け、パスの使用実績を共有するとともに、地域
医療機関向けにパス運用の研修会を行っている。
・がん患者の県内医療機関受け入れ状況アンケート
調査を実施し、調査結果については、医師会・拠点
病院等で情報共有している。

なし

21 山梨県立中央病院 ・山梨県がん診療連携拠点病院連絡協議会の各部
会において、実務者の交流を図り、診療実績等の報
告や情報共有を行っている。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・診療実績等の情報共有については、長野県がん診
療連携協議会　情報連携部会で、がん地域連携クリ
ティカルパスの運用状況の報告、セカンドオピニオン
外来の実施状況の報告、がん患者会との意見交換
会等を行っている。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 ・岐阜地域医療連携室実務者連絡会「れんげ会」へ
５大がんの集計結果を報告し地域関係者との情報
交換を行った。
・県内の各がん診療連携拠点病院におけるパスの
運用状況を確認し，岐阜県がん診療連携拠点病院
協議会・連携パス専門部会で報告した。
・がん療養サポートパスを連携パス専門部会及び緩
和医療専門部会が共同して作成し、その運用、集計
を行った。
・パス運用患者の受診情報を各医療機関に連絡し、
モニタリングを行い情報を共有している。

なし



No 施設 取り組み 課題

24 静岡県立静岡がんセンター 静岡がんセンターでは、県疾病対策課と連携をはか
りながら、地域がん診療連携拠点病院等から提出さ
れた手術件数、放射線治療件数、薬物療法件数、病
病連携・病診受入件数、相談支援センター相談件
数、院内がん登録数等に関して、県協議会の中で、
各病院ごとのデータ比較・検討や改善に向けての提
案等を実施している。
また、情報共有のツールとして、県協議会のホーム
ページも運営している。
なお、地域連携クリティカルパスについては、がんセ
ンター、沼津市立病院、順天堂大学静岡病院及び静
岡医療センターが共同で運用しており、他の拠点病
院については、県庁を通じて、パスの名称、対象疾
患、登録医療機関数、適応した患者数等の情報を収
集している。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・相談支援の内容別実績については、愛知県がん診
療連携協議会の下部組織である「相談支援部会」
や、相談支援センター会議において、病院間で情報
共有している。
・院内がん登録数や手術件数、化学療法件数などの
主な診療実績については、件数の算定の仕方を統
一し、一覧にして愛知県協議会で共有するとともに、
愛知県と連携して公表する予定である。
・地域連携クリティカルパスの運用実績については、
毎年各病院に照会をかけ、運用状況を集約し一覧
にして、愛知県がん診療連携協議会の下部組織で
ある「地域連携クリティカルパス部会」等で共有して
いる。

なし

26 三重大学医学部附属病院 拠点病院だけでなく推進病院の申請時や現況調査
も含めた状況において、提出している内容を共有し
あうことで、各施設の状況把握と共有から始めた。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会地域連携部会および相
談支援部会において、上記情報共有を行っている。

クリティカルパスの質についての検討が急がれる。

28 京都大学医学部附属病院 当院がんセンターでは、がん種別のがん診療ユニッ
ト制を導入しており、ユニットカンファレンスなどを通
じて情報を共有している。患者の治療方針の決定、
複数科の連携を要する患者の治療方針決定および
経過報告をしている。
また、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指
針」に基づき、京都府内の地域がん診療連携拠点病
院や連携病院、医療関係機関とで構成されている、
京都府がん医療戦略推進会議で協議をしている。定
期的に会議を開催しており、各構成員間での意思統
一・情報共有を進めている。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 合同カンファレンスなどを通じ、情報を共有してい
る。患者の治療方針の決定、複数科の連携を要する
患者の治療方針決定および経過報告をしている。ま
た、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」
に基づき、京都府内の地域がん診療連携拠点病院
や連携病院、医療関係機関とで構成されている、京
都府がん医療戦略推進会議で協議をしている。定期
的に会議を開催しており、各構成員間での意思統
一・情報共有を進めている。

なし

30 大阪府立成人病センター ・府下がん拠点病院のがん診療実績全般について
は、WEB「大阪がん情報提供コーナー」（情報提供：
大阪府立成人病センター）や、WEB「大阪がんええナ
ビ」（大阪がんええナビ制作委員会）にて一般公開さ
れ、診療実績の共有がなされている。
・がん地域連携パス（がんパス）の活用実績につい
ては、府下国指定および府指定がん拠点病院に対
して半年間の実績についてアンケート調査を行い、
年2回ずつ開催している大阪府がん診療連携協議会
及びがん地域連携パス部会（がんパス部会）にて報
告することで、がん拠点病院の実績情報を共有して
いる。さらにがんパス運用に関わる実務上の問題・
課題点を抽出して、2次医療圏がん拠点代表施設か
らなるがん地域連携パス促進会議を年2回開催し、
その対策や討議内容の情報を共有している。
・相談支援の内容実績については、WEB「大阪がん
ええナビ：相談支援」（大阪がんええナビ制作委員
会）により国指定がん拠点病院の実績が一般公開さ
れている。なお、府指定は相談支援に関わる人員配
置情報などのみ一般公開されている。

なし



No 施設 取り組み 課題

31 兵庫県立がんセンター ・平成２７年度から県内すべての国指定・県指定が
ん診療連携拠点病院の診療体制や
　診療実績等の現況を兵庫県のＨＰで公開してい
る。
・近隣の二次医療圏の医師会、拠点病院、行政を含
むがん医療連携協議会で、診療実
　績、がん相談や地域連携クリティカルパスの活用
実績や地域の医療機関との紹介・
　逆紹介の実績、相談支援の内容別実績等を情報
提供している。
・26年度の相談支援センターの相談件数は合計
2544件で、内容別実績は次のとおり
　①一般的ながん医療の相談：789件　②地域医療
施設に関する情報：76件
　③セカンドオピニオンが可能な施設情報：76件　④
療養上の相談：1018件
　⑤緩和ケア：76件　⑥ホスピス病院の情報：51件
⑦在宅移行：51件
　⑧医療費関係：76件　⑨社会福祉制度関係：76件
⑩就労支援：24件
・がん患者の療養生活の質向上に向けて、長期療養
者等就職支援モデル事業を実施。
・がん地域連携パスは５大がんに加え、子宮体が
ん、前立腺がんのパスの運用も行っ
　ており、運用開始当初(H22）から26年度までの全
導入件数は690件で、内訳は胃
　(ESD含む)231件、大腸145件、肺97件、肝7件、乳
181件、子宮2件、前立腺27件
　である。連携医療機関は紹介元医療機関やかかり
つけ医に依頼しているため、地域
　連携パスの登録医も449施設に増加している。
・地域連携パスの実績はがん診療連携協議会で毎
年報告し、同協議会のHPで公開

・がん地域連携パスの全国での進捗状況と今後の
展望。電子化など情報共有の方策。
　がんパス開始後5年が経過しており、がん種別毎
の地域連携パスの内容の見直し、
　簡略化など。
・相談支援センターと緩和ケアセンターの住み分け
について。今後苦痛のスクリーニ
　ングとその対応が進めば、相談支援センターへの
一部のカテゴリーの相談が減る。
　診断時のつらさ、意思決定支援等は今後緩和ケア
センターの仕事として、相談支援
　センターはこれに協力すると明記した方がよい。少
人員で合理的に対応できる。

32 奈良県立医科大学附属病院 患者数、診療件数、地域連携クリティカルパス運用
数、相談件数については、奈良県がん診療連携協
議会で共有している。
相談支援の内容別実績については毎月相談方法・
相談者・患者の年代・性別、がん種、相談内容、対
応内容別について統計し、緩和ケアセンター・腫瘍セ
ンターなど関連する部門に提供している。
療養生活の質の向上に向けて、相談内容により担
当医や看護師など患者支援する他職種との連携強
化として、カルテ内に相談や対応内容を記載、また
は直接情報交換　診察などに同席するなど支援を実
施している。

・冊子の提供や図書の利用案内、書類の扱いなどい
わゆる簡単な相談や問い合わせ事例は、相談者情
報が取得など詳細把握が困難であり、相談件数とし
て計上困難である。
医療情報の取得や医師との相談を希望する事例で
は、常時連携できる担当者がいないので、相談者の
要望に対処できない。

33 和歌山県立医科大学附属病院 和歌山県がん診療連携協議会及び各部会におい
て、協議会所属医療機関の診療実績及び質の高い
がん医療提供に向けた取組状況を集約し、情報共
有・交換を行っている。

（未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 地域連携パスの活用実績や地域医療機関の紹介、
相談支援内容の実績については、年１回以上実施し
ているがん診療連携拠点会議にて共有をはかって
いる。
　がん患者の療養生活の質の向上に向けた取り組
みとして、月１回の研修会を開催、がん患者の支援
に関わる医療・福祉・介護職が参加し、疼痛コント
ロールやQOLの向上など身体的、精神的、経済的な
観点から療養生活の質の向上を目指すべく研鑽に
励んでいる。

なし

35 島根大学医学部附属病院 前述のがん診療部会を中心に情報収集・交換を行う
ため各病院での担当者が決定したところですが、実
際にはまだ機能していない。

なし

36 岡山大学病院 地域連携クリティカルパスの算定実績の調査
相談支援の内容別実績の調査
「岡山県がんサポートガイド」を作成し患者に配布し
た。

地域連携クリティカルパスの実績向上のための取組
についてご教示願いたい。

37 広島大学病院 広島県がん診療連携協議会や各部会の機会を通じ
て，地域連携クリティカルパス，院内がん登録及び
相談支援の実績等に関して情報提供している。

なし



No 施設 取り組み 課題

38 山口大学医学部附属病院 山口県がん診療連携拠点病院として、県内の各拠
点病院及び行政との情報交換のため、山口県がん
診療連携協議会を開催して、院内がん登録、がん相
談支援、緩和医療提供体制等について報告を行っ
ている。
また、山口県がん診療連携協議会実務担当者会議
を開催し、各拠点病院の実務者レベルで、さらに詳
細な実績報告等を行い、連携強化を促進している。
年３～4回の頻度で山口県がん相談支援センター協
議会を開催し、相談支援センター同士の情報共有を
行っている。

がん相談の質の向上を目的とした事例検討の実施
や、相談支援をどのように評価していくかが課題と
なっている。

39 徳島大学病院 県内の各がん診療連携拠点病院間での情報共有の
ため、定期的に「徳島県がん診療連携協議会」およ
び各部会を開催している。
　「がん診療連携協議会診療連携部会」(年1回開催)
では、各病院から各種がんに対する地域連携クリ
ティカルパス (以下、連携パス) の使用実績等を報告
し、連携パスのさらなる啓発・普及やより良い地域連
携に向けての対応策などについての協議を行ってい
る。連携パスの活用にあたり、連携先の調整が必要
な場合はがん相談支援センターが介入し、調整して
いる。
　「がん診療連携協議会情報提供・相談支援部会」
(年1回開催) では、がん患者に対する情報提供やが
ん相談支援に関する各病院の対応について報告す
るとともに、がん患者のQOL向上に向けた取り組み
について協議を行っている。

なし

40 香川大学医学部附属病院 香川県がん診療連携協議会のホームページにおい
ては、協議会事務局に情報提供していただき、拠点
病院の研修会のお知らせ、セカンドオピニオン体制、
地域の療養情報、がん患者会情報、地域連携クリ
ティカルパス、在宅緩和ケアパスの情報共有してい
るが、その実績等についても検討し共有する予定に
している。しかし、拠点病院間の数値を横並びに
ホームページ上に掲載することにより、ネガティブな
差別化を助長するのではないかとの意見もあり、慎
重に協議する予定にしている。

なし

41 四国がんセンター 協議会のホームページ（http://www.shikoku-
cc.go.jp/conference/）を設けて情報を共有し、分科
会議事録を公開している。
連携パスの協力医療機関はがん診療連携協議会加
盟13施設で共同登録としている（協力医療機関リス
トを公開している（http://www.shikoku-
cc.go.jp/conference/subcommittee/region/purpose
/medicallist/）、事務局は四国がんセンター）。
また連携パスの運用実績を同HP上で公開している
（http://www.shikoku-
cc.go.jp/conference/subcommittee/region/activity/
running/）。
地域の療養情報は「がんサポートブック愛媛」として
相談支援部会分科会ページに公開している
（http://www.shikoku-
cc.go.jp/conference/subcommittee/support/activity
/booklet/）。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 高知がん診療連携協議会情報提供・相談支援部会
を設立し、拠点病院間の情報交換等を行うとともに、
相談支援担当者の集まる「高知県地域医療連携ネッ
トワーク会」に参加し、情報発信に努めている

なし

43 九州がんセンター ①患者数・診療件数の状況（現況報告書のデータ）、
②セカンドオピニオン実施件数、③がんの地域連携
クリティカルパスの運用状況を情報集約して、県内
拠点病院にフィードバックし、福岡県のＨＰにより広
報している。

なし

44 九州大学病院 福岡県がん診療連携協議会を通じて、がん診療連
携拠点病院の診療実績等について、情報共有して
いる。また、福岡県のHPを通じて情報提供をしてい
る。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 クリティカルパスの活用状況。相談支援の内容別実
績。

（未記入）

46 長崎大学病院 年に1度の実務者会議で上記に関して共有してい
る。

なし



No 施設 取り組み 課題

47 熊本大学医学部附属病院 ・熊本県がん診療連携協議会相談支援・情報連携
部会を年４回開催し、県内のがん診療連携拠点病
院などの医療機関から構成される委員に対し、「が
ん種別・医療機関別の「私のカルテ」（地域連携クリ
ティカルパス）導入件数・導入推移状況」を提示し、
情報共有を行っている。

・がん診療の均てん化を図るために、県内のがん診
療連携拠点病院と500件を超える県内外の連携医療
機関と「私のカルテ」（地域連携クリティカルパス）を
使った共同診療を推進している。

　・がん地域連携クリティカルパスの評価基準及び科
学的根拠に基づいた評価指針を示してほしい。

48 大分大学医学部附属病院 地域連携クリティカルパスの活用実績について、各
拠点病院から症例数等を報告していただいている。
また地域連携クリティカルパスの運用を広げていくた
めに地域連携コーディネーターとして看護師１名を専
任で配置している。

クリティカルパスの運用拡大
がんの相談員の質の向上
相談内容のフィードバック方法

49 宮崎大学医学部附属病院 現時点では行なっていない。 （未記入）

50 鹿児島大学病院 がん相談支援では、Ｈ24年度、Ｈ26年度の活動評価
についてアンケート調査を実施した。結果、センター
間の差はあるものの、共通の目標のもと活動されて
きている。
担当者が変わっても相談支援センターの機能は維
持可能であった（質の担保）。
改善・取り組むべき重点項目が整理されつつある。
【全体の共通した取組と評価（ＰＤＣＡサイクル）】
●具体的な活動目標・項目が設定されているため、
各活動の成果が確認できる。
●県内のがん相談支援センター全体の評価も可能
になり、次期目標も明らかになる。
【新たな取り組み状況】
●院内の医局会でのＰＲや市町村の保健師訪問、
地域で開催されるケアマネの研修会等でがん相談
支援センターの周知活動の実施
●県委託で実施される「がん相談支援事業」（年３地
区開催）にその地域の相談員が出向き、センターの
概要等を紹介
●Ｈ27年度九州・沖縄フォーラムが鹿児島で開催予
定。県内のがん相談を受ける施設等に対し、がん相
談支援センターの周知状況を確認するためにアン
ケートを実施。そこで、今後のがん相談支援センター
の広報、活動の在り方について検討する予定。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 ・沖縄県がん診療連携協議会HPに、各拠点病院の
がん地域連携クリティカルパスの適用件数を掲載
し、情報を共有している。
http://www.okican.jp/detail.jsp?id=21570&menuid=6
418&funcid=1
・琉球大学医学部附属病院がんセンターHPに、各拠
点病院のがん地域連携クリティカルパスの適用件数
を掲載し、情報を共有している。
http://www.ryukyucc.jp/docter/

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

③

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 就労支援の提供に関しては、地域がん診療連携拠
点病院のほか、北海道がん診療連携指定病院等に
設置されている相談支援センターと年４回の実務者
会議やメーリングリストで相談支援に対する連携協
力体制を構築し、施設別症例検索システムによる稀
少がん等の治療実績検索による情報提供や社会保
険労務士等による就労支援相談の対応を行ってい
る。

なし

2 青森県立中央病院 県内各医療機関の相談員による相談支援体制の検
討の場を設けている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 各拠点病院の相談支援センターの相談員とは、常に
メールで意見交換が行える体制作りをしている。

なし

4 宮城県立がんセンター 宮城県がん診療連携協議会患者相談部会の下部
組織であるがん相談実務者会議
（出席者：がん診療連携拠点病院８機関、自治体病
院１０機関、宮城県がん総合支援センター、東北大
学病院がんセンター先進包括的がん医療推進室、
宮城県がん対策班）を４回／年実施している。会の
リーダーとして会の企画運営を行い、都道府県がん
診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援
部会、宮城県がん診療連携協議会患者相談部会の
報告、施設間・相談員どうしの連携、顔の見える関
係作りについて検討している。

なし

5 東北大学病院 宮城県がん診療連携協議会患者相談部会へ相談
員が参加。またその下部組織としての「がん相談実
務者会議」を開催（宮城県の県がん診療連携拠点病
院である当院と県立がんセンターの2病院が協同で
運営）。国指定のがん相談支援センター、都道府県
指定のがん相談支援センター、他がん相談窓口を
有する施設の相談員の相談支援に係る知識、技術
の向上及び、相談員間の交流・連携を図ること、地
域への情報提供及び教育活動に参画することを目
的としている。
　さらに今年度は、指針に基づき相談支援に携わる
者に対する継続的かつ系統的な研修（且つそれは
『認定がん専門相談員』の認定に必要な研修として
申請可能な研修にもなるよう考慮）を提供するため、
宮城県がん診療連携協議会患者相談部会がん専門
相談員研修を開催しており、その運営にがん相談実
務者研修会WGのメンバーとして携わっている。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・秋田県がん診療連携拠点病院（当院）：１、秋田県
の地域がん診療連携拠点病院：５、秋田県の地域が
ん診療病院：３、秋田県がん診療連携推進病院：２
の合計１１病院で連携し、相互に支援を行っている。
・がん地域連携クリティカルパスの一覧を作成・共有
している。
・秋田県内において、がん相談員担当者会を年2回
開催し、協議会の報告・連絡、問題点や課題等につ
いて検討を行っている。この担当者会には、国立が
ん研究センター及び県担当者にも同席を依頼し、参
加いただいている。

なし

7 山形県立中央病院 なし 連携協力体制がうまくできている都道府県の事例を
お聞きしたい。

8 福島県立医科大学附属病院 ・施設別がん登録件数検索システムの共有の取り組
み
　検索システムの利用を拠点病院間で共有し、相談
業務に生かしている。
・「がん相談員研修」を開催し、がん相談員の役割に
ついて理解を深めている。
　拠点病院以外のがんに関わる相談員の参加もあ
り、県全体の連携体制づくりをしている。

なし

9 茨城県立中央病院 協議会及び相談支援部会で検討を行っている。 なし

10 栃木県立がんセンター 相談支援部会において、協議会参加施設の各施設
における相談事例について共有・検討を行うほか、
意見交換を行うことで相談員どおしの交流を深め、
顔の見える連携協力体制を構築するとともに、相談
員の相談支援能力の向上に努めている。

なし

当該都道府県におけるがん診療及び相談支援の提供における連携協力体制について検討すること



No 施設 取り組み 課題

11 群馬大学医学部附属病院 ・情報提供・相談支援部会メンバーの一部医療機関
の代表者で、年間の研修計画を立案している。
・各医療機関で苦慮している点を情報提供・相談支
援部会で議題として検討する場を設けている。
・医療機関向けの相談窓口として電話対応等を実施
し、連携協力体制を構築している。

なし

12 埼玉県立がんセンター 相談支援作業部会で各拠点病院、指定病院の病院
情報を一覧にし定期的に更新・共有している。
県内の病院や近県から診療情報についての情報収
集を行い、拠点病院等からの問い合わせに対して随
時情報提供を行っている。
相談支援作業部会で就労支援についての研修会を
実施したり、当センターでの就労支援についての取
り組みを報告・共有している。
都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会　情報
提供・相談支援部会での情報を相談支援作業部会
にて情報提供・共有している。

なし

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会で検討してい
る。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

東京都がん診療連携協議会及び各専門部会を設置
し、それぞれ連携協力体制について検討する場とし
ている。

なし

16 神奈川県立がんセンター 相談支援部会において、課題別にワーキンググルー
プを組織して活動している。教育企画ワーキンググ
ループが中心になって、神奈川県がん相談員対象
の研修会を年４回企画運営する体制をとっている。
緩和ケア病棟の情報や各拠点病院におけるセカンド
オピニオンの体制に関する情報を相談支援部会で
情報共有している。
県内の在宅支援診療所、訪問看護ステーションなど
の地域医療資源の情報を、各地域拠点病院、神奈
川県がん診療連携指定病院の協力を得て、神奈川
県立がんセンターＨＰに一元的にアップし、情報共有
する方策を進めている。

なし

17 新潟県立がんセンター 〇地域医療機関から紹介された患者のスムーズな
診療のための意見を聞く機会を設け、情報提供書の
見直しを行い簡潔な内容とし、地域医療機関医師の
診療中の負担を連減することによりスムーズな診療
に努めている。
〇地域医療機関からの専門的な治療・転院・逆紹介
のための情報提供や検討を行っている。

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・相談支援部会で検討している。 なし

19 金沢大学附属病院 ・相談支援の提供における連携協力体制について
がん相談実務者が情報共有、症例検討等を行うこと
を目的とし年２回『石川県がん診療連携協議会　研
修・連携部会　相談支援担当者連絡会』を開催して
いる。
・相談支援における系統的な研修開催について　Ｈ
25年度から年１回『石川県がん相談研修会』を開催
している。対象者を拠点病院のみならずがん診療を
行う病院でがん相談を行う者等とし、県全体の相談
支援力向上を目指している。

なし

20 福井県立病院 ・福井県統一がん地域連携パス（胃がん、胃がん
TS-1、大腸がん、大腸がん補助化学療法、肺がん
(ⅠA期)、肺がん(野口AB)、乳がん、肝がん、胃がん
ESD）の運用
・がん相談ワーキンググループを設け、がん相談に
関わる問題点の協議、研修等を行っている。

なし

21 山梨県立中央病院 年3回、4拠点病院と相談支援部会を開催している。
今年度は、相談員の質の担保に着眼し、国立がん
研究センターがん対策情報センターや社会労務士、
ハローワークと連携し、「がんと共に生き・がんと共に
働く　~がんになっても安心して暮らせる社会をつくる
ために~」を開催予定。また、就労に対する企業側の
調査も4拠点病院で連携し、進めている。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・長野県がん診療連携協議会　情報連携部会の下
に「がん相談実務者会議」を設けている。
・がん相談実務者間の情報連携の強化を企図し、平
成27年度から実務者会議を定期的に開催し、がん
診療や相談支援に係る現状や好事例の共有、研修
会の企画と実施、療養情報の収集（パンフレットの構
成検討含む）等に取り組み始めた。

なし



No 施設 取り組み 課題

23 岐阜大学医学部附属病院 ・県内の病院でがん相談に携わる者を対象に岐阜
県がん相談員研修会を企画し，岐阜県がん診療連
携拠点病院協議会，患者相談専門部会が主催とし
て開催した。
・相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体
との連携協力体制構築の取り組みとして、協同によ
るセミナー等の開催や患者団体が開催する研修会
への医師の講演等の協力をしている。
・がん診療連携拠点病院の相談員に対する実務者
会を2回／年開催し、相談員の抱える問題の共有や
講師を招いて研修会を開催した。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 協議会メンバーの病院から、連携に必要な各部門の
担当者情報を提供いただき、各医療機関で共有し、
各医療機関の医師不在等による診療体制の減少情
報を周知するなど、スムースな患者紹介の連携に役
立てている。
また、相談支援における連携についても、協議会メ
ンバーの病院に設置されている相談支援部門の担
当者を招集し、意見交換等を行っており、昨年度は、
平成27年1月27日に相談支援センター担当者情報
交換会を開催した。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・愛知県がん診療連携協議会の下部組織である「相
談支援部会」において、各拠点病院の検査・治療
データの収集、情報発信・情報共有のためのメーリ
ングリストの構築、指導者研修修了者による県内相
談員向けの研修会を開催するなど、連携協力体制
がとれている。

なし

26 三重大学医学部附属病院 三重県がん診療連携協議会がん相談支援部会を年
3回開催している。参加者は、国拠点、県拠点、県相
談支援センター、県健康づくり課である。部会では、
昨年度に指導者研修を終了した部会員が中心と
なって毎年がん相談員研修を開催している。また、
部会員が、周知、就労、サロンの３つのグループに
分かれそれぞれのテーマに沿って県内で活動・連携
している。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会診療支援部会および相
談支援部会において、上記検討を行うとともに、相談
支援部会にがん相談支援ワーキンググループ（以下
WG)を設置し、相談員通しの情報共有や資質向上に
努めている。

丁寧にプランを立てれば立てるほど、人員体制の充
足が必要となる。

28 京都大学医学部附属病院 当院では、がん相談支援センターを設置し、患者か
らの相談に対応している。
府内の相談支援の提供における連携協力体制につ
いては、がん診療連携拠点病院等で構成する「京都
府がん医療戦略推進会議　相談支援部会」におい
て、以下の取り組みを行っている。
1.相談の質の均てん化を目的に，２７年３月に「がん
相談員のための相談支援マニュアル」を作成した。
2.相談員指導者研修を受講した相談員を中心に，研
修会を実施した。
3.上記1・2実施のために，病院代表者からなるワー
キンググループ等で検討し，相談支援部会で協議し
た。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 ○相談の質の均てん化を目的に，２７年３月に「がん
相談員のための相談支援マニュアル」を作成した。
○相談員指導者研修を受講した相談員を中心に，
研修会を実施した。
上記実施のために，病院代表者からなるワーキング
グループ等で検討し，相談支援部会で協議した。

なし

30 大阪府立成人病センター ・大阪府国指定および府指定がん拠点病院からなる
年３回の相談支援センター運営会議や年2回の部会
を開催して業務実績などについてお互いの情報共
有を行い、さらに主に相談員らによるグループワーク
や研修を行って、施設間の連携協力体制の構築を
図っている。
・さらに大阪府下２次医療圏単位のがん拠点病院間
の密な連携を図るために、各2次医療圏でがん診療
連携ネットワーク協議会を年2回開催し、がん診療及
びがん情報提供・相談支援部門の状況について情
報交換や共有に努め、連携協力体制の構築の推進
を行っている。

なし



No 施設 取り組み 課題

31 兵庫県立がんセンター ・がん診療連携協議会において連携協力体制を構
築している。
・がん診療連携協議会・幹事会の中の情報連携部
会の下部組織として、がん相談支援センター実務者
会議を開催（国指定・県指定拠点病院、拠点病院に
準じる病院((組織図のA､B､C参照)が参加)。実務者
同士の顔の見える関係づくりと情報共有や連携強化
を図っている。また、相談技術のスキルアップを目的
とした事例検討会なども実施している。
・メーリングリストを整備し、情報共有しやすい環境
づくりを行っている。

・国指定・県指定拠点病院が増えると、必然的に活
動に対する足並みがそろいにくい。国指定・県指定
に関わらず、積極的に活動するところはあるが、が
ん相談のニーズが高まることに他の業務との兼ね合
いから好意的に受け止めていない病院や国立がん
センター主催の研修のうち、インセンティブがないも
のへの参加要請が難しいなど、病院によって考え方
の違いや取り組みについて温度差があるため、都道
府県の拠点病院の負担が非常に大きい。

32 奈良県立医科大学附属病院 相談支援の提供に関して
　年4回（定期）の相談支援分科会には、相談支援セ
ンター、患者サロンを開催している県保健所（3機関）
担当者が集まり、センターの運用に関することなど協
議している。
　相談支援センター・サロンなど周知などを目的とし
て、当施設がチラシ等を作成し、他の拠点病院。支
援病院にも提供している。

会議の招集や準備など負担に感じることがある。
施設ごとに状況が異なることで、体制強化が困難と
感じる。

33 和歌山県立医科大学附属病院 　県協議会地域連携・相談支援部会において、協議
会所属医療機関間の連携協力体制について検討・
協議を実施している。また、平成27年度からはメーリ
ングリストを活用した情報共有・意見交換を実施する
予定。

（未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 ・拠点病院のがん専門相談員間でメーリングリストを
作成し、適宜がん相談に関する連絡事項や情報共
有を行っている。
・年2回程度、拠点病院のがん専門相談員を対象に
した情報交換会を行い、がん相談件数や最近の動
向、事例検討を実施している。
・鳥取県がん診療連携協議会において、県拠点の代
表者が国の情報提供・相談支援部会の報告を行うと
共に、県内がん専門相談員の情報交換会の内容も
報告・提案している。

なし

35 島根大学医学部附属病院 相談支援は、がん対策推進協議会の相談支援部会
を通して県内の連携協力体制がとられていて、当院
のがん患者・家族サポートセンターが中心となり取り
組んでいる。

他の領域に比べれば県内の一体感はある。しかし、
まだ大いなる改善の余地がある。

36 岡山大学病院 がん診療連携協議会の作業部会である、がん相談
支援部会にて、県内の各拠点病院、推進病院、地域
がん診療病院の相談支援業務に関する報告と今後
の取組について情報共有を行っている。

（未記入）

37 広島大学病院 広島県がん診療連携協議会 情報提供・相談支援部
会（名称変更前：意見交換会）を年3回実施し，県内
がん診療連携拠点病院（県指定を含む）と広島県，１
患者団体での意見交換やネットワークづくりを行って
いる。
　また，広島市内5病院での情報交換会を月１回開
催して情報交換や情報収集を行い，市民講演会の
開催，在宅医療調査，広島医療圏がん診療に関わ
る情報の広報活動（広島医療ネットワークや相談支
援センターの広報）を行っている。

なし

38 山口大学医学部附属病院 患者が希望するがん診療が、県内どこでも受けれる
ように、連携室間のネットワークによる連携体制が構
築されている。

就労支援における産業保健分野との連携が課題と
なっている。どのように連携していけばよいか検討し
ている。

39 徳島大学病院 「がん診療連携協議会情報提供・相談支援部会」(年
1回開催) では、がん患者を対象とした各種情報提
供の現況やがん相談支援に関する各拠点病院の取
り組みについて報告・情報共有を行うとともに、がん
患者向けホームページの充実など、今後取り組むべ
き事項や内容について協議している。
　さらに、がん相談支援にあたる実務者で構成され
たワーキンググループを定期的に開催し、国立がん
研究センターでの指導者フォローアップ研修への参
加、がん相談支援員のスキルアップを目的とした研
修会の実施、がん患者向けの医療情報冊子・療養
冊子の作成などについて協議し、がん相談支援員の
質向上に向けた取り組みを継続的に行っている。

なし

40 香川大学医学部附属病院 がん相談支援センターでがん専門相談員としてがん
相談支援にあたる実務者で情報共有や連携にあた
る「香川県がん診療連携協議会 相談支援部会 実
務者連絡会」を設置予定である。

なし



No 施設 取り組み 課題

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会の傘下組織である、が
ん相談支援専門部会会員でワーキンググループを
立ち上げ、その中で随時、症例検討されている。そし
て、ワーキンググループの議事はがん相談専門部
会会員に還元されている。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 高知がん診療連携協議会情報提供・相談支援部会
を設立し、拠点病院間の情報交換等を行うとともに、
相談支援に関する研修会を拠点病院等以外の医療
機関にも参加していただき実施している

他県等における連携状況、研修内容を知りたい

43 九州がんセンター がん相談支援センター相談員連絡会議を年２回開
催し、必要な情報共有と連携の強化を図っている。
また、がん専門相談員のスキルアップを目的とした
研修会を平成２６年度より開始した。

なし

44 九州大学病院 県拠点病院を中心に、以下の方を対象に、研修会を
行う予定である。
・福岡ブロックでがん診療を行い、がん相談窓口が
ある病院の相談担当者
・保健所の相談員
・福岡ブロックのがん診療連携拠点病院のがん専門
相談員

また、福岡県のがん拠点病院の相談員のレベルアッ
プを目的とした研修会や、福岡ブロックのがん診療
連携拠点病院間の連携を図るための事例検討会な
ども予定している。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院  県内４か所のがん相談支援センターで年４回連絡
会を行い、県内の情報共有や意見交換を行ってい
る。
　また、年１回地域のがん患者にかかわる各職種を
含めて研修会を開催している。

（未記入）

46 長崎大学病院 １）県内のがん診療連携拠点病院ならびに長崎県指
定がん診療連携推進病院の相談支援実務者のメー
リングリストを立ち上げて、情報共有、情報交換がで
きるようにしている。
２）毎年、相談支援実務者WGで研修会、勉強会を開
催している。

１）各拠点病院におけるがん相談支援の困難症例、
良好症例、新たな取り組みを報告して共有できるシ
ステム（たとえば、インシデント・アクシデントレポート
システムのような）が構築できないか？

47 熊本大学医学部附属病院 ・県内のがん専門相談員の連携体制構築を目的とし
て平成24年度に熊本県がん診療連携協議会相談支
援・情報連携部会の下に「がん専門相談員ワーキン
ググループ」を設置し、毎年４回程度開催している。

・県内のがん専門相談員が協力し、情報共有、がん
専門相談員向け研修会企画立案、患者向け情報提
供冊子編纂、広報周知企画立案などを行っている。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 がん相談支援センターの実務者で年に３回情報交
換会を開催している。地域の医療福祉機関の関係
者を対象とした講演会を年１回開催している。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 ・がん診療連携拠点病院連絡協議会を２回/年行
なっていたが、今年度より相談支援専門部会を立ち
上げた。本院が事務局となり、定期的な活動を行な
うことを計画している。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 平成２4年に相談支援部門会を設置し、年に2回部門
会を開催している。部門会では、がん相談員が主体
的に活動できるように、担当を決め企画・運営を行っ
ている。部門会の内容としては、連携協議会での報
告、県内の相談支援センターの取り組み、報告、ス
キルを高めるために事例検討会など実施している。
そして、また、今年度はＨ27年11月28日に九州・沖
縄フォーラムを企画しているため、全相談員が実行
員として参加する予定である。そうすることで、縦の
連携、横のつながりも深められ、顔の見える関係づく
りが出来、相談しやすい関係が出来ると考える。しか
し、まだ指定病院については、業務分担が確立でき
ず、運用自体も十分行えていない施設もあり今後の
検討課題であると考える。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 ・相談支援部会を開催し、相談支援に関し県単位で
取り組むことを協議の上、事業計画を立て、各施設
の委員の役割分担を決めて遂行している。
・県拠点として、その事務局を兼ね、部会委員として
も担っている。

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）



No 施設 取り組み 課題

53 国がん東病院 ・国立がん研究センターがん対策情報センター主催
の都道府県指導者研修修了者（千葉県がんセン
ター・東京歯科大学市川総合病院・当院）の3者が企
画・運営を行う形で、千葉県がん診療連携拠点病院
相談員連絡会を開催している。
・開催頻度は年2回、県内のがん診療連携拠点病院
および協力病院より約30名の出席者を維持してい
る。

なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

④

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 地域連携クリティカルパスの実績H26年度は別紙参
照

なし

2 青森県立中央病院 　がん地域連携パスについては運用開始後４年が
経過し、一部のパスの内容について修正が望ましい
との意見が寄せられていることから、関係者による
ワーキンググループ等により、見直し作業をすすめ
ている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○5大がんのクリティカルパスを作成し、県内の拠点
病院に対し説明会を行い配布した。
○地域の関連医療機関に対し、前立腺がんパスを
作成し、説明会の後に運用している。
○岩手県がん診療連携協議会ホームページに地域
連携クリティカルパスの一覧を掲載している。また、
地域連携クリティカルパスの連携医療機関登録表の
様式をダウンロードすることも可能としている。

順調に運用しているパスがある一方で、対象患者が
見つからず実績のないがん種がある。

4 宮城県立がんセンター なし なし

5 東北大学病院 23年10月から、県内全域で使用できる5大がん統一
パスの運用を開始した。
26年度から前立腺がんのパスを開始し、実施件数も
伸びていることから、仙台医療センター、大崎市民病
院及び石巻赤十字病院からパスの利用の申し出が
あり今後運用予定。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・がん地域連携パスとして、①肺がん、②胃がん、③
肝がん、④大腸がん、⑤乳がん術後、⑥食道がん化
学放射線治療後、⑦前立腺がん術後パスを作成し、
県内共通のパスとしている。
これらのパスは、秋田県がん診療連携協議会の
ホームページ及びあきたハートフルネット（県医師会
が設置したネットワーク）に一覧を掲載している。引
き続き、現在、皮膚がんの地域連携パスを作成中で
ある。
・秋田大学医学部附属病院（都道府県がん診療連
携拠点病院；当院）では、県内共通のがん地域連携
パスの他に、食道がん術後地域連携クリティカルパ
スを作成し連携医療機関との間で共有している。

課題：地域連携パスの有用性をはっきりと示すこと
ができない状況が続いており、普及が遅れている。

7 山形県立中央病院 地域連携パス部会で、パスを作成し共有している。
随時様式の見直しもおこなっている。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 地域医療連携手帳（クリティカルパス）は福島県の各
拠点病院でそれぞれの手帳を作成し運用している。
当福島医大は胃がん、胃がん内視鏡、肺がん、肝臓
がん、大腸がん、乳がん、前立腺がんの7つの手帳
を作成し、地域の医療機関と連携し運用している。
前立腺がんにおいては、福島県全域で使用できるよ
うになっており運用件数はほかのがん種のなかで一
番多い。また、手帳症例数をまとめ、年1回～2回が
ん診療連携協議会地域連携部及びワーキンググ
ループを開催し情報交換等を行っている。

他県でクリティカルパスがどのように運用されている
のかわからないので教えてほしい。

9 茨城県立中央病院 相談支援部会で各拠点病院の地域連携クリティカル
パスの活用状況について調査を行い，資料にまとめ
て配布している。

なし

10 栃木県立がんセンター 県内における地域連携クリティカルパスの適用件数
を増加させるため、地域連携・研修部会において、
適用可能な症例については積極的に適用するよう
呼びかけるとともに、ＨＰ「がん情報とちぎ」に地域連
携クリティカルパスに関するページを設け、パスに関
する取り組みやパスを掲載し周知に努めている。

なし

11 群馬大学医学部附属病院 がん地域連携クリティカルパスは県内統一版を作成
し、不定期ではあるが各がん種別にパス部会を開催
し、改善を行っている。また、各病院ごとの運用件数
を定期的に調査し、がん診療連携協議会で報告して
いる。
また、昨年度は、がん地域連携クリティカルパスに携
わる事務部門の流れをアンケート調査した。今後は
事務部門を集めたパス部会を開催し、体制について
話し合う事を検討している。

なし

当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院が作成している地域
連携クリティカルパスの一覧を作成・共有すること



No 施設 取り組み 課題

12 埼玉県立がんセンター 当センターはホームページに掲載している。
他施設からの問い合わせに対応、情報提供してい
る。

なし

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会で作成・共有し
ている。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

東京都は、５大がん、前立腺がん、ＰＳＡ及び緩和ケ
アの共通医療連携パス(医療連携手帳）を作成して
います。
また施設基準届け出にあたっての東京都内の連携
先病院の施設一覧のとりまとめを東京都医師会の
協力を得、クリティカルパス部会で作成しています。
拠点病院等における医療連携手帳の運用や使用実
績件数などの情報共有、意見交換を行う場として、ク
リティカルパス部会連携促進委員会を設置しており、
年2回程度開催しています。

なし

16 神奈川県立がんセンター ５大がんについては、県内共通の「神奈川県医療連
携手帳」を作成済み。神奈川県がん診療連携協議
会地域連携クリティカルパス部会の下部組織として、
平成26年度に実務者ＷＧを立上げ、主にメーリング
会議で、「神奈川県医療連携手帳」及び各施設の独
自パスの運用状況の実態を把握し、情報を共有して
いる。

なし

17 新潟県立がんセンター 〇新潟県がん診療連携協議会、情報連携部会の依
頼により新潟県統一がん地域連携パスを作成、修
正するワーキンググループを立ち上げている。
〇当院は乳がんのワーキンググループ事務局を担
当している。
〇作成したクリティカルパスは部会から新潟県医師
会へ依頼し、県医師会のホームページに公開してい
る。

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・クリティカルパス部会で県内統一したパスを作成・
共有している。

なし

19 金沢大学附属病院 石川県で統一した5大がん（胃・肺・大腸・乳腺・肝
臓）の地域連携クリニカルパスを作成し運用してい
る。

なし

20 福井県立病院 ・福井県統一がん地域連携パス（胃がん、胃がん
TS-1、大腸がん、大腸がん補助化学療法、肺がん
(ⅠA期)、肺がん(野口AB)、乳がん、肝がん、胃がん
ESD）の運用

なし

21 山梨県立中央病院 「医療者連携パス手帳」を作成（胃がん）し、医療者
間で医療情報のやり取りを的確に行うことのできる
よう検討している。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・設問②に同じ（長野県がん診療連携協議会　情報
連携部会で、県内の地域連携クリティカルパスの一
覧を提示し、共有している）。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 ・岐阜県がん患者支援情報提供サイト「ぎふがん
ねっと」を通して，「５大がん地域連携パス」の周知を
図るようにした。
・「岐阜県がん地域連携パス」のリーフレットを県内
各医療機関への配布を目的として作成した。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 地域連携クリティカルパスの一覧を作成し、現況調
査時に併せて更新している。
当院では、近隣の拠点病院等と共通の地域連携クリ
ティカルパスを作成し、運用している。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・地域連携クリティカルパスについては、５大がんの
種別ごとに愛知県統一として作成し、愛知県がん診
療連携協議会の下部組織である地域連携クリティカ
ルパス部会のホームページに一覧を掲載している。
・部会の下部組織としてがん種別のＷＧ及びコー
ディネーター会を設置し、定期的に活動しパスの見
直しや情報共有をし、活動内容は部会で報告され
る。

なし

26 三重大学医学部附属病院 2010年に県内がん拠点病院が中心となり、5大がん
については県下統一パスを作成した。現在もこれを
運用・使用している状況であり、共有できている。今
後、現状パスの推進及び、新しい種類のパス作成な
ども検討していく予定。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会地域連携部会に５大が
ん地域連携パスWG、前立腺がん地域連携パスWG
および緩和ケア地域連携パスWGを設置し、上記取
り組みを行っている。

クリティカルパスの一覧を作成し実行（共有）すること
は全県的に可能となったが、その質の確保が課題と
なっている。



No 施設 取り組み 課題

28 京都大学医学部附属病院 当院では、地域連携室を中心に情報を共有してい
る。府内における地域連携クリティカルパスの作成、
共有については、がん診療連携拠点病院等で構成
する「京都府がん医療戦略推進会議　地域連携部
会」において、以下の取り組みを行っている。
1.がんに係る地域連携クリティカルパス「地域連携手
帳（京都府統一版）」を運用している。
2.緩和ケア地域連携手帳について、府内周知を図
り、病院と在宅をつなぐツールを充実させるよう努め
ている。

また、京都府のホームページにおいても５大がん（胃
がん、肺がん、大腸がん、乳がん、肝がん）及び前
立腺がん（術後・放射線治療後）の地域連携手帳の
様式が公開されている。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 がん診療連携拠点病院等で構成する「京都府がん
医療戦略推進会議　地域連携部会」において、がん
に係る地域連携クリティカルパス「地域連携手帳（京
都府統一版）」を運用している。京都府のホームペー
ジにおいても５大がん（胃がん、肺がん、大腸がん、
乳がん、肝がん）及び前立腺がん（術後・放射線治
療後）の地域連携手帳の様式が公開されている。
　また、緩和ケア地域連携手帳について、府内周知
を図り、病院と在宅をつなぐツールを充実させるよう
努めている。

なし

30 大阪府立成人病センター ・がんパスの活用実績については、府下国指定およ
び府指定がん拠点病院に対して半年毎にアンケート
調査を行い、年2回ずつ開催している大阪府がん診
療連携協議会及びがん地域連携パス部会（がんパ
ス部会）にて、実績件数やパス脱落状況の一覧を作
成し共有できるようにしている。
・がんパス運用に関わる実務・運営上の問題・課題
点について、主に2次医療圏がん拠点代表施設のが
んパス実務者（主に医療連携室、医事課、看護師な
ど）を対象としてがん地域連携パス促進会議を年2回
開催し、その対策や討議を行って情報共有できるよ
うにしている。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・平成22年10月に兵庫県の統一パスを策定して、近
隣の医師会や、院内での説明会を開催し、パスの運
用の推進してきた。
・今後の地域完結型医療の推進や、在宅医療の推
進、医療と介護の連携構築のためにも、地域連携が
ますます重要になってきている。パスは地域におけ
るかかりつけ医との顔の見える関係構築のきっかけ
づくりとしても有用であることから、今後も推進してい
く。目標と患者情報を共有して、地域のチームでの
がん医療を推進する。
・地域連携室のパワーアップや、電カル上でのパス
候補患者の抽出システムを作成し、事務的にも推進
する。
・兵庫県立がんセンター（都道府県型の拠点病院）
のHPで、がんパスのすべての資料を掲載し、患者家
族や県民、連携医、他の医療関係者等への意識の
醸成を図る。

・がん地域連携パスの全国での進捗状況と課題の
検討。がんパスの今後の展望
・がんパスは、現状のままではやはり煩雑。がん種
別毎の地域連携パスの内容の見直し、簡略化など
の要請あり
・電子化、情報共有の方策
・がんパス運用がうまくいつている施設での好事例
や、運用が進んでいない施設の現状も確認が必要
・地域での医療資源や意識の差、病院間の意識の
差が大きく、パス運用まで進まない。
・パスの診療報酬算定の要件（退院後30日までの申
請、初回入院のみの算定など）が厳しく、パス適応例
が増えない。
・煩雑なため、連携医や患者が希望しないことが多
い。さらなる周知が必要
・患者会からは、がんの再発時のパスや緩和ケアパ
スの要望が多いが、緩和パスは作成されていない。

32 奈良県立医科大学附属病院 地域連携クリティカルパスの一覧はＨＰで共有してい
る。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 ５大がん地域連携クリティカルパスについては、協議
会部会において作成・運用中。
　各医療機関ごとの地域連携クリティカルパスに関
する情報共有については、協議会部会にて実施して
いる。

（未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院  地域連携クリティカルパスについては、電子カルテ
上に統一様式を定めてパスを作成・共有している。
今後、連携可能病院の一覧をHPにアップするなど、
院内への周知や外部への広報活動を展開しての連
携体制のさらなる強化が必要と考えている。

なし

35 島根大学医学部附属病院 なし 地域がん診療連携パスは、県全体で話し合われて
いるが、病院間の取り組み方に大きな隔たりがあ
り、実績のあげられない拠点病院があること、また連
携パスの種類の広がりが見られないことが課題であ
る。

36 岡山大学病院 なし （未記入）



No 施設 取り組み 課題

37 広島大学病院 　広島県地域保健対策協議会の一員として，地域連
携クリティカルパスの作成・情報提供に関わってい
る。

なし

38 山口大学医学部附属病院 胃がん、大腸がん、肺がんにおいて、山口県共通の
地域連携クリィティカルパスを作成し、山口県内の各
拠点病院へ配付し活用を依頼している。

なし

39 徳島大学病院 徳島県生活習慣病管理指導協議会の各がん部会
長に依頼して県内統一の地域連携クリティカルパス
(以下、連携パス) を作成している。現在は、肺がん・
乳がん・肝がん・胃がん・大腸がん・食道がん・婦人
科がん・前立腺がんに対して実際に連携パスを運用
している。また、「治療の記録ノート」に連携パスも掲
載して作成しており、患者に配布している。「がん診
療連携協議会診療連携部会」(年1回開催) では、各
病院から連携パスの使用実績などを報告し、連携パ
スのさらなる啓発・普及に向けて今後取り組むべき
事項や内容についての協議を行っている。
　なお、徳島大学病院では「徳島大学病院がん診療
連携セミナー」を年2-3回開催し、各医療圏の医師会
を通じて開業医や医療従事者を対象に連携パスの
説明や連携先の依頼を行っている。また、患者を対
象とした講演会では「治療の記録ノート」の紹介を
行っている。

なし

40 香川大学医学部附属病院 香川県がん診療連携協議会で香川県統一地域連携
パス（肺がん、乳がん、肝がん、大腸がん（化学療法
なし）（化学療法あり）、胃がん）を作成し、運用してい
る。現在前立腺がん地域連携パスも運用準備中で
ある。

なし

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会のホームページに情報
を公開している（http://www.shikoku-
cc.go.jp/conference/subcommittee/region/activity/
cooperation/）。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 地域連携クリティカルパスをＨＰ上に公開し、現在、
県下の94病院等に連携保険医療機関として参加い
ただいている

多くの医療機関に参加いただいている割には、実際
に利用しているのは年数件である。原因のひとつと
して、紙ベースで主に手書きで医療機関内でやりとり
しなくてはならないため、手間が多すぎる。普及策と
して　どのような対処をしているか参考に知りたい

43 九州がんセンター 各種がんの地域連携クリティカルパス（私のカルテ）
を作成後に各拠点病院へ配布し、これにより県内に
おいて運用されている。
・胃がん術後連携パス（ステージⅠ）
・大腸がん術後連携パス
・肺がん術後連携パス
・肝臓がん術後連携パス
・乳がん術後連携パス
・前立腺がん術後連携パス

なし

44 九州大学病院 福岡県内で共通の地域連携クリティカルパスが作成
されており、地域連携・情報専門部会や福岡県のHP
等を通じて、情報共有している。

また、九州がんセンターを中心に、パスの運用状況
について調査を行う準備をしており、新規パスにつ
いても大腸がん（内服抗がん剤対象）のパスについ
て検討中である。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 クルティカルパスの県内標準化。 （未記入）

46 長崎大学病院 グループウェアでのパスの公開および各拠点病院
間での情報交換。

病理結果が退院後１月では揃わず、連携パスが導
入できないケースがあります。退院後３０日の縛りを
撤廃してください。



No 施設 取り組み 課題

47 熊本大学医学部附属病院 ・2013年3月に5大がんにおける県内統一の熊本県
がん診療連携クリティカルパス　「私のカルテ」（以下
「私のカルテ」という）を策定し運用開始。その後、
2011年7月婦人科がん（子宮頚癌、子宮体癌、卵巣
癌）、前立腺がん、その他のがんに対応する汎用パ
ス、緩和ケアパスを策定し運用している。継続して使
用上の意見を集約し定期的に改訂を行っている。
・アンケート調査の結果、「私のカルテ」を使って地域
の医療機関と共同診療を行うことで、通院時間や待
ち時間の短縮にもつながった等、明らかになったこと
もあり、患者さんにとって有用なツールとして評価さ
れている。
・「私のカルテ」の普及には医療圏毎に医療者向け
の説明会や一般市民向けの公開講座等を企画し周
知活動を実施。（説明会139回、市民公開講座7回）
・「私のカルテ」のガイドブックや教育用ガイドＤＶＤを
作成し、各拠点病院担当者の育成にも取組んでい
る。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、乳がんの5大
がんについては全県共通の地域連携クリティカルパ
スを作成し、連携ノートも作成し患者さんに渡してい
る。Ｈ26.5.1現在、大分県内で拠点病院と連携する医
療機関として登録しているのは244施設となってい
る。
平成２７年度は前立腺がんの地域連携クリティカル
パスを作成する予定にしている。

地域連携クリティカルパスの運用の拡大。

49 宮崎大学医学部附属病院 ①宮崎県地域連携パス（連携計画書）－肺がん－－
術後経過観察－
②宮崎県地域連携パス（連携計画書）－肺がん－－
EGFR-TKIによる内服化学療法－
③宮崎県地域連携パス（連携計画書）－胃がん－
④宮崎県地域連携パス（連携計画書）－大腸がん－
⑤宮崎県地域連携パス（連携計画書）－肝がん－
⑥宮崎県地域連携パス（連携計画書）－乳がん－
上記を県共通として作成・共有している。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 平成25年11月より鹿児島大学病院内に「私の手帳」
センターを設置し、鹿児島県内のがん診療連携クリ
ティカルパス「私の手帳」（以下：「私の手帳」）の普及
活動を行っている。「私の手帳」は鹿児島県内で統
一されたパスであり、がん種での差違はあるものの
基本的な作りは同一の為、受け手となる連携医療機
関も使用しやすくなっている。「私の手帳」の種類は５
大がん（胃・大腸・肝・肺・乳）に加え、子宮頸・子宮
体、前立腺の８種類作成し、様式は「私の手帳」セン
ターのホームページからダウンロード可能である。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 ・沖縄県がん診療連携協議会地域ネットワーク部会
で、５大がんと前立腺がんパスの作成、改訂、運用
を行い、定期的に情報共有している。
・沖縄県がん診療連携協議会HPに、がん地域連携
クリティカルパスと協力機関を掲載し、情報を共有し
ている。
http://www.okican.jp/detail.jsp?id=21570&menuid=6
418&funcid=1
・琉球大学医学部附属病院がんセンターHPに、がん
地域連携クリティカルパスのリンクを掲載し、情報を
共有している。
http://www.ryukyucc.jp/docter/

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 ・千葉県共用がん地域連携パスについては、県より
提示されたパスおよび連携医療機関一覧を用いて
運用を行っている。
・また、一部の医療機関とは、独自のパスを作成の
上、運用を実施している。

なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑤

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 北海道と全国の登録数の相違について報告してい
る。北海道庁より各地域がん診療拠点病院のデータ
を頂き5大がん+前立腺、子宮、悪性リンパ腫の集計
をしている。
集計内容：部位別の登録数の推移、施設別のステー
ジの割合分布、年齢別登録数、年齢別ステージ別登
録割合、発見経緯別登録割合（部位別）
集計時に気付いた、登録の間違えなどもあわせて報
告している。このような取り組みをすることで拠点病
院の実務者が同じスキルで登録していけるように努
力している。

なし

2 青森県立中央病院 院内がん登録を行っている医療機関の情報を取りま
とめ、院内がん登録報告書を作成、院内がん登録の
評価を行っている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 岩手県がん診療連携協議会がん登録部会の取り組
みとして、今年度より院内がん登録データの精度管
理を行っている。

なし

4 宮城県立がんセンター 「院内がん登録を使えるデータ、価値あるデータへ」
をテーマに、今年度のがん登録部会において、県内
の拠点病院の全国集計データをもとに分析・公表し
ていく予定としている。

なし

5 東北大学病院 院内がん登録の全国集計値を用い、次に示す項目
について当院と県内の拠点病院との比較を行った。

1.施設別登録数
2.上位10部位登録数
3.症例区分
4.主要5部位における病期分類

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・2007年から開始された院内がん登録データを都道
府県がん診療連携拠点病院に集積し、県協議会とし
て秋田県全体および施設別に様々な角度からデー
タ分析を行い、評価した。なお、2014年度は2007-
2013年症例全体をまとめて分析した。
・2007年症例を対象に施設別部位別5年相対生存率
を算出し、秋田県がん診療連携協議会として評価し
た

なし

7 山形県立中央病院 がん登録部会で、データの年度比較等を行ってい
る。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 全国集計データを利用し、県のがん登録部会内で全
国・県全体・県内の拠点病院の比較を行い、当県お
よび各拠点病院の状況を検討・把握している。

国がんから毎年報告されている「全国集計 集計表」
の項目を基に分析、評価をしているが、分析・評価し
た内容をどのように県が活用するのかわからず、現
在は漠然とデータ分析をしている状態である。

9 茨城県立中央病院 ○がん登録部会の資料として，院内がん登録全国
集計報告書を基に，県内拠点病院及びがん診療指
定病院の登録症例数、 受療動向、５大がんのス
テージ別治療方法等を分析した資料を作成してい
る。
○その資料作成過程で，異常なデータがみられた場
合は，当該施設のがん登録担当者問い合わせし，
定義の解釈が誤っていないか確認している。
○部会では，時間の関係上資料すべてを説明でき
ないため，各施設に対し，資料のデータを良く確認し
て，自院の診療実績等について把握するとともに，
データの質が向上するよう研修会へ参加するなどが
ん登録への理解を深めてもらうようお願いしている。

なし

10 栃木県立がんセンター 　実務者を対象として生存率計算や集計表の作成
等の具体的方法について研修を行っている。

なし

11 群馬大学医学部附属病院 全国集計結果を元に、県内拠点病院のがん患者罹
患数および病期、生存率の解析を行っている。

他県の分析方法、改善方法、またこれらを担う人材
の配置状況等を教えていただきたい。

12 埼玉県立がんセンター なし なし

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会で分析、評価等
を行っている。

（未記入）

当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行うこと



No 施設 取り組み 課題

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

東京都がん登録部会及び同部会実務担当者会にお
いて、がん登録のデータの集計結果を取りまとめた
資料を作成し提供しています。
平成２６年度の実務担当者会では、データの活用方
法についての具体的事例の紹介などを行いました。
また、がん登録の精度の向上を図るため、実務者研
修「初級継続編」「応用編」を企画開催しています。

がん登録のデータの利用状況について、参考として
事例のご紹介をお願いします

16 神奈川県立がんセンター 院内がん登録全国集計の結果の公表後に、県内の
拠点病院および県指定病院のデータを集計・グラフ
化し、神奈川県がん診療連携拠点病院がん登録部
会に資料として提出。各施設より自施設データの特
徴と解説をお願いしている。
拠点病院および県指定病院以外の施設に関しては
集計等は行っていない。

他府県との比較評価も県の人口比や拠点病院、指
定病院の設置数などを考慮する必要があり、自施設
のがん登録実務と、県内全拠点病院・指定病院の集
計・評価を並行作業で行うのでは、詳細な分析・評
価ができにくい。
部会員ががん登録実務者のみであるため、評価内
容に偏りがあり、データを生かすような視点の広げ
方が必要と思われる。
県内全拠点病院・指定病院の分析・評価についての
ポイントや効率的な集計方法などがあれば知りた
い。

17 新潟県立がんセンター 当院が部会長施設として新潟県がん登録部会を組
織し、定例会議を開催している。部会としては、以下
のような活動を行っている。

・県内9拠点病院の院内がん登録データを集計・分
析。
・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会にお
ける議事内容の周知。
・院内がん登録における各施設からの問題点の抽
出。
・当院のがん登録担当者（がん登録実務者研修の
指導者）が中心となってがん登録実務者セミナーを
年2回程度開催しており、県内全ての病院への参加
を呼び掛けている。

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・県内のがん登録のデータをとりまとめ、地域拠点病
院に配布している。継続的に行うことで、データの分
析や評価も可能となると考えている。

なし

19 金沢大学附属病院 予後調査結果を重点的に分析し、市町村ごとに判明
率を把握している。癌腫別に分析を行い、症例数を
把握することで診療に活用している。院内がん登録
データの分析を行い、疾病統計作成に活用してい
る。

なし

20 福井県立病院 ・がん登録実務者研修会の実施
・臓器別がん登録研修の実施

・がん登録実務者の育成

21 山梨県立中央病院 平成26年度は、県内の４拠点病院で情報共有を行
い、登録割合が著しく異なる部分について検討を
行った。がん登録データについて、課題を決め解析
を行う予定。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・県内の地域がん診療連携拠点病院から院内がん
登録データを収集して分析を行い、本院のデータも
加えた結果を長野県がん診療連携協議会　がん登
録部会で報告したり、長野県がん診療連携協議会
ウェブサイトにグラフを公表するなど、分析、評価、
情報発信に努めている。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 ・がん登録統計集を作成し，県内外の関係医療機関
に送付予定。
・院内がん登録を活用することにより、都道府県の実
施する地域がん登録事業に必要な情報を提供し、が
ん登録データを分析して、ステージ別の症例数を把
握している。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター データを収集し、病院ごとに分析して、データを下に
必要に応じて拠点病院を指導している。その上で、
地域がん登録と院内がん登録の整合性等を分析
し、精度向上につなげることを目的に、まず、当セン
ターの院内登録の精度について確認を進めている。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・当院の院内がん登録業務は、委託しているが、今
年度から職員が研修を受講してスキルアップを図る
とともに、院内がん登録経験者の増員要求をし、体
制を強化していく予定である。
・愛知県がん診療連携協議会の下部組織である「院
内がん登録部会」の構成員に院内がん登録指導者
を加えることで、県内の院内がん登録業務の底上げ
やデータ分析等をさらに推進していく。

なし



No 施設 取り組み 課題

26 三重大学医学部附属病院 県内がん拠点病院・推進病院も参加する「データ活
用の会」を、がん登録部会の下部組織として作った。
データの評価方法を用い、目線を同じにして分析・評
価をまず共有する運びとなっている。また、これをHP
などに公開していき、患者さんからもわかりやすい情
報を提供する。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会がん登録推進部会にお
いて、上記取り組みを行っている。

がん登録実務担当者の配置が手薄い。
施設間により担当者の意識・能力に差異がある。

28 京都大学医学部附属病院 当院では2009年1月1日診断症例より、院内がん登
録を実施している。府内における院内がん登録デー
タの分析や評価については、がん診療連携拠点病
院等で構成する「京都府がん医療戦略推進会議　院
内がん登録部会」において、以下の取り組みを行っ
ている。
１．昨年12月に部会内で、「院内がん登録データの
二次利用アンケート」を実施。結果については京都
府と共有済みである。
２．アンケート結果を元に、部会内で「院内がん登録
データ二次利用の様式(案)」について検討中である。
原案作成は完了し、次回以降の部会で協議予定。
３．部会長が、都道府県がん診療連携拠点病院連
絡協議会の「がん登録部会委員」および「データ利用
審査委員会委員」を委嘱されており、全国のデータ
利用状況を鑑みながら、部会として、上記「院内がん
登録データ二次利用の様式」の作成、公表を行う予
定である。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 １．昨年12月に部会内で、「院内がん登録データの
二次利用アンケート」を実施。結果については京都
府に報告済み。

２．アンケート結果を基に部会内で、「院内がん登録
データ二次利用の様式(案)」について検討中。原案
作成は完了し、次回部会で協議予定。

３．部会長が、都道府県がん診療連携拠点病院連
絡協議会の「がん登録部会委員」および「データ利用
審査委員会委員」を委嘱されており、全国のデータ
利用状況を鑑みながら、部会として、上記「院内がん
登録データ二次利用の様式」の作成。公表を行う予
定である。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府と都道府県がん診療拠点病院の間で締結さ
れた「院内がん登録データの取扱いに関する協定
書」に基づき、国立がん研究センターで集約された
院内がん登録全国集計のうち大阪府に還元された
データを利用及び提供する仕組みをつくった。2014
年2月に利用審査委員会を開催し、2件の申請につ
いて利用可と判定した。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・診療部での意識の醸成と、院内がん登録室のパ
ワーアップ
・兵庫県がん診療連携協議会・幹事会の下のがん
登録部会に、平成26年度からがん登録実務者会議
を設置し、院内がん登録のデータを分析・評価しな
がら自施設の特徴や課題等を抽出し、精度向上にも
取り組んでいる。
・兵庫県内の国指定・県指定拠点病院、拠点病院に
準ずる病院(組織図のA､B､C参照)の実務者を対象
に、困っていることを解決するミーティングを企画・運
営している。その中で実務者の登録精度の向上目
的で、病院間の登録データの分析・評価を行ってい
る。26年度は、院内がん登録2012年全国集計データ
（各部位ごと・胃癌術後病理学的病期ごと）を活用
し、全国・兵庫県・自施設の割合分布から比較検討
を行い、精度の確認と各病院の強み・弱みを話し
合っている。27年度は、県内の拠点病院と分析・評
価を継続しながら各病院の特徴をHP等に掲載する
ことを目指している。

・県内の登録データの分析・評価を具体的にどのよ
うに行っていけばよいのか等、各病院での分析・評
価ができる専門家などに解析相談などができる体制
の検討をしてほしい。

32 奈良県立医科大学附属病院 現在はホームページに症例年別に統計を掲載して
いるのみであり、データ分析、評価等は行っておりま
せん。

上記と関係はありませんが要望として挙げさせて頂
きます。
【要望内容】
認定者研修を各地もしくは、中継で行って頂きたい。

33 和歌山県立医科大学附属病院 各医療機関で蓄積している院内がん登録のデータを
どのように分析、評価等を行った上で活用していくか
について、県がん診療連携協議会がん登録部会に
て、ツールも含めて検討する予定。

（未記入）



No 施設 取り組み 課題

34 鳥取大学医学部附属病院 ①拠点・準拠点病院の登録データを集約解析し、鳥
取県院内がん登録情報センターが管理するホーム
ページに、＜病院毎に集計し、拠点・準拠点病院の
比較と全国比較の表および帯グラフに纏めて編集＞
し公開している。また、結果の評価も併せて掲載。現
在、リニューアルに奮闘中。
　なお、集計項目は標準項目に従って、性、年齢階
級、症例区分、来院経路、発見経緯、・・・・・・・・など
について、全部位、主要部位別にステージ・治療方
法別の登録数を集計、集計表を作成しグラフ化して
いる。
②一部生存予後調査結果を利用して、治療方法、ス
テージ別、進展度別の５年実測生存率、５年相対生
存率を計算し、予後調査済みの蓄積データの症例
数が少なく解析精度には問題はあるが、今後例数と
観察期間が延長することを期待して、その利活用の
方法を模索している。
③院内がん登録担当者を対象とするアンケート調査
を実施し、がん診療の改善および均てん化をめざし
た県内拠点、準拠点病院の実態把握と予後調査結
果データの提供の協力要請を図る。

①鳥取県院内がん登録に関する情報公開をホーム
ページでしているが、参考となるホームページのレイ
アウトと国立がん研究センターのがん情報サイトと
のリンク付けは、所定の許可申請が必要かどうか。
②生存解析は、Kapran-Meier　法で実測生存率、
EdererⅡ法で相対生存率を計算しているが、ほかに
有用な方法があるかどうか
また、Cox比例ハザードモデルによる生存分析は、さ
まざまな交絡因子を調整できるので要因分析には有
効と考えるが、その適用は適切かどうか。
③「がん登録推進法」の施行に当って、全国がん登
録における院内がん登録の位置づけと地域がん登
録との関連性についてよくわからない。単に院内が
ん登録の情報を地域がん登録に提出するだけの役
割・位置づけなのか。また、将来地域がん登録との
結合はあるのか。
　院内がん登録情報の利活用については、毎年集
計結果報告書が作成され配布されているが、まだま
だ具体的な情報還元はできていない。どんな手立て
があるかご教示願いたい。

35 島根大学医学部附属病院 県と協力して県内の院内がん登録データの解析を
し、島根県がん登録部会ならびに実務担当者研究
会で、解析結果である島根県院内がん登録報告書
を提供して共有している。

島根県院内がん登録報告書を各がん診療連携拠点
病院等に提供しているが、課題は、登録データの特
徴や問題点などについて、各がん診療連携拠点病
院等と議論が深められていないことである。

36 岡山大学病院 岡山県がん診療連携協議会HPにて県内のがん診
療連携拠点病院の２００８～２０１１年院内がん登録
症例の集計表を掲載している。

（未記入）

37 広島大学病院 県内がん診療連携拠点病院（県指定を含む）データ
を毎年収集し，院内がん登録集計表を作成してい
る。その集計表を，広島県がん診療連携協議会で報
告をしている。

・各県でのデータ分析や評価についての具体的な取
り組みについて
・データの分析や評価を行う担当者はどのような方
が行われているのか
・県内で集計した院内がん登録のデータの公開等に
ついて

38 山口大学医学部附属病院 がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院の院内
がん登録データを基に、過去３年間分の部位別平均
登録件数との比較や施設別にみた部位別登録件数
の推移等を分析し、年に一度、山口県がん診療連携
協議会で報告し状況を確認している。

なし

39 徳島大学病院 がん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計デー
タ (2007-2012年) に基づいて、地域がん登録 (徳島
県)・院内がん登録 (各拠点病院) による各種がんの
集計表を作成し、徳島県がん対策センターのホーム
ページ上で公開している。
　地域がん登録に関しては「徳島がん対策センター
会議」(2ヶ月に1回開催) で、院内がん登録に関して
は「徳島大学病院がん診療連携センターがん登録
部門会議」(月1回開催) で、がん登録の進捗状況に
ついて報告・情報共有するとともに、データの分析・
評価などを行っている。
　また、がん登録員を対象とした「徳島県がん登録研
修会」を年2回開催し、医師による各種がんの講義を
行って理解を深めるとともに、がん登録実務研修を
行うなど、がん登録員のスキルアップを図っている。

なし

40 香川大学医学部附属病院 　院内がん登録全国集計データを元に香川県内の
拠点病院と全国を比較する香川県版集計報告書を
作成し、香川県がん診療連携協議会の院内がん登
録部会で報告し、各拠点病院のがん診療の把握・評
価できるように活用している。
　その他には、この香川県版集計報告書を使い、県
内の拠点病院のがん登録実務者が集まるがん登録
実務者会で、がん登録実務者の視点で、今後の登
録精度向上のために比較検討を行っている。

なし

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会の傘下組織であるがん
登録専門部会会員が、定期的に集まり、互いの所属
施設におけるがん登録について分析、評価を行って
いる。そして毎年度末に成果物として冊子に仕上げ
て地域拠点病院や推進病院等へ配布している。

（未記入）



No 施設 取り組み 課題

42 高知大学医学部附属病院 ・国がん提出後に、速報版として、集計結果をがん
治療センター運営委員会に報告している。後日、詳
細版を集計し、病院HPに掲載している。
・昨年度、高知県のがん診療連携拠点病院のデータ
分析を行い冊子化した。
冊子は、国がんを始め、各拠点病院と400の高知県
下の病院に配布した。

アメリカ等のがん登録先進国の分析方法や評価に
ついて、学習する機会をもうけてほしい。

43 九州がんセンター なし なし

44 九州大学病院 福岡県内のがん診療連携拠点病院15施設および、
県指定のがん診療連携拠点病院3施設(当時)で登
録された2008年から2010年症例のうち、胃がん、大
腸がん、肺がん、肝がん、乳がん、子宮頸がん、前
立腺がん、膵がんを対象として、がん検診等(がん検
診・健康診断・人間ドック)によるがん発見率ならび
に、がん発見経緯別のステージ割合、年齢階級別の
症例数とがん検診等による発見率を分析し、がん検
診等による早期発見の意義について検証した。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 佐賀県内がん診療連携拠点病院の院内がん登録
データを年１回収集し、分析・評価を行い、その結果
を広報誌として配布、佐賀県内がん診療連携協議会
サイトに掲載している。

（未記入）

46 長崎大学病院 ・院内がん登録全国集計より公表された県内がん診
療連携拠点病院、全国、長崎県のデータをグラフ化
し比較

・院内がん登録全国集計より公表された県内がん診
療連携拠点病院、全国、長崎県のデータをグラフ化
し比較・院内がん登録全国集計より公表された県内
がん診療連携拠点病院、全国、長崎県のデータをグ
ラフ化し比較・院内がん登録全国集計より公表され
た県内がん診療連携拠点病院、全国、長崎県の
データをグラフ化し比較・院内がん登録全国集計よ
り公表された県内がん診療連携拠点病院、全国、長
崎県のデータをグラフ化し比較

47 熊本大学医学部附属病院 　・国指定がん診療連携拠点病院８施設、県指定が
ん診療連携拠点病院１０施設、計１８施設から院内
がん登録データを収集し、がん医療対策に必要と考
えられる統計資料を作成。県内約８０施設に送付し
ている。

　・県内の医療機関を訪問し（H２６年度は３施設）、
院内がん登録状況確認および、意見交換会を実施。
諸問題に対する助言等を行い、がん登録の精度を
上げる指導を行っている。

本院の課題として、平成26年度まで作成していた統
計冊子が、平成２７年度からがん診療連携拠点病院
機能強化事業の「院内がん登録事業」の廃止により
作成が困難となっている。本年度より、どのような内
容にするか検討していきたい。

48 大分大学医学部附属病院 院内がん登録全国集計のデータを基として、全国・
県・大分県内各拠点病院別のデータを分析評価して
いる。まず、院内がん登録情報交換会を開催し、各
拠点病院のがん登録実務者間で分析評価を行い、
その後、大分県がん登録専門部会で公表し、各拠点
病院の委員の先生方からの評価なども含めて、大
分県がん診療連携拠点病院連絡協議会で分析評価
結果を報告するようにしている。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 院内がん登録専門部会での院内がん登録の国立が
んセンターへの提出状況の報告。
宮崎県地域がん登録へのデータ提供。
部会では本院の医師を交え、がん登録データの活
用の検討、内容の評価、それに伴う院内がん登録項
目の研修会開催の検討を行なっている。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 毎年、全国集計の結果をもとに、県のデータの分析・
評価等を行い、院内の腫瘍センター運営委員会と県
のがん診療連携協議会で報告を行っている。
今後は、県が保持しているより詳細なデータを分析
し、県内実務者の育成等に役立てていきたいと考え
ている。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 県拠点３施設（県立中部病院、那覇市立病院、琉球
大学医学部附属病院）の院内がん登録データを集
計し、５大がん（胃・大腸・肝・肺・乳房）と前立腺が
ん、子宮がんの分析を行い、その結果を冊子にまと
め報告書として発行している。これまで２０１０年、２０
１１年、２０１２年症例を報告書として発行した。
また、胃がん、大腸がんについては、県拠点３施設
に中部徳洲会病院を加え、２００９年、２０１１年症例
の「診療質評価指標（Quality Indicator）群」の採録を
行い、各施設において標準治療と考えられるものが
どれだけ行われているかを数値化し、その分析結果
をフィードバックしている。２０１３年症例については、
現在採録を行っている。

県拠点３施設（県立中部病院、那覇市立病院、琉球
大学医学部附属病院）の院内がん登録データでは、
沖縄県の年間がん罹患者・がん患者データの半分
を下回る４割のカバー率であるため、拠点以外の都
道府県推薦病院の院内がん登録データの集計と分
析を行う必要があると課題としてあがっている。



No 施設 取り組み 課題

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 がん対策情報センターと厚生労働省研究班が開発
したHos-CanR Plusを使用して、がん診療連携拠点
病院としての標準的手順で登録を行い、その内容に
ついて分析評価を行っている。院内がん登録におい
て登録された平成25年診断症例（1月から12月に診
断され、当院をそのがんについて初診した症例）は、
6039症例（うち、当院で初回治療を実施：3923症例、
当院で診断のみ：161症例、他院で治療開始後：985
症例、他院で診断かつ他院で治療（セカンドオピニオ
ンを含む）：970症例）であった。新規登録患者数を経
時的にみると、男女の割合は、診療科の偏りのた
め、一貫して女性患者が少ない状況にあるが、平成
22年以降、当院での診療件数が着実に増加してい
る。

今後は、がん登録システムで、生存曲線を描画する
機能をもつソフトウェアが必要である。



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑥

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 現在要請のある病院には調整するようにしている。 なし

2 青森県立中央病院 医療機関から当院あて医師派遣の要請があり次
第、院内にて調整の後、医師派遣を行っている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 本学では、県内唯一の医育機関として、各病院に対
して診療支援を行う医師の派遣を行っている。

なし

4 宮城県立がんセンター なし なし

5 東北大学病院 県内及び東北地方における放射線治療・化学療法
の標準化の整備を行い専門医の配置と定期的に医
師を派遣している。手術医については、各診療科か
ら基幹となる病院に定期的に派遣し、診察、手術を
行っている。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・医師の派遣に係る調整を協議会として直接行って
はいない。しかし、協議会会長である当該都道府県
がん診療連携拠点病院病院長が県全体を見回し積
極的な意見や助言を発信している。秋田県地域枠学
生や秋田県からの奨学資金貸与者の進路に関して
は地域医療に配慮しながら医師の配置の決定に関
与している。各臨床系講座（医局）や秋田県からの
寄付講座（総合地域医療推進学講座及び、循環型
医療教育システム学講座）を通して、がん診療連携
拠点病院、地域がん診療病院への診療支援や医師
派遣を促している。

・国のがん診療連携拠点病院機能強化事業では、
都道府県がん診療連携拠点病院が行う地域がん診
療連携拠点病院等に対する医師の派遣等による診
療支援は補助対象とされているが、グループ指定病
院間の診療支援や連携のための経費については補
助の対象外である。連携を維持、強化するためにも
補助の対象とすべきではないか。

7 山形県立中央病院 なし なし

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 協議会等において，各拠点病院の状況を報告しても
らい，派遣調整の検討を行っている。また，必要に応
じて，人材の供給源である大学病院に対して，派遣
要請も行っている。

（未記入）

10 栃木県立がんセンター なし なし

11 群馬大学医学部附属病院 外来化学療法、放射線治療等に関する診療支援の
ために、定期的に医師を派遣している。

なし

12 埼玉県立がんセンター なし なし

13 千葉県がんセンター 未定 （未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

地域がん診療病院の調整については当該病院間に
より行っており、都道府県拠点病院としては、必要に
より報告を受けています。

なし

16 神奈川県立がんセンター なし 人員的余裕がないために診療支援は行っていない。
他施設の工夫等について情報が欲しい。

17 新潟県立がんセンター 従前より、病理医の派遣などに積極的に取り組んで
いる。
　平成27年度から、地域がん診療連携拠点病院で
ある大学病院の特任教授として消化器外科部長を
診療補助のため週1回派遣している。

（未記入）

18 富山県立中央病院 なし なし

19 金沢大学附属病院 なし なし

20 福井県立病院 なし なし

21 山梨県立中央病院 なし なし

22 信州大学医学部附属病院 ・地域がん診療連携拠点病院等との医師の人材交
流は、信州大学医学部附属病院の各診療科同士で
行っており、その情報を共有するようにしている。
・また、がん治療専門医の養成として、県内他機関
から若手医師（がん薬物療法専門医取得希望者）の
受入れ（短期研修）を行っている。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 ・すべての拠点病院および地域の基幹病院に、癌診
療を主体として（消化器内科、呼吸器内科、消化器
外科、呼吸器外科、乳腺外科、病理医、放射線治療
医、読影医、緩和医療医、脳外科医、整形外科、婦
人科癌、泌尿器科）の派遣を幅広く行っている。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 拠点病院を含む他医療機関から依頼を受けて、特
殊な技術を必要とする手術や内視鏡検査の診療支
援を行うための医師派遣を行っている。

なし

当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院への診療支援を行う
医師の派遣に係る調整を行うこと



No 施設 取り組み 課題

25 愛知県がんセンター中央病院 ・医師の派遣に係る調整については、稼動はしてい
ないが、必要に応じて拠点病院間で自施設の状況を
報告し、その都度検討をしている。

なし

26 三重大学医学部附属病院 大学病院として、医師派遣は行っている。 なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会診療支援部会におい
て、上記検討を行っている。

設立母体の相違など、克服すべき問題は多い。
現実的に医師派遣は困難である。

28 京都大学医学部附属病院 当院では、拠点病院であるか否かに関わらず、京都
府やその他の地域の病院へ
医師の派遣を行っている。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 グループ指定を受けている病院等、複数病院間での
対応困難症例の受入や医師派遣等をおこない、随
時連携・交流を図っている。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府下の各拠点病院は医師数については十分で
はないものの比較的確保されており、また出身医局
からの非常勤医師派遣もあり、必要時にも各病院で
大部分は対応できている状態である。高度な技術が
必要な手術等で要請がある時には大阪府立成人病
センターから専門医が診療支援に出向いて対応して
いる。今後、医療内容の複雑化により診療支援の要
請が増加する可能性があるが、病院間での診療支
援を調整する体制は整っている。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・可能な範囲で、国指定・県指定拠点病院等へ、医
師や専門看護師を派遣し、高度又
　は先進的な医療技術について、医師の技術力向
上に資する技術指導業務を行ってい
　る。
・具体的には、病理診断科医、放射線治療科医、緩
和ケア医、腫瘍内科医、麻酔科
　医などの派遣、講演、技術指導などを行っている。

・がん診療に携わる医師、看護師、薬剤師など、医
療関係者の絶対数が不足。さらなる医療者の育成
が急務

32 奈良県立医科大学附属病院 県立医大医師派遣センターと各専門分野が連携し
て診療支援についての協議を行って対応している。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 なし （未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 必要な病院には病理診断専門医や放射線治療専門
医の派遣等を行っている。

なし

35 島根大学医学部附属病院 なし 島根県の場合はがん拠点病院に派遣されている医
師は多数の大学、診療科にわたり一体感をもてない
ことが課題である。

36 岡山大学病院 なし （未記入）

37 広島大学病院 大学病院として，広島県内各地区への医師派遣を
継続的に実施している。

なし

38 山口大学医学部附属病院 県内各地で均てん化されたがん診療が受けれるよう
に、バランスよく医師を派遣している。

なし

39 徳島大学病院 地域におけるがん医療の質の向上を目的として、が
ん診療連携拠点病院である徳島大学病院および徳
島県立中央病院から、徳島県立三好病院および徳
島県立海部病院などへ診療支援として医師を派遣
し、手術指導・応援を行うとともに緩和ケアの充実な
どを図っている。
　また、地域におけるがん治療に携わる医療従事者
の育成を目的とした研修・セミナーを定期的に開催
し、がん診療連携拠点病院から講師を派遣してい
る。

なし

40 香川大学医学部附属病院 なし なし

41 四国がんセンター 診療科ごとの対応により、他の拠点病院に診療支援
を行っている。緩和ケアに関しては、平成27年9月か
ら「がん診療病院」の候補病院に対して毎月定期的
に派遣することで計画を策定中である。緩和ケア研
修会（PEACE）の開催を「がん診療病院」候補病院を
会場として実施する予定（平成28年3月）となってい
る。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 がん診療のみを目的としている訳ではないが、各診
療科から地域の基幹病院に計画的に医師を派遣し
ている。

なし

43 九州がんセンター なし なし

44 九州大学病院 なし なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし （未記入）

46 長崎大学病院 なし なし



No 施設 取り組み 課題

47 熊本大学医学部附属病院 ・病理医の派遣
地域がん診療連携拠点病院及び熊本県指定がん診
療連携拠点病院へ病理診断及び病理解剖支援のた
めの医師派遣を行っている。（平成２６年度は１カ所）

・熊本県遠隔放射線治療計画支援システムにより診
療支援
・がん診療の地域間格差是正の観点から、放射線
治療計画システムを用いて地域がん連携拠点病院
等へ診療支援を行い、効率的かつ質の高い放射線
治療を提供している。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 なし なし

49 宮崎大学医学部附属病院 県立宮崎病院、県立延岡病院、県立日南病院、国
立病院機構都城病院 等の各診療科において、地域
の医療機関の状況を踏まえ、医師派遣を行ってい
る。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 拠点病院等への医師の派遣要請に対し、必要に応
じ対応を行っている。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 当院においては、従来からがん診療を含め多くの分
野においてがん診療連携拠点病院等に医師を派遣
している。
　さらに、昨年末に県との委託契約により、当院に
「沖縄県地域医療支援センター」を開所したところで
あり、今後、センターにおいては県内の医師不足状
況等を把握・分析し、医師不足病院等への支援及び
地域医療に従事する医師のキャリア形成支援を行っ
ていく予定である。

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑦

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 【がん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関
する研修】
　　2015年11月22日、23日　開催予定
　　7月以降参加者募集を開始する
【その他各種研修】
①がん患者サポートミニレクチャーの開催
　　院内医療職者を対象とし、主に症状緩和に関す
るテーマをレクチャーする
　　毎月第2、第４水曜日、17：40～17：55の15分間
現在実施中
②札幌緩和医療講演会の開催
　　院内外の医療職者を対象とし、主に疼痛緩和に
関する講演会を企画
　　年1回開催
③看護師のための緩和ケア研修の開催
　　院内緩和ケアリンクナースを対象とした集合研修
　　2015年5月27日、29日の2日間実施、終了した

なし

2 青森県立中央病院 緩和ケア研修会を始めとして、緊急緩和ケア病床登
録医研修会、医科歯科看護師合同研修会、緩和ケ
ア勉強会、キャンサーボード講演会を計画、開催し
ている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○緩和ケアに携わる医師に対しての研修会は年１
回開催している。
○化学療法に関する研修会を９月に開催する予定と
なっている。

緩和ケア研修会について、地域によってはほぼすべ
ての医師が受講しているため、単独開催が困難と
なっていることから、共同開催等の方法について検
討をお願いしたい。

4 宮城県立がんセンター ・未受講の医師に対し平成27年度中の修了を促す
ため、個人宛に平成27年度宮城県緩和ケア研修会
の日程を記した「緩和ケア研修計画書」を配布し、希
望日に印をつけてもらう。
・「緩和ケア研修計画書」は院内の担当事務局が回
収し、一覧表を作成する。
・担当事務局は一覧表に則り、研修実施日1週間前
には本人宛に通知し受講を促す。
・今年度中の受講が難しい場合は、「緩和ケア研修
計画書」に理由を書いて提出してもらう。
・理由如何によっては、施設長より再度、受講を促し
てもらう。

なし

5 東北大学病院 ①日本緩和医療学会が主催する緩和ケア研修会
（今年度は平成２８年２月１３、１４日の予定）
②地域の医師、医療スタッフを対象とした年１回の緩
和医療セミナー（今年度は平成２７年９月１９日の予
定）
③その他、不定期の緩和ケアスキルアップセミナー

緩和ケア研修会は２日がかりで、研修内容的にも１
回での受け入れ人数が限られるため、国が求める対
象者（がん医療に携わる医師と研修２年目から修了
後５年目までの全ての医師）が研修を受けられるよう
に日程、場所、講師を確保するのが極めて難しい。

6 秋田大学医学部附属病院 ・緩和ケア研修会を年２回開催する。5月には「緩和
ケア研修会の新プログラム」及び「緩和ケア研修会
の目的」について説明を行った。なお、この説明会の
参加者は144名であった。
・年２回のＥＬＮＥＣ－Ｊ研修会、年５回の地域緩和ケ
ア勉強会、さらに在宅緩和ケアに関わる研修会を実
施している。

・緩和ケア研修会等について、単に受講者数（受講
率）により評価されるのではなく、研修会の質を評価
していただくことも必要ではないか。
・受講修了者に対するフォローアップ研修の充実も
必要ではないか。

7 山形県立中央病院 緩和ケア研修会の開催日程の調整、開催通知・申
込受付を協議会でまとめて行っている。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 現在は各施設年1回ですが、県内の各地域がん診
療連携拠点病院と連携し各施設ごとに緩和ケア研
修会を開催しています。また、県内の緩和ケアに関
する研究会と集談会を定期的に開催し、地域がん診
療連携拠点病院をはじめとする緩和ケアチームや病
院、医院、施設などと頻繁に意見交換を行っていま
す。

がん診療連携拠点病院で行う緩和ケア研修会は現
在がん診療に関わる医師が対象となっており、定員
に余裕があるときには医師以外のメディカルスタッフ
が参加しております。看護師や薬剤師を対象とする
研修会も準備されていますが、メディカルスタッフ全
体に関わる統合的な研修があるとよいとおもいま
す。

9 茨城県立中央病院 緩和ケア研修会は，緩和ケア部会において年度計
画を作成している。その他の研修は，各拠点病院に
計画作成を依頼し，協議会で集約を行っている。

（未記入）

当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関す
る研修その他各種研修に関する計画を作成すること



No 施設 取り組み 課題

10 栃木県立がんセンター 　平成２７年度については、県庁担当課と相談の上、
県下のがん診療連携拠点病院で新指針に基づいた
緩和ケア研修会を統一して実施している。

平成２９年度以降の研修実施体制について
　緩和ケア研修会について、がん診療連携拠点病院
においては平成２９年３月３１日までにがん診療にお
いてがん患者の主治医や担当医となる者の受講率
を９割完了することとされているが、達成された場合
には平成２９年度以降の緩和ケア研修会の受講医
師をどのように確保していくのか。（大学病院等で初
期臨床研修医がいる場合には自施設で確保できる
が、初期臨床研修医がいない施設の場合でも現状
のまま研修会を実施していくのか。）

11 群馬大学医学部附属病院 各部会で以下の研修会の計画を作成している。

・情報提供・相談支援部会：県内相談員向け研修会
（年２回程度）
・緩和ケア部会：緩和ケア研修会を各拠点病院で計
画及び実施している。それに加え、緩和ケア研修会
を修了した医療者のレベル向上のため、緩和ケア
フォローアップ研修会を行っている。
・看護部会が群馬県と共同で「がん分野における中
堅看護師実務研修」を行い、さらに、県内でELNEC-
J研修を年3回開催している。
・がん登録部会：がん登録研修会（年2回程度）

なし

12 埼玉県立がんセンター 医師を対象とした緩和ケアに関する研修
・外部講師を招聘している
・未修了者にたいして、病院長から受講促進を行っ
ている
・院内関連委員会で、各科の受講率を公開している

他各種研修
・外部講師を招聘し、院内外の医療スタッフ向けの
緩和ケアに関する勉強会を開催している。当勉強会
は、県内のがん診療連携拠点病院、医師会及び訪
問看護ステーションへ広報している。

なし

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会で作成してい
る。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

研修部会小委員会として医師、看護師、薬剤師、診
療放射線技師、緩和ケアの各小委員会が設置され
ており、毎年度研修内容を計画・実施していいる。
また、平成26年度より多職種合同研修を実施し、平
成27年度も実施する予定となっている。

緩和ケア研修新開催指針が示されたことにより、以
下の点が課題と感じています。
１）　非常勤の医師の受講
２）　病理、画像診断など患者自身と接しない診療科
の受講

16 神奈川県立がんセンター ・県がん診療連携協議会で県内の拠点病院、指定
病院の緩和ケア研修受講率の一覧を提示した。
・相談支援部会の教育企画グループでは神奈川県
がん専門相談員研修の研修ニーズを調査し、開催
計画を検討している。

【緩和ケア研修について】
１）神奈川県では単位制だが、ほとんどの施設が
土、日開催のために参加が限られ、単位制のメリット
を生かし切れていない。
２）座学の部分はビデオ学習やeラーニング等でも十
分に可能であり、簡単な試験を行うことで評価も可
能である。これに、参加型学習（グループワーク等）
の研修を加えれば、効率的に受講率を上げることが
可能と思われる。
３）初回研修はコンパクトにして、継続学習のシステ
ム（数年に1回、再学習など）を導入したほうが、より
意義があると考えられる。

17 新潟県立がんセンター 〇年１回厚生労働者のプログラムに準拠した緩和ケ
ア研修会を開催。
〇新潟県主催の緩和ケア研修会（上記と同じプログ
ラム）を企画、運営支援。
〇その他、医師を含む医療従事者を対象とした各種
研修会を開催。（緩和ケアやいのち、死生観などを
テーマとしたもの）

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・研修部会および緩和ケア部会で行っている。 なし

19 金沢大学附属病院 年度の初めにその年に開催する、がん診療に携わ
る医師に対する緩和ケア研修会やその他がんに関
わる研修会（年3回）の日程・内容等を話し合い決め
ている。

なし

20 福井県立病院 ・緩和ケア研修会は、平成20年度から県内拠点病院
（5病院）を会場に行っている。

・受講者数の伸び悩み



No 施設 取り組み 課題

21 山梨県立中央病院 【医師に対する緩和ケア研修会】
・院内全科の責任者に対して、院長名で緩和ケア研
修会修了率100%を目指すことを明記した文書ととも
に各科のがん診療における立ち位置と修了者率調
査を行い、科内での受講意識を高める工夫を行って
いる。全医師に対しては山梨県内の研修会日程や
申込用紙をメールで配布、院内にも掲示している。
・次の段階として未修了者に対して個別に受講勧告
を行うほか、山梨県内の他の拠点病院と連携して未
修了者に対しての研修会回数の妥当性を検討する
予定
【その他の研修会】
・院内外の多職種向けの緩和ケア勉強会を年3回開
催、市民向けを年1回開催している

【医師に対する緩和ケア研修会】
・上記取り組みでも受講しない対象者に対してのア
プローチについて
・開業医師の参加が年々少なくなっていること（「ほと
んど診ないけれど、たまに診る」医師へのアプローチ
はどうするか）

22 信州大学医学部附属病院 ・院内及び県内の地域医療人を対象に「緩和ケアセ
ミナー」（緩和ケア研修会）を年１回開催している。セ
ミナーは「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア
研修会の開催指針」(平成20年4月1日厚生労働省健
康局長通知)に準拠した内容である。
・院内及び県内の、がんに携わる医療関係者（医師
を含む医療者全般）を対象に「都道府県がん診療連
携拠点病院　医療者研修会」を年１回開催している。
研修会は化学療法、放射線療法、緩和医療の各分
野からテーマを選び、最新のがん治療の動向を学べ
る企画となっている。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 厚生労働省の開催指針に準拠した，院内外の研修
会協力者を得て，ワークショップ・グループ演習を含
む一般型の緩和ケア研修会を開催した。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 緩和ケアに関する研修会については、県内で研修内
容を統一し、単位型の研修としており、どの実施施
設でも共通の研修が受けられるようにしている。
当院においても、昨年度まで年１回、30～６０名の人
数で、院外の医師も含めて実施してきた。
当院実施の緩和ケア研修では看護師、薬剤師も参
加可能としている。
今年度は、研修希望者が増加することを予想し、年
２回開催を計画した。
また、県内の各実施機関の開催予定を共有し、講師
派遣調整も行っている。
その他の研修については、がん予防対策事業とし
て、｢がん専門看護師研修｣、｢リハビリテーション研
修｣、｢看護師に対する緩和ケア研修｣、｢医科歯科連
携研修｣、｢歯科衛生士に対する研修｣を実施してい
る。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・愛知県がん診療連携協議会の下部組織として「緩
和ケア部会」を設置し、緩和ケア研修会について方
法等を検討・決定し、各拠点病院主催の緩和ケア研
修は、愛知県がとりまとめた後、病院間で共有してい
る。
・緩和ケアに関する他の研修（フォローアップ研修
等）については、都道府県拠点病院として計画を作
成しホームページに掲載している。
・その他各種研修についても、各部門ごとに計画し、
とりまとめる形で研修計画を作成している。

なし

26 三重大学医学部附属病院 ・各診療科長等の協力のもと、研究受講対象医師の
名簿作成
・県内拠点病院開催の研修会予定表を上記対象医
師に配布し、周知徹底し、参加意志・スケジュール調
整を促す。
・県内の研修会情報（日程・定員などを案内）を共
有。
・三重県（通称MMC）と連携し、三重県内の登録・
マッチングしている研修医・初期研修終了3年目まで
の医師への周知。また、研修医の年間スケジュール
に併せて研修会を共催する。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会緩和ケア推進部会にお
いて、PEACE研修やフォローアップ研修、看護師を
対象にELNEC-J研修などを開催している。研修調整
部会では、県内病院の研修のとりまとめと広報を行
い、研修調整部会に設置している看護WGではがん
看護研修を開催している。

かかりつけ医の受講率が極めて低い点は課題であ
る。



No 施設 取り組み 課題

28 京都大学医学部附属病院 今年度は「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア
研修会」を、府立医大で8月に、当院で10月と2月に
開催予定している。参加見込み人数は、それぞれ70
名、60名、60名である。また当院では、府内各地で
開催される他院主催の同研修会へもできるだけ参加
するよう、院内に向けて情報配信をおこなっている。

看護師向けの緩和ケア研修会（ＥＬＮＥＣ－Ｊコアカリ
キュラム看護師教育プログラム）については、両大
学病院の共催で、今年度は9月と11月に２回の開催
を予定している。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 今年度も「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア
研修会」を8月に開催予定であり、院内外から約70名
の参加を予定している。
　また、その他、看護師向けの緩和ケア研修会（ＥＬ
ＮＥＣ－Ｊコアカリキュラム看護師教育プログラム）に
ついて、今年度は２回の開催を予定している。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府ではこれまでにも、がん診療連携協議会緩和
ケア部会にて、大阪府内の国指定拠点病院と府指
定拠点病院主催緩和ケア研修会の開催日程を年間
を通して調整し、講師（ファシリテーター）登録制度を
運用して、各研修会への講師派遣を調整してきた。
（今期大阪府内で年間41回開催。）
今回、平成２６年秋の各拠点病院（国指定および府
指定）の緩和ケア研修会受講状況の報告結果と、平
成27年4月の国指定拠点病院の平成29年3月までの
緩和ケア研修計画書を用いて大阪府庁と協力して
検討し、医師の母数が大きく、受講率の低い施設
（大学病院など）に対して、大阪府庁から、年間複数
回開催もしくは1回あたりの受講者数の増員を促すこ
ととなった。さらに、大阪府がん診療連携協議会緩
和ケア部会として、研修会を年間複数回開催する施
設に対して、2回目以降の開催にも、できるだけファ
シリテーター（講師）派遣に協力する方針とした。この
ために、大阪府の登録ファシリテーター全員に対して
事情を説明し、これまで以上の協力を呼び掛けてい
る。さらに、登録ファシリテーターを増やすための呼
び掛けも行っている。

これまで、各施設年間1回の緩和ケア研修会でも、
協力ファシリテーターの確保は、かなりの呼びかけと
調整を要した。今後、大学病院や大規模総合病院な
ど、若手医師を数多く抱える施設において、緩和ケ
ア研修会の回数ないし定員を増やすことが課題とな
ると考えられ、そのためのファシリテーターを各施設
が自前の努力によってどこまで確保できるかは、施
設の事情によって異なると思われる。国指定拠点病
院の医師で、自施設主催の研修会に参加できな
かった者が、他施設、特に府指定（都道府県指定）
拠点病院主催の研修会に流れて申し込む可能性が
あるが、少なくとも大阪府指定拠点病院は、国指定
拠点病院と違って、緩和ケア研修会開催は必須義
務ではなく、自施設主催で開催する研修会には、本
来は医師向け研修会であっても、自施設の看護師な
ど医師以外の職種の医療スタッフも受講できるよう
にしたいとの意向を持つところが多い。指定拠点病
院は、自施設の未受講医師が受講できる定員を自
施設主催研修会にて確保すべきであろうが、施設に
よっては難しいかもしれない。ファシリテータとして自
施設以外の他施設主催研修会に協力した場合に、
謝金以外にも何らかのインセンティブがあれば、より
多くのファシリテーターに緩和ケア研修会に協力して
もらいやすいのではないか。
今回、平成26年9月の拠点病院報告書で初めて、各
拠点病院医師の緩和ケア研修会受講状況が把握さ
れ、平成27年4月の国指定拠点病院に対する調査お
よび今度2年間の研修会開催計画書の提出が求め
られた。しかし、第2次計画の5年間の最後の2年間
で初めてこれを行うのは遅く、本来もっと早期に調査
し、年数があるうちに計画すべきだったと考える。

31 兵庫県立がんセンター ・緩和ケア研修会指導者の会を開催し、緩和ケア研
修会の年間の開催日調整を行っている。
・兵庫県がん診療連携協議会主催として、緩和ケア
チーム研修会、緩和ケアフォローアップ研修会を開
催している。

・開催において担当医師の負担が大きすぎる。
・緩和ケアについての国民への周知がまだまだ不足
している。メディアも利用して、さらなる意識の醸成が
必要

32 奈良県立医科大学附属病院 本年度はPEACE研修会を2回開催。定員も30名から
50名に増員した。臨床研修2年目の医師は今年度中
に全員が受講予定。後期研修医、がん診療におい
てがん患者の主治医になる医師につては平成28年6
月までに全員受講すべく今後も広報を行って行く予
定。その他の研修については、主な研修は年度末ま
でに次年度の研修計画を作成し、院内のがんに関
する会議（がん診療連携拠点病院運営検討委員会）
にて協議、承認を得ている。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 緩和ケア研修会については、当県は単位性にて実
施しているため、部会においてプログラムについて
検討・合意形成の上、研修会の計画を策定してい
る。また、緩和ケアチーム研修会、ELNEC-J等各種
研修会を積極的に開催している。

（未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 各診療科におけるがん診療に携わる医師を明確に
し、緩和ケア研修会の修了状況を把握し、該当する
全医師が緩和ケア研修会を修了する計画を立てて
いる。近隣のがん診療連携拠点病院が開催する緩
和ケア研修会も含め、参加予定の医師および研修
会を把握し、着実に全医師が緩和ケア研修を修了す
る予定である。

なし



No 施設 取り組み 課題

35 島根大学医学部附属病院 緩和ケア研修会受講率を平成28年度末までに100％
を目指しており、病院長名で全医師を対象とした緩
和ケア受講調査を行い、未受講者には、受講予定
（平成27年度・平成28年度）の意思表示して頂く。事
務から平成27年度受講予定者に、島根県内で開催
される緩和ケア研修会の案内を行い、他県で開催さ
れる研修会も含め受講を繰り返し促す。病院長から
未受講対象者に対して、平成28年度末まで受講率
100％を目指して必ず研修を終了するように強いメッ
セージを発して頂くこととしている。

なし

36 岡山大学病院 連携協議会作業部会である研修教育部会にて各施
設の緩和ケア研修会や各種研修会の年間実施予定
日を確認し共有している。

なし

37 広島大学病院 　広島大学病院内の緩和ケア研修会未受講者が多
いため，今年度は3回の緩和ケア研修会の開催を企
画し，かつ県内の他の病院で開催する緩和ケア研
修会についても分かり次第病院内に案内を出すよう
にしている。病院長の日程に合わせて研修会を予定
し，まず病院長が受講できるようにするとともに，病
院長からも他の医師に受講をうながしてもらうように
依頼した。広島県に届けられている研修修了者のリ
ストを参照して，特に未修了の医師が多い診療科に
積極的に受講をすすめるよう努めている。
　その他，当院においてがん医療従事者研修会を年
4回程度企画し，院内並びに県内のがん診療連携拠
点病院及び関連医療機関にも参加案内を送付して
いる。

なし

38 山口大学医学部附属病院 医師を対象とした緩和ケア研修会に加えて、２７年度
は、ELNEC-Jコアカリキュラム看護師教育プログラ
ムと、がん化学療法研修会の開催を予定している。

なし

39 徳島大学病院 がん診療に携わる全医師に対して、徳島大学病院を
含めた県内のがん診療連携拠点病院・地域がん診
療病院 (計5病院) にて実施予定の「がん診療に携
わる医師に対する緩和ケア研修会 (以下、研修会)」
に可能な限り参加するように案内を行っている。
　なお、徳島大学病院における受講促進の方策とし
て、各診療科長に率先して研修会を受講してもらうよ
うに依頼するとともに、各診療科から未受講者の受
講計画を提出してもらい、年度末に計画達成状況を
フィードバックすることとしている。また、受講希望者
が予定の定員を上回る可能性が高いため、年度内
に複数回の研修会を実施する予定である。初期臨
床研修医については、研修会受講を研修修了の条
件にするとともに、多数が受講できるよう平日の業務
時間内に研修会を開催する予定である。

なし

40 香川大学医学部附属病院 緩和ケア研修会を年2回開催している。香川緩和ケ
ア研究会を拠点病院とオブザーバーの６病院が持ち
回りで開催している。

なし

41 四国がんセンター 平成27年度緩和ケアに関する研修計画の予定は、
次のとおりである。
・医師対象⇒緩和ケア研修PEACEは、県拠点及び
地域拠点の7施設で時期をずらして実施
緩和ケア研修会（PEACE）の開催を「がん診療病院」
候補病院を会場として実施する予定（平成28年3月）
となっている。
・看護師対象⇒緩和ケア研修会ELNECは、県拠点で
ある当院で実施
・在宅に携わる医療関係者対象（医師、看護師、訪
問看護師、ケアマネージャー、MSWなど）⇒在宅緩
和ケアセミナー（座学と実技）を県内３地区で時期を
ずらして実施
⇒在宅緩和ケア向上研修会（座学）を県内3地区で
時期をずらして実施
⇒在宅緩和ケアコーディネーター研修会を実施
緩和ケアに関する以外の研修は、当院附設の患者・
家族総合支援センターが主催して研修計画を立てて
実施予定（就労、セクシャリティ、チャイルドケアサ
ポート、外見アピアランスケアなど）

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 ・各診療科に未受講者リストを配付し、受講予定日を
事務局と診療科で把握する。
・定期的に受講者リストを更新し、附属病院運営委
員会等で部署ごとの進捗状況を報告するなどして早
期の目標達成を促す。

なし



No 施設 取り組み 課題

43 九州がんセンター 研修・教育専門部会を中心に、県内の緩和ケア研修
会のプログラムや取り決め事項等について、検討を
行っている。

なし

44 九州大学病院 研修・教育専門部会を中心に、県内の緩和ケア研修
会のプログラムや取り決め事項等について、検討を
行っている。現在、県内の緩和ケア研修会開催施設
の募集枠の増や、指導者研修修了者の配置要件等
の見直しを検討している。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院  研修会等一覧表を作成し、協議会で報告を行って
いる。

（未記入）

46 長崎大学病院 長崎県は離島が多く、県の医療政策課、県医師会と
共同して毎年離島地域での緩和ケア研修会を開催
している。

なし

47 熊本大学医学部附属病院 ・緩和ケア研修会を年５回開催予定。また、熊本県
内のがん診療連携拠点病院と連携し、院外開催の
緩和ケア研修会への受入調整を行う。

・病院長のリーダーシップのもと、がん診療に携わる
医師は必ず緩和ケア研修会を受講するよう各診療
科長を通じて周知徹底。

・診療科長へ診療科毎の受講率を定期的に提示及
び未受講者リストを送付し、受講を促進。

・未受講者への受講案内の直接送付。

　　・医師の入れ替わりが多く、採用医師が受講しや
すい体制整備が課題。

48 大分大学医学部附属病院 研修専門部会を開催し，緩和ケア研修会の開催時
期の調整，拠点病院間の研修に関する情報共有を
図っている。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 年に６回県内各施設で開催
その中の１回を本院で開催を計画している。
また、平成27年3月の通知により平成29年6月までに
「がん診療において、がん患者の主治医や担当医と
なる者」の9割以上の受講完了が計画されていること
から追加の開催も検討している。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 ・がん診療に携わる医師を対象とした緩和ケア研修
会（PEACE研修会）（1回/年）
・地域医療機関の医療従事者を対象とした緩和ケ
ア・腫瘍を専門としている院外講師による講演会（1
～2回/年）
・院内職員を対象とした緩和ケア勉強会（2～3回/
年）
・院内緩和ケアリンクナースを対象とした看護師に対
する緩和ケア教育のための研修会（シリーズ化して
実施）
・地域医療機関の看護師を対象とした院外がん看護
専門看護師による講演会（1回/年）

なし

51 琉球大学医学部附属病院 当院主催の緩和ケア研修会は年1回の開催である。
しかし、当院が組織している沖縄県がん診療連携協
議会緩和ケア部会の指導で拠点病院以外の病院の
協力を得て、沖縄県全体としては年3回が開催義務
のところを今年度は7回の開催を決定している（昨年
度実績は6回）。また、沖縄県では単位制を採択して
おり，各緩和ケア研修会で相互受講が可能である。
専門研修の供給元である沖縄県における残り二つ
の初期研修プログラムである「臨床研修病院群プロ
ジェクト群星」「県立病院研修グループ」に対しても、
当院がんセンターが中心となって、積極的に受講を
お願いしている。
　研修部会にて医師向けの研修会を年３回企画開
催し、医師以外のメディカルスタッフ向け研修会も企
画開催している。緩和薬物療法認定薬剤師制度を
活用し、緩和医療薬学会での単位取得を視野に入
れた薬剤師向けの研修会を企画、実施している。各
施設と連携し、研修会の情報共有を行う事によって
受講生の人数を増加させている。

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）



No 施設 取り組み 課題

53 国がん東病院 平成29年6月までに「がん診療に携わる医師に対す
る緩和ケア研修会」研修完了に向けた計画として、
下記を行い実施している。
１） 年度の初めに、院長が診療科毎の緩和ケア研修
会受講状況を調査し、各診療科科長に伝える。各診
療科科長は緩和ケア研修会未受講者の受講予定表
を提出する。
受講医師は、受講後速やかに受講終了の旨を院長
に報告する。
各診療科科長は、年度末にまとめて予定達成状況
を院長に報告する。
２） 新規採用医師に対しては、採用時に緩和ケア研
修会修了書の提出を義務付ける。修了書の無い者
は、緩和ケア研修会受講予定表を提出する。

なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑧

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 北海道内の医療機関における専門医情報、緩和ケ
ア外来・入院施設、相談支援センターの施設紹介、
セカンドオピニオン、患者サロン、患者支援内容、患
者支援団体名、ウィッグレンタル、就労相談、各種制
度などの情報を北海道がん診療連携協議会（相談・
情報部会）監修で、北海道がんサポートブックを北海
道より平成25年、26年に冊子として2回発行し、北海
道や各施設のホームページに掲載した。平成27年に
は、普及版として北海道がんセンター発行で北海道
がんサポートハンドブックを発行し、北海道、北海道
がんセンターのホームページに掲載した。

なし

2 青森県立中央病院 各医療機関の情報及び患者団体等については、県
の「青森県がん情報サービス」にて公開されている。
　当院の情報については、当院ホームページへの掲
載の他、県内医療機関に診療案内として冊子にて配
布している。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○岩手県がん診療連携協議会のホームページに
て、県内各医療施設のキャンサーボード、セカンドオ
ピニオン、相談支援センターの一覧表を公開してい
る。
○県内の各医療圏内の患者サロン一覧、県内の患
者支援団体の一覧については岩手県がん診療連携
協議会ホームページへの掲載準備を行っている。
○岩手県各医療圏内の医療施設での緩和ケア外来
及び緩和ケア病棟については、緩和ケアマップの作
製を検討している。

なし

4 宮城県立がんセンター 宮城県がん診療連携協議会患者相談部会では、平
成26年3月に宮城県版患者必携を発
行している。しかし、内容の改訂が必要となったた
め、当院が中心になり、平成２７年９月ごろ改訂版の
発行を予定している。
また、宮城県版がん情報ポータブルサイト作成ＷＧ
委員として活動している。
院内では、各階にがん相談支援センター専用の掲
示板を設置し、タイムリーに情報提
供況を行っている。また、がん相談支援センター便り
の発行を4回～6回／年行い、活動状況等を報告す
るなど広報活動を行っている。

なし

5 東北大学病院 東北大学病院放射線治療科のホームページから県
内外の関連する放射線治療施設の診療可能内容な
どをまとめたものを掲示している。
http://www.radiol.med.tohoku.ac.jp/chiryo/

宮城県がん診療連携協議会患者相談部会では、昨
年度宮城県版患者必携WGを立ち上げ、「みやぎが
んサポートハンドブック」を発行、相談支援センター、
がん相談窓口、患者会・サロン、緩和ケアを有する
病院、市町村窓口へ配布した。宮城県内の各がん
相談支援センターを案内するチラシを作成し、県内
の医療機関や県内の包括支援センター118カ所に配
布して広報した。
消費税率や高額療養費制度、介護保険制度の変更
を踏まえ、今年度秋を目安に改訂版を発行する予定
で、相談部会で準備中。
　ホームページに関しては、当院のがんセンター先
進包括的がん医療推進室が宮城県版がん情報ポー
タルサイト作成WGを立ち上げ、『がん情報みやぎ』と
してがん医療についての正確な情報や県内の医療
機関の情報（緩和ケア外来、相談支援センター、
セカンドオピニオン）および患者サロン、患者支援団
体、在宅医療等の情報を広報している。相談員は
WGのメンバーとして関わっている。

なし

当該都道府県内の医療機関における診療、緩和ケア外来、相談支援センター、セカンドオピニオン、患者サロ
ン、患者支援団体、在宅医療等へのアクセスについて情報を集約し医療機関間で共有するとともに、冊子や
ホームページ等でわかりやすく広報すること



No 施設 取り組み 課題

6 秋田大学医学部附属病院 ・協議会及び病院HPを利用して広報している。HPは
可及的に更新するよう努力している。
・県拠点病院に平成27年5月に設置された、患者さ
ん用の図書室である「院内図書室」を中心に患者サ
ロンを計画している。
・県内のがん専門相談員と協力し、「あきたがんささ
え愛の日」を実施し、がん相談支援センターのＰＲ及
び出張相談等を行った。
・ラジオドラマＣＭ「明日への扉」を放送する。
・支援センターからのメッセージや連絡先等を掲載し
たパンフレットを医療機関・市町村窓口等に配布す
る予定である。

なし

7 山形県立中央病院 緩和ケア部会で、各病院の緩和ケア外来等の情報
交換を行っている。がん相談支援センターの連絡先
を、県の広報を通して新聞へ掲載していただいてい
る。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 患者サロン、患者支援団体についてとりまとめ、都
道府県拠点がん診療連携拠点病院のホームページ
に掲載している。

なし

9 茨城県立中央病院 昨年度，茨城版がん患者必携「いばらきのがんサ
ポートブック」を2万部作成して，各拠点病院等に配
布し，患者さんに利用してもらっている。
また，当院ホームページに電子データを掲載してい
る。

（未記入）

10 栃木県立がんセンター 県内の医療機関における相談窓口やセカンドオピニ
オン、患者会に関する情報のほか、よくある相談内
容や利用できる制度、就労支援に関する情報を集約
した冊子を作成・配布するとともに、ＨＰ「がん情報と
ちぎ」にも掲載し広報に努めている。

なし

11 群馬大学医学部附属病院 群馬県がん診療連携協議会のホームページ（HP)
に、緩和ケア、相談支援の各部会の情報を集約して
いる。また、各医療機関のHPにリンクを張り、情報を
入手しやすくしている。群馬県と共同で、県内各医療
機関のセカンドオピニオン、患者サロン等の情報、患
者会、在宅医療等の情報を集めた冊子を作成し、配
布している。

なし

12 埼玉県立がんセンター 相談支援作業部会で各拠点病院、指定病院の病院
情報の一覧（上記の内容など）を作成、定期的に更
新し情報共有している。
県内の在宅緩和ケア医のリスト作成、年２回更新し
情報共有している。
⑧の情報などをホームページに掲載している。
相談支援センター、患者サロン、就労個別相談会
（社労士・ハローワーク）、患者・家族向けの勉強会
の案内を院内の掲示板や外来モニターにも掲載して
いる。

（未記入）

13 千葉県がんセンター 千葉県が作成する冊子とホームページの作成・運用
に協力している。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

１）東京都が設置しているがんポータルサイトに都内
医療施設等の状況が集積されており、第一段階の
都内医療資源等の情報共有の場、一般の方々への
広報手段としております。
２）相談情報部会を中心に、「がん対策情報サービ
ス」ホームページについて周知を行い広報等につい
て活用するよう図っています。
３）施設内においては、「がん情報コーナー」等に各
種冊子を配備するなどして情報提供を行っていま
す。

１）東京都の場合、都指定のがん診療拠点病院等も
含めると協議会参加施設は６０施設、また、東京都
内病院数は６００以上が存在しており、医療情報量
が膨大となっています。また、現在は患者さんご自
身も様々な情報を自由に得られる環境にあります。
このような状況下において、情報の管理は電子シス
テムにより行われることが多いと考えられますが、正
しい情報の収集、更新、管理のためのメンテナンス
などにかかる費用（人的なものも含む）が莫大となる
ことが課題となっています。
２）患者支援団体に関する情報集約、共有方法につ
いて参考になる事例をご紹介をお願いします。
３）指定要件について以下２点について確認検討を
していただきたくお願いします。
　　①従事者の経歴などの情報収集、提供を例示す
ることは妥当でしょうか。
　　②セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹
介」とありますが、「提示が可能な医療機関」という表
現となっていないのはなぜでしょうか。



No 施設 取り組み 課題

16 神奈川県立がんセンター 神奈川県のＨＰに神奈川県内のがん相談支援セン
ターの一覧、患者サロン、患者会の情報を掲載。
神奈川県立がんセンターのＨＰに、情報を掲載し「か
ながん情報」として運営中。この中に、がん相談支援
センター一覧、県内の訪問看護ステーションの情報
を掲載し（神奈川県訪問看護連絡協議会のＨＰとリ
ンク）、在宅支援診療所や緩和ケア外来がある病院
についても、順次情報をアップしていく予定。

なし

17 新潟県立がんセンター 〇情報連携部会で患者サロンの情報を集約し、がん
診療拠点病院間で情報を共有している。
〇患者会の情報、緩和ケア外科の紹介、相談支援
センターの案内、セカンドオピニオン外来の案内な
ど、院内向けホームページに載せ患者などにわかり
やすい様に広報している。
〇情報連携部会発行の地域の療養情報として「がん
サポートハンドブック」を作成し、患者に配布してい
る。

（未記入）

18 富山県立中央病院 ・富山県がん総合相談支援センターで、患者さんや
その家族に対し、県内のがんに関する医療、患者さ
んやご家族の心理や生活・介護及び就労など様々
な情報を提供している。
・相談支援部会で医療機関間の情報共有をしてい
る。
・当院では、今後、ホームページ上に情報を集約し、
広報する予定。

なし

19 金沢大学附属病院 ・がん相談支援センターで情報を集約し、冊子やリー
フレットなどで情報提供できる体制にしている。併せ
て、内容に応じ石川県のホームページや石川県がん
診療連携協議会のホームページで公開している。

なし

20 福井県立病院 ・地域の療養情報「がん情報ふくい」を作成し、県内
医療機関、健康福祉センター等に配布

なし

21 山梨県立中央病院 定期的にホームページの更新を行い、広報活動を
積極的に行っている。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・長野県がん診療連携協議会　情報連携部会にお
いて、冊子「信州のがん療養情報」を毎年１回発行
し、県内の関係機関（医師会、地域がん診療連携拠
点病院等）に配布している。この冊子は県内のがん
相談支援センター、セカンドオピニオン、がん患者サ
ロン、緩和ケア等の情報をまとめている。
・同様の情報を、長野県がん診療連携協議会ホーム
ページにも掲載しており、いつでもアクセスできる環
境を整備している。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 ・岐阜県及び岐阜県がん診療連携拠点病院協議会・
患者相談専門部会と協同し，本院への岐阜県がん
情報センター委託事業による岐阜県がん患者支援
情報提供サイト「ぎふがんねっと」の情報充実化に努
めた。
・都道府県がん診療連携拠点病院事業の中心的役
割を果たしている院内組織・がんセンターのホーム
ページのリニューアルを行い，ユーザビリティの向上
を図るとともに，情報の更新に努め，がん相談支援
業務の充実を図り，がん診療・相談に関する情報を
提供した。
・がんセンターだより及びがんセンター実績報告書を
作成し，がん医療・相談等普及啓発・情報提供を目
的として院内の他，県内外医療機関に配布した。
・地域の広報誌等で広報をしている。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 当院のホームページにおいて、「Ｗｅｂ版がんよろず
相談Ｑ＆Ａ」、「あなたの街のがんマップ」を、運営し
情報提供している。
「Ｗｅｂ版がんよろず相談Ｑ＆Ａ」では、静岡県医療と
暮らしの情報として、各市町の医療に関する情報
や、拠点病院の情報にアクセスしやすいようにリンク
ページも作成している。
また当院作成のがん診療に関する各種情報冊子に
ついて、当院での配布の他に、同ホームページから
ダウンロードすることも可能にしている。
「あなたの街のがんマップ」では、在宅がん患者さん
の医療や、生活支援を行う施設の情報を提供してい
る。
また、「よろず相談」を設置し、県内外のがん診療情
報を収集するとともに、電話による一般市民への情
報提供、相談支援を行っている。

なし



No 施設 取り組み 課題

25 愛知県がんセンター中央病院 ・患者サロンは月２回定期的に開催しており、ホーム
ページに開催予定を公表するとともに、毎月院内ポ
スター掲示により情報を発信している。
・セカンドオピニオンは、各拠点病院の情報を集約
し、当院のホームページに公開するとともに、院内情
報掲示板に掲示している。
・相談支援センター会議、研修会において、各拠点
病院の就労相談等の取り組みについてとりまとめ、
病院間で共有している。
・緩和ケア外来については、ホームページや小冊
子、パンフレットを作成している。

・患者サロンについて、内容の工夫や参加者増のた
めに、どのように多職種が協働して企画運営してい
るか。

26 三重大学医学部附属病院 ・当院が中心となって各拠点病院のサロンや勉強
会、公開講座等の情報を集約し、三重県のHPにUP
して県民に広報している。
・緩和ケアに関する情報提供場所（外来、相談支援
センター、緩和ケアセンター、地域連携室）といった
入り口は統一せずにどこからでもアプローチできるよ
う、他部門での情報提供に努める。それぞれ部署
は、兼任者（Ns,MSW)も多く、共有できる状況にあ
る。
・上記で提供できる情報については「可視化集約」は
現状での課題である。
・提供側の連携は進んでいるが、情報を必要とする
患者・家族からのアプローチしやすさをあげることも
課題である。

なし

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会診療支援部会および相
談支援部会が中心となって、上記取り組みを行って
いる。
平成27年３月に滋賀県とともにがん対策情報サイト
（がん情報しが）を作成し、がん対策の総合的な情報
を効果的に発信している。

国、県、協議会それぞれで提供している情報が重複
しているのでサイトを整理する必要がある。
患者支援団体が管理・運営するサイトの監修体制が
整っていない。

28 京都大学医学部附属病院 当院では、京都府が主催する、「がん対策推進府民
会議情報提供充実対策部会」へ委員を派遣してい
る。この部会で作成された「京都府がん情報ガイド」
を院内で配布している。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 京都府がん対策推進府民会議情報提供充実対策
部会で作成された「京都府がん情報ガイド」を院内で
配布。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府は、2011年に「がん患者のための地域の療
養情報　大阪版」の冊子を発刊し、府下のがん拠点
病院の案内、緩和ケア外来、相談支援センター、セ
カンドオピニオン、患者サロン、患者支援団体、在宅
医療等へのアクセス情報などを提供している。さらに
WEBにおいても本冊子PDF版にて一般公開してお
り、自由に閲覧することができる。なおすでに発刊か
ら4年が経過しているため、現在、内容を刷新した改
訂版(2015年度版）を作成中である。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・兵庫県のHPに患者サロンの開催場所や開催時
間、対象者、問い合わせ先などの情報をわかりやす
くまとめ、掲載している。
・患者会や患者サロンの情報については、県内の相
談支援センター共通のマニュアルを作成し共有して
いる。患者サロンの情報集約は行っているが、広報
をするまでには至っていない。
・兵庫県立がんセンターのHPで相談支援センターの
活動内容を掲載している。
・がん診療連携協議会の情報・連携部会に参加し、
相談支援センターとの情報共有を図っている。
・患者団体とは年４回程度定期的に意見交換を行
い、連携協力体制を築いている。

・ピアサポートのシステムづくり

32 奈良県立医科大学附属病院 ホームページ：相談支援センターページには、県内
の緩和ケア外来　相談支援センター、患者サロン
患者会情報、在宅緩和医療、セカンドオピニオン情
報を掲載している。
また、国立がんセンター発行する冊子や、奈良県療
養ガイド等の冊子類は相談支援センター前に常時設
置している。
患者会や患者支援団体を行う研修会や交流会など
の案内チラシやポスターの掲示や配置を行ってい
る。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 在宅緩和ケアマップを発行し、県内で広く活用してい
る。今後は、分野の拡大、WEB上での公開等、広報
体制の強化について検討中。

（未記入）



No 施設 取り組み 課題

34 鳥取大学医学部附属病院 各病院がホームページや冊子で情報を提供している
が、それを集約して患者に提供できるようなホーム
ページの作成を検討している。

なし

35 島根大学医学部附属病院 上記の情報を含んだ島根県がんサポートブックは昨
年度作成し、関係各所に配布している。県のHPに情
報は集約されたものが掲載されている。

課題は、効果的な利用がされていないことである。

36 岡山大学病院 岡山県がん診療連携協議会HPにて緩和ケア外来、
相談支援センター、セカンドオピニオン、患者サロ
ン、患者支援団体についての情報について公開して
いる。また、岡山県がんサポートガイドを作成し地域
の情報を中心に相談窓口や支えの場、社会保障制
度の窓口を紹介している。

なし

37 広島大学病院 広島県のがん情報サポートサイト「広島がんネット」
や，がん患者の療養生活に役立つ身近な相談窓口
等の情報を取りまとめた冊子「地域の療養情報サ
ポートブック」（いずれも広島県が管理・運営又は発
行）に，当院の情報を提供している。

なし

38 山口大学医学部附属病院 山口県のホームページにおいて、県内の各拠点病
院のがん相談窓口の住所、電話番号、対応時間等
を一覧で掲載してある。
本院腫瘍センターホームページからも情報発信して
いる。
緩和ケアに関しては、山口県全体を網羅している「山
口県在宅緩和ケアガイドブック」を作成し活用してい
る。

各医療圏にて整理された情報を、どのように集約し
ていくかが課題となっている。

39 徳島大学病院 徳島大学病院では、病院およびがん診療連携セン
ターのホームページにて標記内容についての情報
掲載を行っている。また、院内広報誌である「いきい
きらいふ」を定期的に発刊し、各種がんについて患
者に分かりやすく広報することに努めている。
　徳島県は、「がん医療の提供体制および連携体制
の最適化」を目標に、地域医療再生基金を利用して
平成22年に「徳島がん対策センター」を設置した。徳
島がん対策センターのホームページでは、徳島県内
におけるがん相談支援・セカンドオピニオン・がんサ
ロン・緩和ケアに関して情報提供するとともに、家族
性腫瘍に関する遺伝相談、高額療養費制度などに
ついても詳細な情報を掲載している。
徳島がん対策センターURL; http://www.toku-
gantaisaku.jp/index.html

なし

40 香川大学医学部附属病院 年間６回（平成２６年度実績）がん患者サロンを開催
しており、腫瘍センターホームページで案内を出すと
共に、県内関係医療機関、患者会等に開催案内ちら
しを配布している。
香川県がん診療連携拠点病院のホームページに県
内のがん情報やがんプロの情報を集約している。ま
た県内の拠点病院の研修会等の情報は事務局に連
絡いただき管理している。

なし

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会ホームページを始め当
院及び当院附設の患者・家族総合支援センターの
ホームページで積極的に情報収集した最新内容を
随時更新し情報提供を行っている。また、愛媛県が
ん診療連携協議会の傘下組織であるがん相談支援
専門部会が作成した『地域の療養情報冊子』は、協
議会ホームページからダウンロードすることが出来
る。がん関連機関に情報提供し窓口での案内に役
立ててもらっている。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 高知県下の相談支援担当者で「高知県地域医療連
携ネットワーク会」を組織しており、本年度内に上記
内容等を含む冊子を作成予定
また、がん患者さんやご家族向けの療養情報を記載
した「高知県版がんサポートブック」（高知県作成）を
活用し、「がん」と診断された患者さんが活用できる
経済的・社会的な制度、相談窓口や地域の交流の
場等の情報を提供しています。

上記情報の冊子を毎年作成したり、ホームページ等
を作成・内容更新（リアルタイム）できれば、業務上と
ても助かると思う。しかし現実的には、手間がかかる
ため難しい。全国的には、どのように対応しているか
知りたい。

43 九州がんセンター 相談支援センター、セカンドオピニオンについては、
福岡県がん診療連携協議会を通じて情報共有し、福
岡県のＨＰにて公開している。

なし

44 九州大学病院 セカンドオピニオンについては、福岡県がん診療連
携協議会を通じて情報共有し、福岡県のHpnite公開
している。
また、県内のがん医療・がん在宅医療に関わる関連
施設の情報を集約し、ガイドブックを作成した。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 年一回、協議会広報誌を発行している。 （未記入）



No 施設 取り組み 課題

46 長崎大学病院 ・サポートブック（患者必携）を作成し、患者・家族向
けに情報発信を行っている。相談支援センターに相
談に来た方やがん患者・家族で希望者に配布してい
る。
・セカンドオピニオンについては、県内の医療機関に
アンケートし、HPにて公開している。

・情報集約についてマンパワーが足りないため、更
新が滞ることもある。
・インターネットなどで取出せるようにしているが、高
齢者等インターネット環境がない方向けに冊子など
で配りたいが予算確保が難しい場合もあり。
・国立がん研究センター中央病院 ウェブサイト内「連
携医療機関検索」のような医療機関情報サイト（※）
を都道府県レベル（あるいは都道府県部会レベル）
で作成・運用されているところがあれば、①その利点
と欠点②サイトの作成の経緯や運用方法、実施主体
等③相談者がこれらの情報を得る方法として工夫さ
れている取り組みがあれば紹介してほしい（例：拠点
病院、市役所・図書館等の公共の場にウェブサイト
専用の閲覧ＰＣ設置や有料印刷コーナーを設置して
いる、等）。
自院外からの相談にも対応する相談員にとって、正
確でフレッシュな情報を共有し、相談者へ提供できる
ことは有意義と考えると同時に経費やマンパワーの
確保が課題。
※いわゆる「医療機関情報提供制度（医療情報ネッ
ト）」とは別ツール

47 熊本大学医学部附属病院 ・緩和ケア外来については、「緩和ケアのご紹介」か
らはじめ、院内においてどのような支援が受診できる
か、どこで診療できるか等の情報をホームページで
案内している。
・がん相談支援、緩和ケアに関するリーフレット等を
作成し、院内及び県内の医療機関内に配置・配布し
ている。
・「熊本県内がん診療連携拠点病院のがんに関する
セカンドオピニオン実施窓口一覧」を策定し、ホーム
ページで広報を行っている。
・熊本県がん診療連携協議会緩和ケア部会は、患
者さんやその家族に対し地域の緩和ケア提供体制
について、情報提供を行うことを目的として、熊本県
内の各医療機関のご協力を得て、熊本県の在宅緩
和ケアマップを作成し、ホームページで広報を行って
いる。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 平成２６年度に「おおいたのがんサポートブック～大
切なあなたと家族のために～」を大分県が作成し、
各拠点病院で患者さんへ配布している。

サポートブックの作成部数が６００部と少なくすでに
本院へ配布された１２０部は残り少なくなっている。
他県はどうやって予算を確保しているか。

49 宮崎大学医学部附属病院 県庁や本院のホームページに以下の内容を掲載し
ている。
・緩和ケア外来
・相談支援室
・セカンドオピニオン

また、がん相談支援センターを有する県内の病院一
覧を病院内に掲示、リレーフォーライフでの配布を行
なっている。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 ・病院ホームページでの広報 なし

51 琉球大学医学部附属病院 ・沖縄県から委託を受け、地域の療養に関する情報
をまとめた冊子を、相談支援部会で作成している。
・5版(2015年版)までの改訂を重ね、毎年20,000部を
発行し、県内に無料で提供している。冊子の内容
は、県内の医療機関における診療、緩和ケア外来、
相談支援センター、セカンドオピニオン、患者サロ
ン、患者支援団体、在宅医療等へのアクセス、体験
談などである。
・協議会ホームページにも掲載し、冊子について入
手方法も含めたチラシを作成、院内外に掲示及び配
布している。
＜協議会HP＞
http://www.okican.jp/detail.jsp?id=21980&menuid=6
375&funcid=1

なし

53 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）



No 施設 取り組み 課題

52 国がん東病院 ・院内外来フロアに、がん関連情報コーナーを設置
し、各種情報を患者が習得できるよう環境を整備し
ている。
・合わせて、市内拠点病院および行政と協働して、
「柏市がんサポートハンドブック」を作成し、市内の行
政窓口（児童・成人・高齢者・検診等）に設置、適宜
配布を行う等、医療機関へアクセスしなくても、がん
療養に役立つ支援資源にアクセスできるよう工夫を
している。
・2ヶ月に1回程度、地域医療機関向けに症例検討会
（あるいは情報交換会）を開催し、当院におけるがん
診療の状況、各種支援体制の紹介、地域の緩和ケ
ア・在宅医療の取り組み状況等を、医療者間で情報
共有する場を設けている。

なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑨

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 今年から、北海道の協議会を１回から複数回にして
連携体制を取りたい。

なし

2 青森県立中央病院 なし なし

3 岩手医科大学附属病院 ○全国がん診療連携拠点病院連絡協議会での審議
事項及び通達事項等を、岩手県がん診療連携協議
会にて各拠点病院への通達及び審議を行い、岩手
県での方針について検討を行っている。

なし

4 宮城県立がんセンター なし なし

5 東北大学病院 都道府県協議会及び各部会に出席し、情報を共有
する。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・国協議会に都道府県がん診療連携拠点病院病院
長が参加、また行政者も参加し、国協議会との体系
的な連携体制を構築している。

なし

7 山形県立中央病院 国協議会が開催する部会等の会議への出席、アン
ケート等への回答。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 国協議会には必ず委員が出席して，情報を把握し，
協議会や部会で周知できるようにしている。

（未記入）

10 栃木県立がんセンター なし なし

11 群馬大学医学部附属病院 国協議会からの情報は、県内協議会や各部会に情
報提供を行っている。また、部会の開催日程を決定
する際も、国協議会の情報を速やかに伝達できるよ
う、国協議会開催後に設定している。

なし

12 埼玉県立がんセンター なし なし

13 千葉県がんセンター 国協議会の報告事項を県内の拠点病院等へ周知し
ている。今年度はオブザーバーとして参加し、連携
体制を継続する予定。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

都道府県拠点病院として国協議会に参加し、その内
容については各部会及び担当者会等において情報
提供を行っています。

なし

16 神奈川県立がんセンター なし 「体系的な連携体制」の意図することがわかりませ
ん。

17 新潟県立がんセンター なし （未記入）

18 富山県立中央病院 なし なし

19 金沢大学附属病院 なし なし

20 福井県立病院 なし なし

21 山梨県立中央病院 なし なし

22 信州大学医学部附属病院 ・長野県がん診療連携協議会では、都道府県がん
診療連携拠点病院連絡協議会（国協議会）の報告と
意見交換を行っており、意見の内容によっては、国
協議会へ県協議会として提言・連携することを視野
に入れている。
・また、当協議会の下に設置している各部会（がん登
録部会、緩和ケア部会、情報連携部会、研修教育部
会）は、国協議会の下に設置している各部会と密接
な関係を持ち、より実務的なフィードバックと情報交
換を行っている。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会及び各
部会出席し，国協議会との連携をとることに努めて
いる。

なし

24 静岡県立静岡がんセンター 国協議会での議論の内容や決定事項を、県協議
会、相談支援センター担当者会議において共有し、
各拠点病院等のがん対策等に活用している。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・愛知県がん診療連携協議会の機能が、低下しない
よう、国が集約する全国の都道府県協議会の情報
に意識を向けるとともに、部会も含めて愛知県の協
議会の情報についても、情報提供の申し出があった
場合は、速やかに提供する。
・国が主催する部会に参加し、積極的に意見を出す
とともに、必要な情報を持ち帰り速やかに拠点病院
間で共有する。

なし

26 三重大学医学部附属病院 なし なし

国協議会との体系的な連携体制を構築すること



No 施設 取り組み 課題

27 滋賀県立成人病センター 連絡協議会出席時は、県と調整を行い、病院からは
がん医療担当副院長および事務担当者、県からも
がん診療担当者が出席している。
連絡協議会各部会においても、病院から担当医師
および事務担当者が出席している。
連絡協議会等で得た情報は、県の協議会等で周知
し情報共有を行っている。

なし

28 京都大学医学部附属病院 当院は、国協議会および府の全部会に委員を派遣
しており、各種情報の収集・共有に努めている。京都
府では、国協議会の臨床試験部会を除く各部会につ
いて、同様の部会を設置しており、体系的な連携体
制を構築している。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 　国協議会の情報を共有するとともに、京都府では
「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」に基
づき、京都府内の地域がん診療連携拠点病院や連
携病院、医療関係機関とで構成されている、京都府
がん医療戦略推進会議および下部組織としての部
会を運営。 会議の場では、京都府におけるがん診
療の質の向上及び、診療連携の協力体制の強化の
ための協議を実施するとともに、一体的な情報共有
に努めている。

なし

30 大阪府立成人病センター 国協議会からの必要な情報は各拠点病院に速やか
に連絡する体制は作られているが、それに加えて、
今年度から各拠点病院の訪問・視察を実施し、さら
に緊密に連携を深め、国協議会とのつなぎ役を十分
に果たす予定である。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会、各
部会への参加と情報共有。
・がん対策推進協議会での検討事項、国レベルの活
動の確認。

・指定要件強化や機能強化事業など、国指定・県指
定拠点病院での活動や業務などの負担が増加して
いるが、補助金は増えない。また、がん対策推進の
ための診療録管理士やCRC、MSW、線量管理士、そ
の他の医療者の、専従の職員としての配置が必要
であるが、国や学会レベルでの要請(制度)に県の人
事制度が対応できていない。正規職員としての採用
が困難であり、日々雇用職員や非常勤嘱託員など
の身分での雇用しかできず、離職につながってい
る。国からの指示の強化（診療報酬、指定要件など）
が必要

32 奈良県立医科大学附属病院 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会での情
報及び、別途国協議会から入る情報を県内の地域
がん診療連携拠点病院および県が指定している奈
良県がん診療連携支援病院と共有する体制を構築
している。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 なし （未記入）

34 鳥取大学医学部附属病院 国協議会での議論を踏まえて、県がん診療連携協
議会およびTV会議を定期的に開催し、PDCAサイク
ルを通じて現場での実際的状況を国協議会へ還元
する体制を整えている。

なし

35 島根大学医学部附属病院 島根県の場合は、がん対策にかんするものは、緩和
医療以外は島根大学病院腫瘍センター長に情報は
集約されている。腫瘍センター長が県内のがん対策
に関してほぼすべてを理解しており、腫瘍センター長
を通して国との連携をとっているので、そこの部分で
の連携は良好である。

あまりに1人に集約しすぎており、これ以上の機能の
改善は望めない。新体制を構築することが課題であ
る。

36 岡山大学病院 なし （未記入）

37 広島大学病院 国協議会の各部会での審議状況を踏まえ，広島県
がん診療連携協議会の各部会における活動に反映
させている。

なし

38 山口大学医学部附属病院 国協議会、部会に本院からも出席している。 なし

39 徳島大学病院 徳島大学病院では、現時点において都道府県がん
診療連携拠点病院連絡協議会 (以下、国協議会) と
の連携を実施していないが、都道府県がん診療連
携拠点病院の指定要件である国協議会との体系的
な連携体制の構築に向けて、「徳島大学病院がん診
療連携センター会議」(月1回開催) および「徳島県が
ん診療連携協議会」(年2回開催) での検討を行う予
定である。

なし

40 香川大学医学部附属病院 なし なし



No 施設 取り組み 課題

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会ホームページは国協議
会ホームページにリンクし最新の情報にアクセスで
きる。国協議会で開催される会議には愛媛県がん診
療連携協議会会長である当院院長または当院副院
長が出席し全国47都道府県におかれた協議会関係
者と積極的に意見交換を交わしながら情報共有を行
うことでがん医療の普及啓発推進に取り組んでい
る。さらに、国協議会より持ち帰った情報は愛媛県が
ん診療連携協議会において還元している。

国協議会の資料をpdfフィルで提供していただけると
助かります。

42 高知大学医学部附属病院 高知がん診療連携協議会にがん登録部会、情報提
供・相談支援部会を設置するなど、国協議会の体制
に近づけることにより、国協議会からの情報や取組
みを県内で共有しやすい体制としている。

なし

43 九州がんセンター 国協議会の部会に合わせて、平成２７年度より福岡
県がん診療連携協議会に緩和ケア専門部会を設け
た。

なし

44 九州大学病院 なし なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし （未記入）

46 長崎大学病院 なし なし

47 熊本大学医学部附属病院 都道府県がん診療連携協議会及び各部会に参加
し、熊本県がん診療連携協議会及び各部会におい
て、議事等の共有を図っている。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 大分県がん診療連携協議会や各専門部会で報告
し、情報共有を行っている。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 国協議会が主催している会議・部会へ開催の都度
出席し、最新情報の収集に努めている。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 なし なし

51 琉球大学医学部附属病院 厚労省がん対策推進協議会に関しては、年4回の沖
縄県がん診療連携協議会及び幹事会の報告事項の
厚生労働省審議会の項目で報告している。具体的
には、紙資料（後にホームページで公開）で議事次
第と主要資料を、口頭で議事要旨について報告して
いる。
　国協議会及び各部会に関しても、前記と同様に報
告している。専門部会においては、事務局で必要な
資料・議事要旨を選択して（例；相談支援・情報提供
部会の件は、県相談支援部会）、報告している。さら
に、部会で必要な事項は、事前・事後に議論してい
る。

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅱ 都道府県がん診療連携拠点病院の役割について

⑩

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 各部会がメーリングリストを作り、情報の共有に努め
ている。

なし

2 青森県立中央病院 センターによる研修については、県担当者から関係
医療機関の担当者に対し、周知がなされている。
　また、重要な事項については県のがん診療連携協
議会の場で、周知、共有をしている。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○全国がん診療連携拠点病院連絡協議会での決定
事項については、岩手県がん診療連携協議会にて
各拠点病院への決定事項の通達を行っている。

なし

4 宮城県立がんセンター なし なし

5 東北大学病院 宮城県がん診療連携協議会総会で情報提供を行っ
ている。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・県協議会を2014年度は4回開催し、国立がん研究
センターによる研修に関する情報や国協議会での決
定事項を周知した。また、各部会でも同様に周知し
た。
・緩和ケアに関しては、県内すべての緩和ケアチー
ムをメーリングリストに登録しており、研修や全国協
議会、緩和ケア部会等の内容報告に利用し情報共
有を図っている。
・がん相談支援においては、県がん相談員担当者会
議を年２回開催し、協議会の報告、連絡、問題点や
課題等について検討している。

なし

7 山形県立中央病院 各病院へ伝えなければならない事項がある場合は、
部会のメーリングリストや事務担当者あてのメール
で連絡している。郵送すべきものは、郵送する。

なし

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 研修については，随時，県がん担当課から，メーリン
グリストにより各拠点病院に情報提供を行っている。
また，国協議会の決定事項の共有に関しては，協議
会や各部会において，国の会議の状況について報
告を行うこととしている。

（未記入）

10 栃木県立がんセンター 　国協議会及び国部会での決定事項や各種情報を
確実に県内で共有するため、県協議会及び県部会
において周知を行っている。

なし

11 群馬大学医学部附属病院 県内協議会事務担当者、又は該当する部会事務担
当者を通して、Eメールにて情報提供を適宜行ってい
る。また、群馬県がん診療連携協議会、およびその
下部の部会を定期的に開催し、国協議会および部
会の議事内容を報告している。

なし

12 埼玉県立がんセンター なし なし

13 千葉県がんセンター 今年度も県からの推薦を受け、連絡・共有体制を維
持する予定。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

各部会及び担当者連絡会等で情報提供を行ってい
ます。
また、必要がれば各拠点病院等あてメールにより情
報提供をしています。

なし

16 神奈川県立がんセンター ・都道府県がん診療連携拠点病院協議会における
討議内容をその後に開催する、県がん診療連携協
議会にて報告している。
・県がん診療連携協議会メンバーの医師のメーリン
グリストを作成し、協議会長より情報を提供してい
る。・県がん診療連携協議会の部会でる相談支援部
会、院内がん登録部会でもメンバーのメーリングリス
トを作成し、情報を提供している。

なし

17 新潟県立がんセンター 国立がん研究センターによる研修に関する情報や国
協議会での決定事項の県内での情報共有について
は、県主管課からの通知等の周知によるものとして
いる。

（未記入）

18 富山県立中央病院 なし なし

国立がん研究センターによる研修に関する情報や国協議会での決定事項が確実に都道府県内で共有される体
制を整備すること



No 施設 取り組み 課題

19 金沢大学附属病院 国立がん研究センターによる研修の情報は石川県
の担当者から各がん拠点病院等に情報提供があり
都道府県内で情報共有されているので当院で特に
取り組んでいることはありません。国協議会での決
定事項については県内のがん協議会などで地域が
ん診療連携拠点病院等に周知している。

なし

20 福井県立病院 ・協議会資料等は、各拠点病院に配布 ・国協議会、部会資料・議事録をもう少し早くホーム
ページに掲示していただきたい。

21 山梨県立中央病院 なし なし

22 信州大学医学部附属病院 ・設問⑨に同じ（情報共有体制が整備されている）。 なし

23 岐阜大学医学部附属病院 なし なし

24 静岡県立静岡がんセンター 国協議会での議論の内容や決定事項を、県協議
会、相談支援センター担当者会議において共有して
いる。また、協議会では、個別分野毎の各医療機関
担当者を決め、担当者一覧を作成し、個別に国や県
からの情報を共有している。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・愛知県と連携し、国の通知・通達、国立がん研究セ
ンターによる研修などの情報を文書やメールで通知
するなど、常に情報共有をしている。
・愛知県協議会及び下部組織を設置し、年１回以上
開催し、国協議会での内容を県内の拠点病院に情
報提供するとともに、今後の課題などについても意
見交換をしている。

なし

26 三重大学医学部附属病院 各部会のＭＬがあり、これにより県内各病院の担当
者には周知が出来ていると考え居る。

なし

27 滋賀県立成人病センター メーリングリストや県協議会の会議において、県およ
び県協議会から各病院へ情報を周知し共有してい
る。

なし

28 京都大学医学部附属病院 京都府、京都府立医科大学附属病院、当院と三者
間で情報を共有するよう努めている。
重要情報等については、京都府庁において、府内の
がん診療連携拠点病院の総括的な窓口担当者の名
簿を作成し、随時、情報共有が出来る体制を構築し
ている。
各部会にはそれぞれ事務局が選定されており、各部
会長を中心とした活動体制を構築している。
　・院内がん登録部会（京都医療センター）
　・外来化学療法部会（京都大学医学部附属病院）
　・研修部会（京都大学医学部附属病院）
　・緩和ケア部会（京都府立医科大学附属病院）
　・緩和ケア部会ELNEC看護師研修会議
　　（京都大学医学部附属病院／京都府立医科大学
附属病院　※毎年交代）
　・相談支援部会（京都市立病院）
　・地域連携部会（京都府立医科大学附属病院）

なし

29 京都府立医科大学附属病院 各病院の現状調査を実施し、情報を共有している。
また、各診療科を通じて、実務者レベルの情報交換
会を開催している。

なし

30 大阪府立成人病センター 大阪府を通じ情報や決定事項が通知された場合、
速やかに関連部署に連絡をしている。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・兵庫県がん診療連携協議会、幹事会及び部会に
おいて、国レベルの連絡協議会、部会等の決定事項
や討議内容を必ず周知している。
・国立がん研究センターで行われた研修内容なども
周知している。
・兵庫県がん診療連携協議会から、国指定・県指定
拠点病院や、拠点病院に準じる病院(組織図のA､B､
C参照)に､研修情報等を院内で周知徹底を図るよう
要請している｡
・兵庫県がん診療連携協議会のHPに情報をアップ
し、情報共有を図っている。

・研修の参加者が少ない。

32 奈良県立医科大学附属病院 国協議会での決定事項等については、奈良県がん
診療連携協議会で共有している。
研修については国立がん研究センターで開催される
指導者研修会（がん化学療法医療チーム指導者研
修、緩和ケアチーム指導者研修、がん看護せん妄ケ
ア指導者研修、院内がん登録実務指導者研修）に
参加し、地域を対象に伝達講習を開催している。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 和歌山県がん診療連携協議会にて、国協議会に関
する情報を伝達・共有している。また常時、メーリン
グリスト等により国協議会に関する情報を随時発信
している。

（未記入）



No 施設 取り組み 課題

34 鳥取大学医学部附属病院 各地域がん診療連携拠点病院、がん診療連携拠点
病院に対する情報共有を行う体制については、年2
回の県がん診療連携協議会および隔月のTV会議を
定期的に開催し、情報共有を行っている。その他、
今後はホームページへの掲載、メールでの連絡網な
どの整備に向け各関係機関と連携をとりながら準備
を行っている。

情報提供の時期がかなり遅いと思います。半年前く
らいには予定できないでしょうか？

35 島根大学医学部附属病院 このような機能をもたせるために平成26年度がん診
療部会をつくった。

がん診療連携部会がうまく機能していない。

36 岡山大学病院 がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院、県指
定推進病院に連絡委員を置き、県や県拠点病院か
ら情報の提供を随時行っている。また、がん診療連
携協議会のMLを開設して、研修や協議会などの情
報提供を施設長を筆頭に担当者へ直接情報提供出
来る体制を整備している。

（未記入）

37 広島大学病院 国協議会での審議事項等の情報については，協議
会開催後の時期を調整して広島県がん診療連携協
議会（各部会を含む）を開催し，県内の各拠点病院
をはじめ，広島県担当部署（がん対策課）及び広島
県医師会に対して情報提供している。

なし

38 山口大学医学部附属病院 実務担当者会議で報告を行い情報を提供している。
国協議会での決定事項を本院腫瘍センターホーム
ページからも情報発信している。

なし

39 徳島大学病院 「徳島県がん診療連携協議会」(年2回開催) におい
て、国立がん研究センターによる各種がん研修に関
する情報や都道府県がん診療連携拠点病院連絡協
議会での伝達事項、決定事項について報告すること
により、情報共有に努めている。

なし

40 香川大学医学部附属病院 毎年、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
直後に香川県がん診療連携協議会を開催して、国
協議会での決定事項がスムーズに県内の拠点病院
に周知できるよう日程調整している。

なし

41 四国がんセンター 愛媛県がん診療連携協議会では、組織の中でメーリ
ングリストを作成しており、情報共有についてタイム
リーに発信、集約することができる。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 高知がん診療連携協議会にがん登録部会、情報提
供・相談支援部会を設置するなど、国協議会の体制
に近づけることにより、国協議会からの情報や取組
みを県内で共有しやすい体制としている。

なし

43 九州がんセンター 福岡県がん診療連携協議会及び専門部会を通じ
て、国協議会での決定事項等について、県内の各拠
点病院へ情報提供している。

なし

44 九州大学病院 福岡県がん診療連携協議会を通じて、国協議会で
の決定事項等について、県内の各拠点病院へ情報
提供されている。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 平成27年3月に全国がん登録説明会を開催した。ま
た、本年度（平成27年度）においては、年二回の開
催を予定している。

（未記入）

46 長崎大学病院 県から8つの拠点・推進病院にメールで情報が提供
されている。
協議会からも再度情報の共有を行っている。

（未記入）

47 熊本大学医学部附属病院 国立がん研究センターに主催よる研修に関する情報
は、熊本県担当課を通じて、県内各拠点病院へ情報
提供が行われている。国協議会での決定事項に関
しては、年2回開催される熊本県がん診療連携協議
会及び各部会において報告、各拠点病院へ情報提
供を行っている。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 県の担当者から、各拠点病院の事務担当者へ連絡
があり、各病院の担当や対象者へ周知している。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 院内がん登録に関する情報は院内がん登録専門部
会内で共有している。
宮崎県の各拠点病院と県のがん対策の担当者との
メーリングリストで情報共有をしている。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 なし なし

51 琉球大学医学部附属病院 ・国立がん研究センターから、研修に関する案内が
沖縄県の担当事務へメールで届いた場合、関係部
署へ転送して頂き周知をしている。
・国協議会（部会を含む）での決定事項は、沖縄県が
ん診療連携協議会及び幹事会（年各４回開催）で毎
回報告している

なし

52 国がん中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅲ PDCAサイクルの確保について

①

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター 都道府県がん拠点病院の要件を満たすことを中心
に、行ってきたがＰＤＣＡサイクルを回すまでに至って
いない

なし

2 青森県立中央病院 　がん患者の除痛率の向上を目的とし、痛みのスク
リーニングを毎日実施、診療科ごとに除痛率の検討
と未除痛患者リストの作成を行っている。それらを担
当医、看護師にフィードバックし麻薬量の調整などを
行うとともに、痛みの聴取法の検討、徹底をしてい
る。

なし

3 岩手医科大学附属病院 ○岩手県がん診療連携協議会会員病院の代表者と
実務者が集まり「化学療法部門ＰＤＣＡサイクルワー
キンググループ」を平成２７年４月に立ち上げ、グ
ループ長の選出、昨年度実施したヒアリング報告及
びがん化学療法チーム研修会等今後の活動計画の
検討を行っている。

なし

4 宮城県立がんセンター ＰＤＣＡ評価項目として、国からのがん診療連携拠点
病院の指定要件を用いることとした。指定要件につ
いて３段階の自己評価を行った。

なし

5 東北大学病院 外部委員を交えた放射線治療品質管理委員会を月
１回開催し、インシデント報告および解決策を医師・
医学物理士・品質管理士・看護師・診療技師が参加
し、議事録は東北大学病院放射線治療科のホーム
ページに掲載している（スタッフのみ閲覧可）。
都道府県のPDCAサイクルの指摘事項を院内の対
応部署で検討し改善を行っている。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・年間目標を設定して毎年評価を行っている。
・病院運営委員会において活動状況（セカンドオピニ
オン件数、がん相談件数、相談内容などを含む）を
報告し共有している。

・相互評価実施の現状と今後の予定についてお知ら
せいただきたい。

7 山形県立中央病院 患者の満足度をあげていく取り組み。 良い取り組みがありましたら、ご紹介ください。

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 がん診療連携拠点病院運営委員会を設置し，取組
状況の把握や対策の検討を行った。
また，東京大学工学系研究科 医療社会システム工
学寄付講座が開発した，がん診療体制の質に関す
る調査に，参加が必須となっている大腸がんのほ
か，肺がん，薬物療法についても参加をした。
各拠点病院等との情報共有については，協議会に
おいて，各拠点病院のＰＤＣＡに関する取組状況を
報告してもらうとともに，その資料をホームページに
掲載した。

なし

10 栃木県立がんセンター 　開業医や医師にがん患者を当センターに紹介して
もらえるよう、積極的に県内各地に出向き、当院の
治療成績や強みをアピールすることが必要だと考
え、県内10か所の医師会を拠点に、各医師会に所
属している病院や診療所等を対象に講演会や勉強
会を開催する。講演会や勉強会の内容については、
当センターの各診療科で検討する。

なし

11 群馬大学医学部附属病院 （１）各部門や運営委員会等で上記事項に関して情
報把握から改善策までを講じているが、適宜毎月定
期開催している病院運営会議においても左記の事
項について協議を行っている。また、年一回院内部
署相互による自主点検、他病院との感染対策相互
チェックの実施を行っている。
（２）必要に応じて県内がん拠点病院等医療機関か
ら情報収集、県に提出された現況報告書を活用する
体制を整えている。昨今ではがん診療体制の質、地
域連携クリティカルパスの運用方法についての情報
把握を行い、集計結果を次回のがん診療連携協議
会時に報告予定。なお、地域に対する広報として
は、がん相談対応時等に、必要に応じて情報提供を
行っている。

なし

施設としてのPDCAサイクルの確保



No 施設 取り組み 課題

12 埼玉県立がんセンター (1)当センターの最高意思決定機関である部局長会
議において、毎月の経営状況や各委員会の活動結
果報告及び懸案事項が報告されている。その報告
に対して改善策の立案・実施の指示をしている。
(2)県がん診療連携拠点病院協議会において各施設
の情報を共有するとともに評価を行った。また、その
結果をホームページに掲載することで地域に情報を
提供した。

なし

13 千葉県がんセンター （1）医療安全管理委員会に「医療の質管理部会」を
設置し、QIを算出している。
（2）がん診療連携協議会にPDCAサイクル専門部会
を新設し、情報共有と相互評価を行い、同協議会の
ホームページで広報した。

（未記入）

14 がん研究会有明病院 （１）がん研究会有明病院院内のＰＤＣＡサイクルの
確保
・緩和ケア研修会の受講率アップ
・苦痛スクリーニング体制の整備

（２）東京都がん診療連携協議会としてのＰＤＣＡサイ
クルの確保
ＰＤＣＡサイクル確保のため評価・改善部会を設置。
現在、各病院が実施しているＰＤＣＡサイクルの事例
の紹介と、具体的な手法のマスターに向けた勉強会
を行っています。また、各施設の現況報告書を共有
し、その中から改善目標を選ぶ準備がおわったとこ
ろです。今後、東京都として、どの様な目標を設定
し、改善活動を進めるか検討を継続する予定です。

他都道府県の取り組み状況統一指標の有無、指標
の作成過程の情報提供をしてほしい。

15 東京都立駒込病院 （１）駒込病院院内のＰＤＣＡサイクルの確保
院内組織とし評価・改善ワーキンググループを設置
した。評価・改善ワーキングでは評価項目ごとの
チームをつくりＰＤＣＡサイクルにより課題認識、改善
にあたった。
平成２６年度は次の４つの指標によるチーム活動が
行われた。
①　指導管理料チーム→がん患者の指導管理の充
実（指導管理料算定増）
②　スクリーニングチーム→がん患者に対する身体
的、精神心理的、社会的苦痛のスクリーニング体制
の構築
③　キャンサーボードチーム→キャンサーボード、合
同カンファの実施内容さらなる充実
④口腔ケアチーム　口腔ケアプロトコール実施件数
の増
（２）東京都がん診療連携協議会としてのＰＤＣＡサイ
クルの確保
ＰＤＣＡサイクル確保のため評価・改善部会を設置。
現在、各病院が実施しているＰＤＣＡサイクルの事例
の紹介と、具体的な手法のマスターに向けた勉強会
を行っています。また、各施設の現況報告書を共有
し、その中から改善目標を選ぶ準備がおわったとこ
ろです。今後、東京都として、どの様な目標を設定
し、改善活動を進めるか検討を継続する予定です。

ＰＤＣＡサイクルについては、何を指標とするかがま
ず問題となると考えられるが、現在具体的に数値目
標を設定して取り組んでいる都道府県の協議会があ
るようでしたら、その指標と取組み内容のご教授い
ただきたいと思います。



No 施設 取り組み 課題

16 神奈川県立がんセンター １)①患者満足度の向上・１年に１回患者満足度アン
ケートを実施。アンケートの５段階評価で３以下の項
目があれば、評価を上げるため、投書箱運営委員会
等で定期的に患者さんの声を拾い上げ、当該部署
に対策を求めていく。
②医療の質の向上
－１）院内クリニカルパスの数と利用患者数を増や
すクリニカルパス検討会議で評価し、クリティカルパ
スの適用となる検査・治療入院について当該診療科
に新たに作成依頼を行う。
－２)退院サマリの提出率を90％以上にするために
毎月提出状況をチェックし、医師別、診療科別の提
出率を診療録検討会議に報告し、個別指導を行う。
提出率の低い理由について診療科部長と面談を行
い原因を明らかにする。

(２）県がん診療連携協議会を年２回開催し、県内の
情報を共有し、診療の質向上につながる取組に関し
て検討している。協議会の下部組織として、院内が
ん登録部会、相談支援部会、緩和ケア部会、地域連
携クリティカルパス部会を設置している。相談支援部
会ではメーリングリストを作成し、活用して、情報の
共有に努めている。各施設のセカンドオピニオンへ
の対応に関する情報、各相談支援センターの担当
者および連作先の情報等を共有している。また都道
府県拠点病院が中心になって地域の医療資源の情
報を集約する予定で検討を進めている。院内がん登
録部会では院内がん登録のデータの分析・評価を実
施している。毎年緩和ケア研修会を開催し、医師以
外の医療従事者の参加も受け入れている。

なし

17 新潟県立がんセンター BSC（バランスとスコアカード）の取り組みを実施して
いる。
平成26年度から「医療の質の評価」への参加をして
いる。
また、医療機能評価を受審しており、今年度は更新
に向け準備をしているところである。

なし

18 富山県立中央病院 ・自施設内において、ＳＷＯＴ分析を用いて中長期的
に目標設定をし、組織的に改善策を講じている。

なし

19 金沢大学附属病院 なし PDCAサイクルの確保の具体的実施方法や実施例
を示していただきたい。

20 福井県立病院 なし なし

21 山梨県立中央病院 診療機能や体制について、課題解決に向けた計画
を作成し、毎月院内の関係者によるミーティングで、
計画の進捗状況や評価を行っている。
また、がん診療連携拠点病院等との共通課題の解
決に向けた計画を作成した。

なし

22 信州大学医学部附属病院 ・患者満足度の向上（毎年１回患者満足度調査を行
い、その結果を改善につなげる。）
・外部評価によるがん診療の質の向上（長野県「が
ん診療連携拠点病院整備検討委員会」による現地
調査での指摘を改善につなげる。）
・がん統計情報の可視化（本院のがん登録情報の
集約・提供、QI研究データの分析・提供等）
・希少がんデータの提供（がんサロンにて職員の指
導下で、インターネットから情報収集できる体制を整
えている。）

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 がん診療体制の質評価調査に参加し，調査結果を
活用することでよりよいがん医療を提供するための
しくみを構築することを検討している。また，「第３回
がん診療体制の質評価調査」結果報告会に参加し，
がん診療体制の質評価方法及びPDCAサイクルに
向けた全国のがん診療連携拠点病院等の取り組み
の情報を収集した。
・（1）がん登録の普及並びに精度向上、がんパスの
運用数公表、化学療法患者への文書による副作用
の説明（2）がん登録実務者・関係者を対象とした研
修会の開催、がんパス運用患者の受診状況管理か
らバリアンス分析しその結果を公表する、医師・薬剤
師から化学療法患者へのパンフレットによる副作用
の説明をする。

なし



No 施設 取り組み 課題

24 静岡県立静岡がんセンター (1)静岡がんセンターでは、平成１６年度から、当院
の治療や診療環境、サポート体制に関して、患者の
声を詳細に聞き取るため、毎年度患者1,000人を対
象とするアンケート調査を実施し、調査結果の職員
への周知、患者等への公表、接遇態度等に関する
研修会の開催、QI室、RM・QC委員会による改善策
の検討を通じ、院内で共有し、組織として改善に取り
組んでいる。
また、各個別の事案に対応するため、ＲＭ・ＱＣ部署
を設置して、患者・家族、職員も含めた、病院内の
様々な苦情、提案、報告に対し、情報を収集し分析
して、改善に向けての対策を実施している。同部署
は、副院長を含む、医師、看護師、薬剤師、事務職
員が配置されており、各分野の対応が可能な体制を
整えている。
　さらに、本年4月から病院の診療支援部門として患
者家族支援センターの運用を開始し、よろず相談と
協働して病院内のすべての部署と連携を保ちなが
ら、初診や入院に関する支援、通院医療や療養生活
に関する支援、心身の痛みや治療の継続に関する
支援に当っている。
(2)2013から2014年にかけて、本県も含めて全国の
がん患者を対象に悩みや負担とその対応や就労状
況等について調査を実施した。2003年に全国7,885
名のがん体験者から悩みや負担を収集し分析した
が、2007年に施行されたがん対策基本法の効果を
推定する目的で、前回と同一の質問事項に、新た
に、治療時期別の悩みや負担、病気や治療に関す
る情報収集方法、就労実態等の質問を加えて実施
した。現在4,000人を超える調査結果の分析を行って
おり、結果については院内でも共有し改善につなげ
ていく。
また、あなたの街のがんマップを作成しており、患者
は、県内の病院、診療所、薬局等の施設情報と市町

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 (1)苦痛のスクリーニング、常用薬・持参薬による手
術・検査の延期、常用薬・持参薬と抗がん剤との相
互作用、新規内服抗がん剤の皮膚症状・下痢症状
対策などについて、関連する多職種、チーム、委員
会、キャンサーボードで定期的に検討し、課題を明
確にして目標をたて、改善策に取り組むとともに、記
録に残し、その成果について情報共有している。
(2)愛知県がん診療連携協議会の下部組織として、
県内の全拠点病院を構成員とした「PDCAサイクル
推進検討部会」を立ち上げ、各施設での取り組みに
ついて情報共有し、意見交換をしながら相互評価を
行うとともに、第三者であるアドバイザーからの助言
や指摘を受けることにより、県内の医療の質の均て
ん化を目指している。

なし

26 三重大学医学部附属病院 (1) 厚労科学研究のがん診療体制調査票に基づい
て、大腸がん、胃がん、乳がん、肺がん、前立腺が
ん、脳腫瘍、婦人科がん、薬物療法に関しての
PDCAサイクルの確保の取り組みを開始している。
(2)三重県のがん診療連携協議会で上記の取り組み
について説明し、地域がん診療連携拠点病院５病
院、がん診療連携推進病院１０病院が参加を表明
し、現在、調査票への記入を依頼している。今後、集
計結果に基づいて、三重県のがん診療連携協議会
の中で情報共有と相互評価を行い、地域に対しての
広報の方法について検討していく予定である。

各がん関連病院のそれぞれのPDCAサイクル確保
の取り組みについて、どのように地域に対して、広報
をしていけばよいのか

27 滋賀県立成人病センター （１）当センターで取り組んでいるバランススコアカー
ド（BSC）からがん診療に関する項目を抽出・整理し
たものを、当センターのPDCAサイクルとして位置づ
け、当センターがん医療推進委員会が中心となっ
て、上記取り組みを行っている。

（２）滋賀県がん診療連携協議会企画運営委員会に
おいて、県内各病院の取り組みについて情報共有・
相互評価を行っている。

評価項目を定めやすい事業と、それが困難な事業
が存在する。



No 施設 取り組み 課題

28 京都大学医学部附属病院 （１）については、隔月開催のがん診療部合同委員
会が相当すると考える。院内のがん医療に関するあ
らゆる課題について検討し、対応している。

（２）については、問13の回答に記した がん医療戦
略推進会議の各部会が、部会長および事務局病院
の主催のもとに定期的な会合等を開いて情報共有
を行い、相互評価にも繋がっていると思われる。広
報については、自院のホームページや京都府ホーム
ページで議事要旨や各種情報を掲載し、広く一般に
情報提供を行っている。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 京都府立医科大学では、附属病院とがん征圧セン
ターを一元化し、臨床に直結する研究を行い、がん
の予防から診断・治療・緩和ケアを含めた統合的が
ん診療について、より密に連携していく体制を構築し
ている。 　学内の医療従事者や研究者、事務スタッ
フがメンバーとなり、がん対策に取り組んでいる。
　がん征圧センター会議を開催し、各部署・メンバー
との連携を強化するため、日常の取り組み発表や報
告、事業の提案の場として活用。また、がん制圧セ
ンターホームページにおいては、サロンの開催や統
計資料を随時更新し、地域に対して広く情報提供し
ている。

なし

30 大阪府立成人病センター ・がんパスに関しては、年2回開催されるパス部会に
て府下がん拠点病院の実績報告に加え、バリアンス
事例やパス運営方法などの問題点や課題点につい
てパス促進会議を開催して検討している。現在、が
んパスPDCA作業の一環として、普及と運用業務改
善を目的としたパス改訂を行っている。さらに院内ス
タッフには院内がんパス会議を行い、周知を図る以
外に運用や業務内容の問題点について検討を行っ
ている。
・地域連携の改善強化のために、自施設医療スタッ
フと連携医との講演会や会合を開催して、がんパス
の院外・院内に対し広報を進めている。
・府下二次医療圏別の各がん診療連携ネットワーク
協議会に参加して、情報共有と相互評価を行い、問
題点や課題点を抽出して改善策を講じる。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・平成27年に院内にがん診療運営委員会を設置し､
診療や地域連携に関する実績､活動状況等がん患
者の療養生活の質について把握・評価し、課題認識
を院内の関係者で共有した上で、組織横断的に改
善策について検討している。
・各部署における取組み：
①がん相談支援センター：がん相談員のカンファレン
スで、相談事例を分析する機会をもち、患者の療養
生活の質を向上させるような患者サービスの必要性
について検討し、必要時は該当部門と情報を共有。
②緩和ケアセンター：外来における苦痛のスクリーニ
ング：診断時の精神的なつらさを軽減することを目的
として、スクリーニングシートを用い、苦痛のハイリス
ク患者へ対応面談する。対応できているかをカルテ
チェックし評価、スクリーニングシート・対応法を改訂
更新。システムとしては緩和ケアセンター運営委員
会で結果を評価し、続く改訂案を検討承認している。
２）について
・がん相談支援センターの実務者会議で、支援内容
についての情報共有や事例検討会を通じた相互評
価を行っている。その結果を広く地域には発信でき
ていない。
・がん登録の実績情報を自施設ニュース(広報誌か
けはし)で、院内や地域に発信

１）について
・相談支援を通じて挙がってくるのは、主に、患者
サービス向上に向けての課題が多い。その中で、こ
れまでは該当部門に働きかけを行ってきが、解決で
きることもあれば、部門や院内の委員会で共有、連
携すべき問題もあり、現状では限界があるようにも
感じる。他施設では、このような課題を吸い上げる窓
口やそれを共有、改善するために、組織構成上の工
夫や問題解決のしくみをつくり、行っているのか？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・苦痛のスクリーニングだけでなく、「その後の対応を
行う」と明記してほしい。苦痛のスクリーニングだけ
行って、苦痛のある患者への対応をしないケースで
は患者にとって有害である。現場のスタッフも対応の
重要性を感じていないので、苦痛のスクリーニング
が軽視されている。

32 奈良県立医科大学附属病院 昨年度はH26.1.10付「がん診療連携拠点病院等の
整備について」に基づき必要な整備項目について整
備を行った。また緩和ケアに関する整備について
は、PDCAサイクル評価シートを作成し、院内PDCA
サイクル評価委員によるチェックを行った。本年度は
それらの項目の充実と都道府県がん診療連携拠点
病院の緩和ケアセンターの整備に求められる要件に
ついてPDCAサイクル評価シートを作成して整備して
いるところである。また、ＰＤＣＡサイクル評価につい
て、簡単にＨＰで広報している。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 月に一度、腫瘍センターにおいて診療実績を報告・
共有し、改善に向けた取組を検討している。

（未記入）



No 施設 取り組み 課題

34 鳥取大学医学部附属病院 1) がんの治療法別の治療成績を解析し、生存率向
上のための工夫を行っている。2) 地域連携パスによ
る病診連携を行い患者負担の少ない診療を提供し
ている。3) 症例により多診療科、多職種の加わった
キャンサーボードを開催し、患者に最適の診療を選
択している。4) 患者の療養生活の質を改善するため
に地域連携を重視した退院調整を行っている。5) 患
者のためのセミナーや市民公開講座を開催し、検診
による早期発見や最適な治療選択のがん教育を
行っている。6) 合併症や副作用の出現情報を共有
し、対策や対応を標準化している。7) 治療法別のク
リティカルパスを実践し、診療内容の適正化と推進し
ている。8) 苦痛のある患者に対して積極的な緩和ケ
アを提供できるよう緩和ケアマニュアルを整備し、各
診療科と緩和ケアチームの連携を推進している。

求められるPDCAサイクルの具体的計画を立て、全
国共通で進める項目を基本として、あとは各病院の
独自性を発展させる体制を整えるのが望ましい。

35 島根大学医学部附属病院 なし なし

36 岡山大学病院 なし （未記入）

37 広島大学病院 がん治療センターに成人がん部門・小児がん部門・
緩和ケア部門を，患者支援センターに診療連携部門
と患者相談部門を置き，各部門にて定期的に開催す
るミーティングにおいて，現状の把握，課題の抽出及
び改善策の検討等を行う。活動実績や検討事項等
については病院運営会議に報告し，院内関係者へ
の情報共有を図る。
　また，外来患者・入院患者に対する患者満足度ア
ンケート，がん医療従事者研修会での参加者アン
ケート，患者や家族等を対象とした患者サロンでの
参加者アンケート等を実施し，その結果を院内の各
委員会で報告するとともに，関係部署で集計・分析し
た結果に基づき改善に向けた検討を行う。

なし

38 山口大学医学部附属病院 （1）本院では、腫瘍センターを中心にがん治療のた
め、医師・看護師・薬剤師・ＭＳＷ(医療ソーシャル
ワーカー)など、いろいろな職種のスタッフがメンバー
となって患者さんのサポートを行うとともに、院外の
医療機関等とも互いに連絡しあう体制をとっている。
さらに、組織的に改善や見直しを要する事項は、病
院戦略会議、病院運営審議会で審議・決定され、各
診療科や部門等へ周知される仕組みになっている。
（2）山口県がん診療連携協議会、実務担当者会議
で各拠点病院が現況報告し改善点を話し合ってい
る。

積極的に取り組んでいる、各都道府県の事例につい
て知りたい。

39 徳島大学病院 徳島大学病院では、がん診療を行っている診療科お
よび関係部署のメディカルスタッフを委員とする「が
ん診療連携センター会議」、全ての診療科長および
部門長が参加する「病院運営会議」を月1回開催し、
がん診療実績・地域連携実績や活動状況について
報告・現状把握を行うことにより、課題認識を共有し
た上で組織的な改善を図っている。また、徳島大学
病院がん診療連携センターのホームページに徳島
県がん診療連携協議会のバナーを作成し、上述した
PDCAサイクルの実施状況について広報を行ってい
る。

なし

40 香川大学医学部附属病院 がん登録部会の診療の質指標（Quality Indicator,
QI）を用いて、院内の各診療科・各部門において、標
準実施率を相互に比較し問題点を整理して、腫瘍セ
ンター運営委員会で相互評価・改善案の提案し、各
診療科で改善案を決定し実施する。その結果を病院
運営委員会で情報共有し、運用方針の決定を行う。

なし

41 四国がんセンター ・地域連携パスについて医師と看護師で愛媛県内外
の医療機関を訪問して行っている。
・地域の人たちを対象に市民公開講座を行い、がん
医療の知識を深め予防啓発を推進している。平成27
年度は、交通アクセスの便が良く市民が集い易い会
場を借りて、臓器ごとのがんについて座学を行い、
各診療科医師や看護師、医療ソーシャルワーカーが
窓口に立ってよろず相談を受けるコーナーを設け
る。時期をずらして3回シリーズとする。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 一定期間内の外来患者・退院患者を対象にアン
ケート調査を実施し、取りまとめのうえ業務改善を
図っている。

昨年度より相談支援に関するアンケートを始めた
が、内容等が適切がどうか、他院の状況等を参考に
したい。



No 施設 取り組み 課題

43 九州がんセンター （１）院内の会議・委員会において、自施設の診療実
績を把握・評価し、現状の課題を確認している。課題
としてあがった事項については、組織的に改善に取
り組むとともに、会議・委員会において、進捗状況を
確認している。
（２）県内のがん診療連携拠点病院の診療実績等を
情報共有するとともに、福岡県のＨＰを通じて情報を
公開している。

なし

44 九州大学病院 （１）院内の運営委員会において、自施設の診療実
績等を把握・評価し、現状の課題を確認している。緩
和ケアセンターの運用等、課題としてあがった事項
については、組織的に改善に取り組むとともに、定
期的に、運営委員会等を通じて進捗状況を確認する
予定である。
（２）都道府県内のがん診療連携拠点病院の診療実
績等を情報共有するとともに、福岡県のHPを通じて
情報を公開している。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし （未記入）

46 長崎大学病院 以前より、各年度の６月頃に協議会実務者会議を開
催し、事前に拠点病院の指定要件を含めたチェック
項目に関するアンケート調査を行い、現状を把握・評
価を行っている。その後、改善策を検討し、１１月頃
に開催される協議会幹事会で報告、実施している。

なし

47 熊本大学医学部附属病院 キャンサーボードを開催し、院内関係者で情報共
有、課題認識を行っている。また、熊本県内の各拠
点病院間において共通の評価項目により相互評価
を実施するが、その評価項目をもとに院内のPDCA
サイクルを確保し、関係者で共有している。自施設
評価は県内のがん診療連携拠点病院と相互評価し
情報共有する。なお、地域に対しては、熊本県がん
診療連携協議会のホームページにより広報を行って
いる。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 がん相談支援センター情報交換会では、平成２６年
度に以下のような取り組みを行った。①フィードバッ
ク体制、②サポートブック、③就労支援、④広報、周
知、⑤がん患者団体との連携、⑥教育体制、質向上
に向けての取り組みの６つの課題を挙げ、それぞれ
に目標を定め、各拠点病院の取り組み状況を情報
交換会の中で報告し、検討課題を洗い出し、次年度
以降の活動につなげている。この取り組み内容は平
成２７年度に開催する親会である大分県の情報提
供・相談支援部会にも報告する予定である。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 平成26年1月に開催された宮崎県がん診療連携協
議会において、PDCAサイクルの具現化に向けて、
各施設にPDCAサイクル担当者の選出を行うことが
決定し、各施設において選出が行われた。平成27年
度は本院が中心となり、各施設で行われ他施設から
の参加が可能ながん診療に関する講演会、セミ
ナー、研修会の情報収集を各施設のPDCAサイクル
担当者で行い、自施設でその得た情報を公表し、情
報を共有する取り組みを始めた。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 ・県内のがん診療連携拠点病院や地域がん診療病
院、鹿児島県がん診療指定病院等の緩和ケアチー
ムメンバーと合同の事例検討会の開催（2回/年）

なし

51 琉球大学医学部附属病院 なし なし

52 国立がん研究センター中央病院 （回答なし） （回答なし）



No 施設 取り組み 課題

53 国がん東病院 1.サポーティブケアセンターによる取り組み
1）外来患者への定期スクリーニングシステム構築と
運用
（1）タブレット端末を使用した電子カルテ連動システ
ムによる全患者への定期スクリーニング体制構築
（2）外来患者への定期スクリーニングからの継続支
援体制整備
（3）定期スクリーニング・継続支援体制の評価（患者
体験調査実施）
2）初診時からの継続支援体制整備（ケースマネジメ
ント導入）
（1）サポーティブケアセンター看護師・専門認定看護
師を中心とした意思決定支援体制及び、ケースマネ
ジメントによる、患者家族支援の強化
3）がん患者の就労支援モデルの創出
（2）患者家族・企業・医療者による意見交換の実施
（3）就労支援について医療者・企業・県・市との情報
共有・連携体制の検討
（4）がん患者への就労支援についての介入研究実
施

なし



Ⅲ PDCAサイクルの確保について

②

No 施設 取り組み 課題

1 北海道がんセンター なし なし

2 青森県立中央病院 なし なし

3 岩手医科大学附属病院 ○昨年度より、各地域がん診療連携拠点病院から
化学療法について、運営方法、問題点及び改善点
等のヒアリングを行い連携協議会への報告と連携協
議会でどのようなサポートができるかを検討してい
る。

なし

4 宮城県立がんセンター 宮城県ではがん診療体制検討委員会において、指
定項目を部会で協議すべき項目と検討委員会で協
議すべき項目に分け、各病院の現状についての情
報共有と相互評価を行った。一部の部会は、指定項
目の評価を目的に病院訪問による実施調査を行っ
ている。
　両者から報告された内容を、各拠点病院の全体評
価としてまとめたものを、宮城県のホームページ上
に宮城県がん診療連携拠点病院機能評価として掲
載し、県民に向け広報している。

なし

5 東北大学病院 宮城県のがん診療提供体制におけるPDCAサイクル
を構築するため、宮城県がん診療連携協議会に、が
ん診療提供体制検討委員会を設置し、各部会で作
成した評価報告書を基に拠点病院相互の機能評価
を行い評価報告書を公表している。

なし

6 秋田大学医学部附属病院 ・県協議会において各病院の診療機能や診療実績
を把握し、分析、評価している。実地調査は行ってい
ない。

なし

7 山形県立中央病院 拠点病院の指定時に提出する診療機能、実績をま
とめて共有している。

都道府県病院として実地調査をおこなった所があれ
ば、どのような調査を行ったかお聞きしたい。

8 福島県立医科大学附属病院 なし なし

9 茨城県立中央病院 がん診療連携協議会において，各拠点病院等からＰ
ＤＣＡに関する取組状況を報告してもらうとともに協
議を行う。

なし

10 栃木県立がんセンター ・地域連携・研修部会において、「がん診療体制の質
評価調査（※）」に栃木県として参加している。大腸
がん診療体制について管理改善ツールであるアン
ケート調査140項目を栃木県がん診療連携協議会参
加施設（18施設：第３回調査 回答14施設）が回答
し、拠点病院・中核病院における診療体制などを評
価し、改善策に向けて検討している。また、第３回が
ん診療体制の質評価調査結果報告会（2015年5月
24日）において栃木県における取組みを発表した。
※ 「国民に役立つ情報提供のためのがん情報デー
タベースや医療機関データベースの質の向上に関
する研究」主任研究者 若尾文彦：国立がん研究セン
ター がん対策情報センター、分担研究者 水流聡
子：東京大学

・緩和ケア部会において、緩和ケアの県内統一パス
利用に向け取り組んでいる。実際に協議会参加施設
において利用してもらい、協議会部会の場で聴取し
た感想や意見をパスに反映させ、再度利用してもら
い意見等の聴取という流れで取り組んでいる。

2014年10月28日 地域連携・研修部会において、「が
ん診療体制の質評価調査」分担研究者 水流聡子先
生に来ていただき説明会を開催した。今年度は調査
結果について、どのような形で情報共有し、改善に
取り組むか検討中。

11 群馬大学医学部附属病院 必要に応じて県内がん拠点病院等医療機関から情
報収集、県に提出された現況報告書を活用する体
制を整えている。昨今では、地域連携クリティカルパ
スの運用方法についての情報把握を行い、また、
「診療の質に関する調査（水流班）」にがん診療連携
協議会全体で取り組み、集計・解析結果を毎回協議
会開催時に報告している。

なし

12 埼玉県立がんセンター がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院にアン
ケート調査を実施し、各施設の情報収集を行った。
その結果を県がん診療連携協議会において各施設
にフィードバックし、協議することで分析等を行ってい
る。

なし

都道府県としてのPDCAサイクルの確保



No 施設 取り組み 課題

13 千葉県がんセンター がん診療連携協議会及び専門部会を通じて情報提
供を求め、分析、評価、改善はPDCAサイクル専門
部会で行う予定。

（未記入）

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

これまでも、研修部会、がん登録部会、クリティカル
パス部会、相談・情報部会などの各分野を専門とし
た部会において、情報を共有し、意見交換を行い、
いろいろな課題の改善を図ってきました。今後は各
部会において、ＰＤＣＡサイクルを取り入れて、課題
へ取り組むことを予定しています。
また東京都がん診療連携協議会全体としては、ＰＤ
ＣＡサイクル体制の確保について検討する専門部会
として評価・改善部会を設置し、これまで３回開催い
たしました。

東京都のがん診療連携協議会は、東京都指定のが
ん診療連携拠点病院等を含めると６０施設により運
営しており、それぞれの施設による特色、地域差が
あり、共通指標によるＰＤＣＡサイクルの確保が困難
で大変苦慮しているところです。

16 神奈川県立がんセンター 院内がん登録では、全体評価として、前年に提出
し、国立がん研究センターから戻った集計結果をもと
に、県内のがん診療連携拠点病院および指定病院
について、再集計および評価を行い、その結果を院
内がん登録部会および県がん診療連携協議会にお
いて報告している。施設別評価としては、各施設に
自施設の全国集計の結果をまとめて院内がん登録
部会においてプレゼンテーションをしてもらうことによ
り、自施設の評価をし、他施設からの評価を受ける
ことで、各施設での問題点を明らかにし、改善を図る
契機としている。

なし

17 新潟県立がんセンター 当院は平成26年度より厚生労働科学研究「がん診
療連携拠点病院における診療体制調査」に参加し、
平成27年度からは県内の全がん診療連携拠点病院
が本調査に参加予定である。

なし

18 富山県立中央病院 ・各部会において、年度ごとにＰＤＣＡサイクルを回す
ことによって、業務の改善につなげている。

なし

19 金沢大学附属病院 なし なし

20 福井県立病院 なし なし

21 山梨県立中央病院 なし なし

22 信州大学医学部附属病院 ・当該協議会とは別に、長野県は「がん診療連携拠
点病院整備検討委員会」を設置しており、がん拠点
病院としての機能充実および情報共有・交換を目的
に、年に２つのがん拠点病院を対象に実地調査（外
部評価）を行っている。
・今後は当協議会において、昨年度に実地調査を受
けた病院からその後の取組状況を報告いただき、各
医療機関の情報共有と相互評価につなげることを検
討している。

なし

23 岐阜大学医学部附属病院 なし なし

24 静岡県立静岡がんセンター 平成26年度においては、がん診療連携拠点病院の
要件変更に伴い、県庁職員とともに６拠点病院を訪
問し、要件の充足状況、診療機能、診療実績にかか
る情報収集に加え、取組状況の確認を行った。(６病
院…沼津市立病院、静岡県立総合病院、静岡市立
静岡病院、藤枝市立総合病院、聖隷浜松病院、浜
松医科大学医学部附属病院)
今年度については、院内で実地調査体制を整え、調
査項目等を検討し、県内拠点病院の実地調査を行う
予定。調査内容については分析し、協議会で活用の
検討を行う予定。

なし

25 愛知県がんセンター中央病院 ・愛知県がん診療連携協議会の下部組織として立ち
上げた「PDCAサイクル推進検討部会」において、必
要な情報を収集し、情報共有を図っている。
・また、職種別の分科会を設置し、定期的に開催し、
テーマを決めて課題に取り組み、部会で発表し意見
を求めることにより、改善策がとられている。
・県内の拠点病院が共通した課題に取り組み、その
成果を情報共有し、相互評価を行っている。

なし

26 三重大学医学部附属病院 今後、三重県内のがん診療連携拠点病院、がん診
療連携推進病院のそれぞれのがん診療体制調査票
の集計結果が揃った時点で、三重県のがん診療連
携協議会を開催して、各病院間で情報共有、相互評
価を行い、必要に応じて、相互訪問による実地調査
に関しても検討する必要があると考えている。

なし



No 施設 取り組み 課題

27 滋賀県立成人病センター 滋賀県がん診療連携協議会企画運営委員会におい
て、相談支援部会・地域連携部会・がん登録推進部
会・診療支援部会・研修調整部会・緩和ケア推進部
会　それぞれの部会から数値化できる共通の指標を
ひとつ設定し、PDCAサイクルを活用して目標値を目
指している。

大きな権限を持たない都道府県がん診療連携拠点
病院にとって「実地調査」という言葉は重い。

28 京都大学医学部附属病院 京都府がん医療戦略推進会議で、外来化学療法部
会・緩和ケア部会等の部会からの
診療・業務改善等を検討された活動報告や課題を議
論することで、府内のＰＤＣＡ
サイクルを確保している。

なし

29 京都府立医科大学附属病院 京都府がん医療戦略推進会議で、外来療法部会・
緩和ケア部会等の部会より、診療・業務改善等を検
討された活動報告や課題を議論することで、府内の
ＰＤＣＡサイクルを確保している。

なし

30 大阪府立成人病センター ・がん診療連携拠点病院および大阪府指定を含め
たがん診療拠点病院（6３病院）に対し現況報告書を
求めて評価し、その情報はウエブサイト「大阪がん情
報提供コーナー」（情報提供：大阪府立成人病セン
ター）で公開している。
・大阪府のがん診療拠点病院毎に、地域がん登録
に基づく各々の診療状況に関する資料を配布してい
る。院内がん登録のデータ分析や評価等に関する
取り組み例は、項目5に記載。
・府下二次医療圏別の各がん診療連携ネットワーク
協議会に参加して、より地域性の高い情報に対し評
価を行うことで、改善策を講じる。
・がん診療連携拠点病院の新要件が示されたことを
受け、現在、大阪府指定のがん診療拠点病院の要
件の見直しと評価法について検討している。

なし

31 兵庫県立がんセンター ・毎年国指定・県指定拠点病院から提出される現況
報告書の内容を審査するのと合わせ、必要に応じて
実地調査を行っており、がん診療等の状況について
意見交換を行っている。
・緩和ケアチーム研修会:これまで、年1回、累計6回
のチーム研修会を行ってきた。平成26年度はPDCA
サイクルを如何に導入するかについて共有した。
・がん登録したデータから患者生存確認調査を行
い、当センターの生存率データを全がん協研究班に
提供している。それを基に作成されたKaPWebを通し
て患者の情報活用に役立てている。

・マンパワーの問題などもあり、実地調査はなかなか
困難。拠点病院としての診療実
　績や活動の評価は必要と考えるが、拠点病院に勤
務する医師へのこれ以上の負担に
　なる事務的手続きや書類提出は避けて頂きたい。

32 奈良県立医科大学附属病院 昨年度は地域がん診療連携拠点病院よりPDCAサ
イクル評価委員を選出し、委員による実地調査（緩
和ケアに関する整備状況について）を行った。県の
がん対策推進協議会の計画における詳細なPDCA
サイクルと連携して進めている。

なし

33 和歌山県立医科大学附属病院 県がん診療連携協議会及び各部会において、県内
がん診療実績及び提供体制について情報収集及び
相互評価を実施している。

なし

34 鳥取大学医学部附属病院 1) がん対策県民会議を年2回開催し、行政や患者団
体も含めてがん検診、地域連携、がん登録などの情
報を共有し、がん対策の改善をはかっている。
2) がん診療連携拠点病院による協議会を年2回、
TV会議を隔月で開催し、懸案となる事項の情報共
有、共同して行う対策事業について相談している。

なし

35 島根大学医学部附属病院 なし このような課題を話し合うために部会をつくったが、
全く機能していないことが最重要課題である。

36 岡山大学病院 なし （未記入）



No 施設 取り組み 課題

37 広島大学病院 昨年度末に，当院から県内のがん診療連携拠点病
院に担当者を派遣し，外来化学療法の運用，がん化
学療法のレジメン管理及びがん登録体制に関して，
調査票に基づくヒアリング及び実地調査を行った（な
お，当院に対する同様の調査は県立広島病院に依
頼）。
　本調査結果は，今年度の広島県がん診療連携協
議会にて報告し，拠点病院間で情報共有を図るとと
もに，改善策等を検討する予定である。また，次回
以降の相互チェック実施方法や調査項目等につい
ても検討する。

なし

38 山口大学医学部附属病院 山口県がん診療連携協議会実務担当者会議におい
て、県内のがん診療等の状況について情報共有を
行い、問題点の分析等を行っている。
各部会を設置し、その部会の中で、情報を収集、分
析、評価し、改善を図ることとを行う予定である。

なし

39 徳島大学病院 　平成26年度には、徳島大学病院および県内の地
域がん診療連携拠点病院をあわせた4病院におい
て、2病院ごとの2グループにわけてPDCAサイクル
の確保についての相互評価を実施し、各拠点病院
における診療実績や活動状況について情報共有を
行った。現在、各病院の課題について分析・評価す
るとともに、その改善を図るための体系的システム
の構築について検討中である。

なし

40 香川大学医学部附属病院 香川県がん診療連携協議会では、平成26年7月31
日に第7回香川県がん診療連携協議会を開催し、香
川県のがん医療におけるＰＤＣＡサイクルの確保に
向け拠点病院間で協力し都道府県がん診療連携拠
点病院連絡協議会の「がん登録部会Quality
Indicator研究」に参加し、診療の質を評価することに
よって、ＰＤＣＡサイクルを確保することが決議されま
した。同時に香川県がん診療連携協議会部会設置
申合を改正し、情報広報部会ががん医療に関するＰ
ＤＣＡサイクルを所掌することになりました。年1回は
情報広報部会を開催し、施設間での指標を比較検
討をおこなっている。

なし

41 四国がんセンター 平成26年の拠点病院指定の指針を受けて、愛媛県
では、県拠点、地域拠点合わせて7拠点病院間で相
互訪問調査を実施。県拠点病院である当院と地域
拠点病院である病院の2施設の幹部職員（院長、看
護部長、事務部長）が組んで調査対象の拠点病院を
訪問。（平成26年11月から27年2月）
がん診療の状況について、がんの標準治療計画表
（クリティカルパス）の整備やその適応状況、抗がん
剤投与規定（レジメン）の運用状況、緩和ケアチーム
活動、キャンサーボード（治療前症例検討会）等につ
いて説明を受け、会議録、カルテ、診療報酬算定、
緩和ケアマニュアル、緩和ケアスクリーニング票、相
談支援記録等を確認した。
・相互訪問調査の結果は、愛媛県主催の愛媛県が
ん対策推進委員会に報告し、議事録として公開され
ている。

（未記入）

42 高知大学医学部附属病院 高知がん診療連携協議会にがん登録部会、情報提
供・相談支援部会を設置するなど、国協議会の体制
に近づけることにより、国協議会からの情報や取組
みを県内で共有しやすい体制としている。
高知県としては、拠点病院に毎年9月現在の状況を
提出いただいている、現況報告でがん診療の状況を
確認しています。また、年2回開催しています、高知
県がん対策推進連絡協議会で県内のがん対策に関
する取組について進捗状況・今後の対応について報
告・協議することでPDCAサイクルを確保していま
す。

なし

43 九州がんセンター 福岡県がん診療連携協議会及び専門部会を通じ
て、県内のがん診療等の状況に関する情報の収
集、分析、評価を行っている。

「必要に応じ、実地調査を行うこと」とは、どういう場
合が想定されるのか。また、法的立入権限のない状
況で、実地調査は可能であるのか。

44 九州大学病院 福岡県がん診療連携協議会を通じて、県内のがん
診療等の状況に関する情報の収集、分析、評価を
行っている。

なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし （未記入）



No 施設 取り組み 課題

46 長崎大学病院 以前より、各年度の６月頃に協議会実務者会議を開
催し、事前に拠点病院の指定要件を含めたチェック
項目に関するアンケート調査を行い、現状を把握・評
価を行っている。その後、改善策を検討し、１１月頃
に開催される協議会幹事会で報告、実施している。

なし

47 熊本大学医学部附属病院 自施設独自のPDCAサイクルの取り組みと併せ、各
拠点病院で共通したPDCAサイクルを実施している。
共通の評価項目に対して拠点病院間で相互評価を
行い、その結果を熊本県がん診療連携協議会へ報
告することとしている。　取り組み内容は第2次熊本
県がん対策推進計画及びがん対策アクションプラン
の実施に資するものを当該計画から選定している。
なお、平成２６年度は試行とし、引き続き体制等を含
めて見直しを図っていくこととしている。

（未記入）

48 大分大学医学部附属病院 平成２７年度は情報提供・相談支援部会のがん相談
支援センターの取り組みを拠点病院間の共通の課
題として、ＰＤＣAサイクル確保のモデルケースとして
活動を行う予定である。

なし

49 宮崎大学医学部附属病院 診療機能や診療実績等の情報提供についての基準
やフォーマット、まだまだ検討すべき内容が多く、国
立大学病院長会議で行われている医療安全・質向
上のための相互チェックや感染対策相互チェックの
レベルまで達成するには、本県だけでの取り組みに
は限界があると考える。全国規模でのチェック項目
のリストアップ等、収集、分析、評価等についてのガ
イドライン的なものがあるとより推進しやすいと考え
る。

（未記入）

50 鹿児島大学病院 県がん診療連携拠点病院連携協議会で、それぞれ
の部門ごとに活動報告をし、問題・課題を明らかに
し、ＰＤＣＡサイクルに基づき取り組んでいる。

なし

51 琉球大学医学部附属病院 なし なし

52 国立がん研究センター中央病院 （回答なし） （回答なし）

53 国がん東病院 なし なし



Ⅲ PDCAサイクルの確保について

②

No 施設 開催予定日 会議名

1 北海道がんセンター

2 青森県立中央病院

3 岩手医科大学附属病院 平成27年9月 岩手県がん診療連携協議会化学療法部門ワーキンググループ会議

4 宮城県立がんセンター 平成27年6月18日 宮城県がん診療連携協議会がん診療体制検討委員会

5 東北大学病院 平成27年6月18日 宮城県がん診療提供体制検討委員会

6 秋田大学医学部附属病院

7 山形県立中央病院

8 福島県立医科大学附属病院 平成27年8月1日 福島県緩和医療研究会

9 茨城県立中央病院

10 栃木県立がんセンター

11 群馬大学医学部附属病院 平成27年7月23日 群馬県がん診療連携協議会

12 埼玉県立がんセンター

13 千葉県がんセンター

14
・
15

がん研究会有明病院

東京都立駒込病院

4月24日
9月14日
3月18日

第3回東京都がん診療連携協議会　評価・改善部会
第4回東京都がん診療連携協議会　評価・改善部会
第5回東京都がん診療連携協議会　評価・改善部会

16 神奈川県立がんセンター

17 新潟県立がんセンター

18 富山県立中央病院

19 金沢大学附属病院

20 福井県立病院

21 山梨県立中央病院

22 信州大学医学部附属病院

23 岐阜大学医学部附属病院

24 静岡県立静岡がんセンター

25 愛知県がんセンター中央病院 27.5.15､27.10.16
随時
随時

愛知県がん診療連携協議会PDCAサイクル推進検討部会
職種別分科会（医師部門、看護師部門、薬剤師部門）
PDCAサイクル勉強会

26 三重大学医学部附属病院 秋頃 PDCAサイクル部会

27 滋賀県立成人病センター 2015/6/8
2015/8/4

滋賀県がん診療連携協議会企画運営委員会
滋賀県がん診療連携協議会（親会）
滋賀県がん診療連携協議会各部会

28 京都大学医学部附属病院

29 京都府立医科大学附属病院

30 大阪府立成人病センター

31 兵庫県立がんセンター

32 奈良県立医科大学附属病院

33 和歌山県立医科大学附属病院

34 鳥取大学医学部附属病院

35 島根大学医学部附属病院 平成27年9月 がん診療部会

36 岡山大学病院 8月下旬 がん相談支援のPDCAサイクルに関するWG(仮）

37 広島大学病院 平成27年7月22日 広島県がん診療連携協議会

38 山口大学医学部附属病院

39 徳島大学病院 未定 徳島県がん診療連携協議会

40 香川大学医学部附属病院

41 四国がんセンター 平成27年7月25日 愛媛県がん診療連携協議会

42 高知大学医学部附属病院 9月、2月開催予定 高知県がん対策推進協議会

43 九州がんセンター 平成27年9月 福岡県がん診療連携協議会

44 九州大学病院 平成27年9月 福岡県がん診療連携協議会

45 佐賀大学医学部附属病院

46 長崎大学病院 平成27年6月6日
平成27年10月26日
平成27年11月9日

長崎県がん診療連携協議会実務者会議、幹事会事前会議
長崎県がん診療連携協議会幹事会
長崎県がん診療連携協議会（親会）

47 熊本大学医学部附属病院 未定

都道府県としてのPDCAサイクルのに関する会議の開催予定



No 施設 開催予定日 会議名

48 大分大学医学部附属病院 平成27年7月30日 がん診療評価専門部会

49 宮崎大学医学部附属病院

50 鹿児島大学病院

51 琉球大学医学部附属病院

52 国がん中央病院

53 国がん東病院



Ⅴ

No 施設 要望

1 北海道がんセンター なし

2 青森県立中央病院 なし

3 岩手医科大学附属病院 なし

4 宮城県立がんセンター なし

5 東北大学病院 なし

6 秋田大学医学部附属病院 なし

7 山形県立中央病院 がんの地域連携クリティカルパスに関しては、都道府県の取り組みによっても異なるとは思われますが、
手間暇がかかる割に、病院医師、かかりつけ医、患者のいずれのメリットも少なく、コストパフォーマンス
が悪い感が以前から有ります。今後の継続の必要性に疑問を感じています。

8 福島県立医科大学附属病院 なし

9 茨城県立中央病院 精度の高い生存率を出すための予後調査やフォローアップのノウハウについてご教示いただきたい。

10 栃木県立がんセンター なし

11 群馬大学医学部附属病院 なし

12 埼玉県立がんセンター なし

13 千葉県がんセンター （未記入）

14 がん研究会有明病院 なし

15 東京都立駒込病院 （未記入）

16 神奈川県立がんセンター 地域拠点病院の多くは、指定要件を充足することに必至であり、そのことが目的となってしまい、本来の
「がん患者へのサービス」という視点が忘れられる傾向がある。PDCAサイクルについても、最終的な目標
（生存率の改善や患者サービスの向上）の達成度の評価として、患者目線での評価に結びつくのか疑問
である。

今後の方向性として、指定要件は最低限として、個々の施設の得意な点をポジティブに評価していくよう
なシステムを希望する。患者や地域のクリニックレベルから各病院のセールスポイントが見えるようになる
と、より効率的な医療に結びつくと考えられる。均てん化も重要だが、狭い日本では各病院の特徴を重視
すべきではないだろうか。均てん化させるための各施設の無駄？な努力を得意分野の発展に注力したほ
うが、最終的には患者へのサービスになるいう考えもあってよいと考える。

17 新潟県立がんセンター 2018年以降のがん対策のための「第3期がん対策推進基本計画」を見据えた今後のがん対策の方向性
について～これまで取り組まれていない対策に焦点を当てて～として以下の3点があげらられました。
・将来にわたって持続可能ながん対策の実現
・全てのがん患者が尊厳をもった生き方を選択できる社会の構築
・小児期、AYA世代、壮年期、高齢期のライフステージに応じたがん対策を指摘。
相談支援体制や緩和ケアの提供体制などを含めた総合的な対策、さらなる高齢者の増加も見据え、高齢
者のがん対策、また、認知症対策を伴うがん医療の提供などについて、その重要性が指摘されていま
す。これらを実行するための財源の確保について、都道府県がん診療連携拠点病院、がん診療連携拠
点病院を代表して、積極的な要望をお願いします。

18 富山県立中央病院 なし

19 金沢大学附属病院 なし

20 福井県立病院 なし

21 山梨県立中央病院 なし

22 信州大学医学部附属病院 なし

23 岐阜大学医学部附属病院 なし

24 静岡県立静岡がんセンター なし

25 愛知県がんセンター中央病院 なし

26 三重大学医学部附属病院 なし

27 滋賀県立成人病センター なし

28 京都大学医学部附属病院 なし

29 京都府立医科大学附属病院 なし

30 大阪府立成人病センター ・平成27年から、院内がん登録実務研修が認定（更新）事業に移行され、認定更新のための研修および
試験を受ける必要があります。今年度の研修会は東京（国立がん研究センター）のみで開催されますが、
院内がん登録実務初級あるいは中級認定者の出張が厳しい病院も少なくないと思われます。研修地の
複数化、学術学会との併行開催、ウエブ中継なども考慮いただければと思います。
・がん診療に関わる看護研修が国指定拠点病院に義務づけられていますが、緩和ケアの領域では、日
本看護協会の企画している看護研修と、日本緩和医療学会の企画している看護研修、国立がんセンター
が進めている看護のせん妄研修が並立しています。その為、どの看護研修を行うかは各施設の判断とな
り、各都道府県における緩和ケア部会で組織だった開催方針をとることは難しくなると考えております。こ
の点、厚生労働省、日本看護協会、日本緩和医療学会、国立がんセンターでもう少し整理して提示してく
ださいますと、助かります。

31 兵庫県立がんセンター 国立がん研究センターにおける各種研修について：受講者数の制限があり、なかなか希望の研修が受け
られない。研修の受講機会を増やせるように、開催回数の増や、受講人数の増などの配慮をお願いした
い。

32 奈良県立医科大学附属病院 なし

国立がん研究センターに対する要望



No 施設 要望

33 和歌山県立医科大学附属病院 なし

34 鳥取大学医学部附属病院 国立がん研究センターがイニシアチブをとって、PDCAや地域連携など、求められる事項のモデルを提供
し、全国のがん診療連携拠点病院がそれを踏襲することで、患者が満足するレベルのがん医療が提供で
きるようにすることががん対策基本計画を早期に達成するために重要だと思います。毎年、各施設の現
状調査をすることに終始しているような気がします。積極的なリーダーシップをとる時期に来ているのでは
ないでしょうか？

35 島根大学医学部附属病院 なし

36 岡山大学病院 なし

37 広島大学病院 なし

38 山口大学医学部附属病院 （未記入）

39 徳島大学病院 「がん治療の均てん化」を推進するためには、医療人材および経済的支援の適切な配置・分配が必要で
ある。しかし、人的資源や経済的支援の配置・分配に関しては各都道府県間で格差が生じており、徳島
県のように医師不足が深刻かつ経済的支援も乏しい県では、がん診療連携拠点病院としての使命を果
たすための計画の実行および目標の達成のみならず、拠点病院としての要件の充足さえも困難となるこ
とが危惧される。「がん治療の均てん化」という目標を達成するためには、上述のような格差を軽減する包
括的な施策が必須であると思われる。

40 香川大学医学部附属病院 なし

41 四国がんセンター がん対策基本法の成立、がん診療連携拠点病院の指定開始以来、がん対策は地域医療構想をリードし
ている。都道府県がん診療連携拠点病院の機能をいっそう強化し、地域のがん診療の体制整備・地域医
療機関の機能分化を推し進める必要がある。まずは都道府県拠点の役割を重点的に強化することが必
要である。都道府県拠点病院の要件を厳格化すると共に、補助金額を大幅に増額するか、または都道府
県拠点病院にＤＰＣ2群に準ずる診療報酬上の評価を与えることを提案したい。
　都道府県拠点病院はがん診療機能の充実と共にがん医療に関するソーシャルキャピタルの拡充に努
めなければならない。その面からも予算の傾斜配分は必要ではないか。特にがんセンター病院群は従来
の診療報酬体系でほぼ赤字運営であるが、今後の医療再編の中心となるべく機能強化を目指した戦略
的な経済的誘導が必要である。がん医療が地域医療構想の成否を握っている。

42 高知大学医学部附属病院 なし

43 九州がんセンター なし

44 九州大学病院 なし

45 佐賀大学医学部附属病院 なし

46 長崎大学病院 なし

47 熊本大学医学部附属病院 なし

48 大分大学医学部附属病院 機能強化事業にかかる補助金の年々の減額は、本事業の活動維持に大きな影響を与えています。特に
本院では、本事業で立ち上げたがん登録、がん相談支援に関する人件費などは補助金に負うところが大
きかったのですが、最近では病院負担へシフトしているのが現状です。通常でさえ厳しい病院運営の中
で、これらがん関連事業費を捻出してゆくのは非常に厳しい状況です。今後、これらがん関連の重要課題
をさらに発展させてゆくためにも、それに見合った補助金の交付を是非お願いしたいと思います。

49 宮崎大学医学部附属病院 （未記入）

50 鹿児島大学病院 なし

51 琉球大学医学部附属病院 なし

52 国がん中央病院 （未記入）

53 国がん東病院 （未記入）




